
の運用形態や子どもの安全を考えた場合､認定こども園として運営する必要があるのかと

いう疑問が生じる｡つまり､都心部特有の施設ありき(土地)として､認定こども園を捉

え､運営をすることが乳幼児の一体的保育と捉えることに意味を感じることができないo

したがって認定こども園制度は､既存の施設を中心とした乳幼児施設の再編であり､土地

の少ない都心にみられる施設ありきいの運営方式であるといえる｡

認定こども園について伊藤(2011) 57は､教育行政学的視点から次の3つを問題点として

いる｡第1に施設整備･職員配置に関する基準を引き下げ､既存施設からの転換を押し進

めようとしている点である｡例えば､保育所における調理室の必須義務緩和がこれにあた

る｡第2に国は､認定こども園の認定のための基準について指針をだしているが､許可外

保育施設の評定等､具体的内容を都道府県に任せている点である｡これにより地方格差･

地域格差が拡大される懸念がある｡第3に施設と利用者の直接契約の導入にしている点で

ある｡現行の保育制度では､市町村が保育の実施責任を負っている(児童福祉法第24条)

が､認定こども園の導入により､市町村の公的責任が縮小されることが懸念されている｡

また､評定こども園制度の導入は､乳幼児の保育の権利を踏まえたものではなく､設置

の理念や目的が暖昧であると指摘している｡

②　認定こども園の実態

認定こども園は､施設と利用者との直接契約であり､保育料設定も施設の自由設定であ

ることが､現在まで築いてきた公的保育制度の危機であるとの見解があるが､実際に認定

こども園ではどのように運営されているのかをみてみることとする｡事例は東京都内の認

定こども園74園(2012年4月現在)の保育料設定と入所手続きの場所(施設と直接契約

または､市町村の役所)を3つの類型別58にみると次のようになった｡

幼保連携型施設12園のうち､公立が運営している6施設については､入所受付､入所基

準､保育料ともに､該当する市区町村の認可保育所と同じ59であった｡私立は､ 6施設中､

2施設の入所受付が施設となり､入所基準は､2施設のみ施設となるが､保育料については､

. 5施設が該当する市区町村の認可保育所の保育料とおなじであった. (表3-10参照)

57伊藤良高(2011) 『保育制度改革と保育施設経営』風間書房､ p.2090

58ここでは､幼保連携型と保育所型と地方裁量型をとりあげた｡幼稚園型については､も

ともと幼稚園施設であったため､入所や保育料､基準については､施設側で行うものであ

るため､ここではあえて､とりあげなかった｡
59市区町村で決められている､所得階層ごとの保育料である｡
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表3･10　東京都認定こども園(幼保連携型)の手続きや保育料について

番号 倡ｹﾘﾝﾙ&施設名 ﾙ'X受付 ﾈｮ顏保育料 仞iZ｢�����������

I hｾb新宿区立四谷子ども園 hｾb区役所 b0-3歳児は同じ.4.5歳児については.金額がす べての階層で異なるが､階層により.保育料が高 い場合もあるが.低い場合もある○最高保育料 は.保育所が26.ー00円に対し.こども園は23.400 円と1.500円安い.D9-D21階層については.保育 所20,ー00円.こども園18.000円と2,tOO円安い. 忠D驃竰����������

2 剞V宿区立あいじつ子ども園 hｾb���

3 剞V宿区立西新宿子ども園 hｾb���

4 I8ﾈｾb石浜橋場こども園 I8ﾈｾb区役所 b区立認可保育所と同じ 忠D驃竰��������

5 俔ﾙ8ﾈｾbしののめYMCAこども園 乂xﾕｩdﾉ8ﾈｹ番4ｧx直接契約 倡ｹﾒ区立保育所と同じ 忠D驃竰����������

6 )69$ｨｾb青葉学園 乂xﾕｩd?ﾈｪ(ｧr区役所 b区立認可保育所と同じ､但し保育料は毎月置 忠¥������������
野沢こども園 剞ﾚ当園に預金口座振替で納付  ��

7 刮H根木こども園 乂xﾕｩdﾈﾙMXｧr刹譌ｧ認可保育所と同じ ������

8 inﾈｾbやよいこども園 乂xﾕｩdﾈﾙMXｧr区役所 b区立認可保育所と同じ 忠¥���������������

9 ｹzxｾb足立区立元宿こども園 ｹzxｾb区役所または.施設 b区立認可保育所と同じ 忠¥�����������

10 剔ｫ立区立鹿浜こども園 ｹzxｾb区役所または.施設 b区立認可保育所と同じ �����

1ー ﾈｷizH東久留米こども園 乂xﾕｩdﾈ抦ｾ撮ｧx施設 僖8ﾔi&i9Gｩ{b施設 忠D驃竰���������������

ー2 ﾙhおだ認定こども園 乂xﾕｩdﾉI68ｧr市役所 倡9*ﾉｨ,傀+b市の認可保育所と同じ 忠D驃竰��������������

(出所)筆者作成｡

保育所型については､ 9施設のうち公設公営の5施設の受付けは区役所､基準も同じ､保

育料についても市区町村の認可保育所とほとんど同じ60であった.公設民営のこども園につ

いても同様であるが､延長保育料のみ施設設定となっていた｡社会福祉法人と株式会社の

施設についても､受付61､入所基準､保育料ともに市区町村の認可保育園と同じであった｡

(表3･11参照)

次に､地方裁量型の施設をみると､ 10施設すべての入所受付が施設となっており､保育

料も施設決定の応益負担であることが共通点である｡入所基準については､特にない施設

が7施設､保育に欠けるが1施設､月に160時間利用者を対象とする施設が2つであった｡

(表3･12参照)

以上3つの施設類型をみると､幼保連携型は､江東区のしののめYMCAこども園を除い

て受付､入所基準､保育料ともに従来の認可保育所と同じ(役所受付､入所基準従来通り､

保育料も従来の所得階層ごとの応能負担であり､従来の認可保育所と同じ金額)であるこ

とがわかった.保育所型についても同様に､こども園の評定を受ける前に保育所を運営し

-ていた関係上､従来の認可保育所の手続き､保育料と同様であった｡しかし､地方裁量型

60但し､新宿区の認定こども園(柏木子ども園､おちごなかいこども園)については､表

3･10にあるように､保育料はほとんど同じであるが､一部金額が異なる所得階層もあった｡
飢株式会社設置の施設については､入所確定後､直接契約の書類を保護者とかわすことに

なっている｡
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については､認定こども園特有の施設での直接契約と施設の保育料設定(応益負担)が行

われていることがわかった｡

表3･1ト東京都静定こども園(保育所型)の手続きや保育料について

番号 倡ｹ�ﾘ�ﾝﾙ&��施設名 ��ﾙ'X�"�受付 �?ﾈ�ｮ顏��保育料 

1 hｾb新宿区立柏木子ども園 hｾb区役所 b0-3歳児は同じ.4.5歳児につ いては､金額がすべての階層で 異なるが.階層により､保育料 が高い場合もあるが､低い場合 もある○最高保育料は､保育所 が26.10D円に対し.こども園は 23,400円と一.500円安いOD9- D21階層については.保育所 20.100円.こども園相.000円と 2.100円安い. ���������

2 剞V宿区立おちごなかいこども園 hｾb���

3 I8ﾈｾbことぶきこども園 I8ﾈｾb阮8益ﾃｩ<.碓y葵馘ﾈ支,II8ﾂ区役所 b区立保育所と同様､延長保育 のみ施設設定 ������������������

4 儼ﾈｾb認定こども園品川区立-本橋保育園 儼ﾈｾb区役所 b区立保育所と同様 �������

5 剩F定こども園品川区立旗の台保育園 

6 剩F定こども園品川区立五反田保育園 

7 刳w研こども園 乘H檍ｧxﾊH5(5(7H4926ﾘ5H8｢ﾒ区役所入国後に､直接 契約の書類をかわす ������

8 偬$ｨｾb西原りとるぽんふきんず 倆檠Y9dﾉHﾘ橙区役所 b区立保育所と同様 ������������

9 ｹzxｾb足立区立おおやたこども園 ｹzxｾb区役所か施設 b区立保育所と同様 �������

(出所)筆者作成｡

表3･12　東京都認定こども園(地方裁量所型)の手続きや保育料について

番号 倡ｹ�ﾘ�ﾝﾙ&��施設名 ��ﾙ'X�"�受付 �?ﾈ�ｮ顏��保育料 

ー h匣ｾb小学館アカデミー勝どき こども園 乘H檍抦ｧxｭ偖x7h8ﾘ5h8x92施設 R応益負担 �������������

2 俔ﾙ8ﾈｾb認定こども国 文化教養学園 傅ﾉ68偉)ﾂ施設 R応益負担 ��������

3 俔ﾙ8ﾈｾbグレース認定こども園 冲ﾈﾌ檍ﾘ5H7ﾈｸ6r施設 佇ｳc鳧ｭIy駅/ｲ応益負担 ��������������

4 ��)69$ｨｾb�昭和ナースリー �<�.碓��9y葵�:馘��ﾂ����ｩ���施設 佇�,��ｳc�鳧ｭIy駅��(/����ｲ�応益負担 

5 俎)ﾈｾbワタナペ学園 僥y]9Wﾗ2偉)ﾂ施設 R応益負担 ���������

6 俑ｨｻHｾbコスモメイト 成増保育園 乘H檍5(5(8486r5h5X8施設 兢ｸ支,佇x*応益負担 �����������

7 ｹzxｾb六町駅前保育園 乘H檍.ｸ*ﾒ施設 R応益負担 ��������

8 )G韈2青梅エンゼル保育園 冲ﾈﾌ檍ﾙh4x985ｲ8ｲ施設 R応益負担 �����������

9 兀��h�2�牛浜こども園 俚):�揺��偉)�ﾂ��施設 �,�+R�応益負担 

ー0 ���ｨ�2�あすなろ 乘H�檍��-ﾘ.x*"�施設 �,�+R�応益負担 

(出所)筆者作成｡
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以上3つの施設類型をみると､幼保連携型は､江東区のしののめYMCAこども園を除い

て受付､入所基準､保育料ともに従来の認可保育所と同じ(役所受付､入所基準従来通り､

保育料も従来の所得階層ごとの応能負担であり､従来の認可保育所と同じ金額)であるこ

とがわかった｡保育所型についても同様に､こども園の認定を受ける前に保育所を運営し

ていた関係上､従来の許可保育所の手続き､保育料と同様であった｡しかし､地方裁量型

については､評定こども園特有の施設での直接契約と施設の保育料設定(応益負担)が行

われていることがわかった｡

つまり､幼保連携型や保育所型にみられる既存の施設から認定こども園となった施設につ

いては､許可保育所制度の枠組みがそのまま維持されているといえる｡しかし､地方裁量

型については､保育所の機能の部分が､認可保育所ではないため､認定こども園制度の枠

組みである施設との直接契約と､施設の保育料設定が行われているのである｡

したがって､認定こども園制度の直接契約と施設の保育料設定が行われているのは､実際

のところ､新規に参入してくる民間施設と､地方裁量型であるといえる｡
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第5節　小括

本章では､幼保一体化施設の運営実態を4つの時期区分にわけ､ ①1960年代後半～1970

年代前半の幼保一体化施設の試行､ ②1990年代共用化の時代､ ③2000年代構造改革特区､

④2006年以降評定こども園にわけた｡幼保一体化施設については､ 19990年共用化の時代

を経て､ 2000年代構造改革特区により大きな改革が行われ､新たな展開をむかえている｡

幼保一体化施設は､ ①の区分の時期から数は少ないが開所されている所もあり､ ③の時期

区分以降の幼保一体化施設の運営に大きな影響を与えている｡

①の時期区分の多聞台方式(兵庫県神戸市垂水区)は幼稚園と保育所が同じ敷地内にあ

ったため､幼保一体運営となった｡幼保一体化施設として運営してからは､幼稚園教諭と

保育士の連携不足や連絡ミス､さらに幼稚園教育が保育よりも優位であるという長年培わ

れてきた考え方､両者の話し合いがもたれない点､役所の十分な説明不足の点が大きな理

由となり､保護者や神戸市教職員組合民生支部､日教組幼児教育振興対策委員会､神戸私

立保育園園長会等を巻き込み､神戸市の保育業界の厳しい批判を受け､ 4年で廃止に至った｡

多聞台の経験は後世-の課題を投げかけたものであった｡

北須磨保育センター(兵庫県神戸市北須磨区)については､ ｢保育一元化｣の理念より開

所された社会法人の施設で､現在も運営されている点で継続性があり､かつ運営方法に定

評がある｡ ｢保育一元化｣理念は､子どもの教育･保育の平等と女性の労働の権利を守り､

幼稚園教諭と保育土の平等と研修権の確保である｡この3つの理念が現在も運営されてい

る秘訣であり､現在の都市部の幼保一体化施設の課題であることはいうまでもない｡した

がって､ ③構造改革特区による幼保一体化施設の開所にあたり､さまざまな施設の先行事

例として､多くの施設のモデルとなっている｡

あまだのみや幼児園(大阪府交野市)は､ 1972年公立で初めて開所された幼保一体化施

設(合築)であり､交野市では公立幼稚園と公立保育所は全て幼保一体化施設である｡開

所当時は､大阪府の要請で､施設を幼稚園と保育所部分に防火壁で区切り､庭も塀で区切

る等をすることで開所が静められた｡現在では､区切りはないが､現在の幼保一体化施設

/においても､幼稚園部分と保育所部分の施設は別々の基準であり､塀こそないが､あまだ

のみや幼児園開所当時と､変わりはない｡北須磨保育センターを手本とし､運営されてい

るため､職員は､幼稚園教諭と保育士の両方の免許を持っており､待遇も同じのため､勤

務時間も同じであり､研修等にも積極的に参加しているケースである｡
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②1990年代共用化の時代は､少子化が進み､幼稚園の休園と廃園､充足率低下が進む中

で行われた｡共用化は､隣接している施設､もしくは道路を隔てた施設同士で行われた｡

第4章の事例に挙げる､和歌山県白浜町では､道路を隔てた白浜幼稚園と白浜保育所でも

共用化が行われ､後の構造改革特区で行う幼保一体化施設開所-の足掛かりとなったこと

はいうまでもない｡このように各地で､条件の見合った62場所で､共用化が進められていっ

たのである｡

③2000年代構造改革特区は､小泉政権下で行われた構造改革であり､幼稚園と保育所に

ついては､ ｢幼保一元化｣が推進され､地方から要望の多かったものについて､特区申請を

行い運営が許可されるものであった｡ ｢幼保一元化｣関連の特区事例は､ ①幼稚園における

幼稚園児及び保育所児の合同活動､ ②幼稚園と保育所の保育室の共用､ ③保育事務の教育

委員会-の委任､ ④三歳児未満児の幼稚園入園の容認､ ⑤保育所における私的契約児の弾

力的な受け入れの容認､ ⑥幼稚園の基準面積算定方法の弾力化､ ⑦公立保育所における給

食の外部搬入の容許があげられ､ ⑦以外は2005年から2006年度までに全国展開された｡

⑦については､ 2010年度以降全国展開されたが､幼保一連化関連と言いながらも給食の外

部委託が推進されたことは､多くの自治体の関心事であり､効率化につながるものであっ

たが､保育業界からの批判は大きかった｡このように構造改革特区により､地域のニーズ

に応じた運営方法が模索され､幼保一体化施設の運営が可能となったが､省庁の縦割りに

よる弊害や2つの制度には変更がなかったため､自治体と保育現場との工夫が多く求めら

れたものであったともいえる｡

④2006年以降認定こども園は､ ③の構造改革特区の後に､第3の施設63として厚生労働

省と文部科学省の両者がたちあげ､幼保連携推進室が主管となっている｡評定こども園は4

つの形態があり､幼保連携型､幼稚園型､保育所型､地方裁量型にわけられており､都道

府県が決めた基準により､都道府県が評定を行う｡ ③であげた構造改革特区申請した幼保

一体化施設の中で認定こども園制度を申請しているものは少ない｡その理由は既に幼稚園

と保育所の認可はとれ､運営を行っており､認定こども園にしても財政的メリットがない

点64､申請の事務処理が複雑等であることが理由としてあげられている｡認定こども園制度

･)は､直接契約方式で施設と利用者との関係で入所が決められ､保育料についても施設が決

62同じ敷地内に保育所と幼稚園がある場合や､道路を隔てた場所に幼稚園と保育所がある

場合等､両者の立地場所による｡
63保育所でも幼稚園でもない施設をさす0

64幼保連携推進室(2008) 『認定こども園に係るアンケート調査の結果について』｡
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めることができる点が従来の幼保一体化施設と異なり､このような保育制度改革が進めら

れることにより､公的保育制度の崩壊を危倶する声も多い｡

実際に認定こども園が､直接契約､保育料設定を行っているかを東京都内の認定こども

園で施設の類型別(幼保連携型､保育所型､地方裁量型)に調べた結果､幼保連携型と保

育所型はほとんどが現行の保育制度のままであったが､地方裁量型については､全て直接

契約､施設の保育料設定であった｡つまり､既存の保育所から認定こども園になった場合

は､現行の保育制度をそのまま受け継いでいる場合が多いが､地方裁量型はすべて羅定こ

ども園制度の直接契約､施設の保育料設定が行われていた｡したがって､認定こども園制

度特有の直接契約と保育料設定は､地方裁量型と新規の民間認定こども園で行われる｡

以上のように幼保一体化施設は1960年以降から運営されているが､ 2000年代の共用化

の時代を経て､急速に政策の重要事項として位置づけられるようになった｡特に構造改革

特区では､地域のニーズに対応したものであったが､その反面､公立保育所の給食の外部

委託を急増させる結果となった｡ 2006年評定こども園制度ができてからは､さらに幼保一

体化施設が混在し､さまざまな形態が出き､保育所の児童福祉法と幼稚園の学校教育法と

の対応や運営､保育料､両者の資格に係る課題が大きくクローズアップされるに至った｡

昨今の社会保障と税の一体改革のメインとして幼保一体化施設が位置づけられるように

なった.しかし､この一体化は､先行事例のような理念型の幼保一体化施設ではなく､効

率化と既存の施設の再編であり､社会保障と税の一体改革のカモフラージュとして大きく

クローズアップされてきた懸念がある｡

先行事例として時期区分①の多聞台の失敗､北須磨保育センターの理念と運営､あまだ

のみや幼児園の開所と運営については､多くの成功事例と失敗事例等､乳幼児の教育･保

育のための課題､現在に繋がる課題が盛り込まれていた｡

また認定こども園は､ 2010年過疎億の対象事業65となり､急速に進んでいる少子化によ

る幼稚園と保育所の統廃合の際に認定こども園を開所しようとする動きを加速させるよう､

政策誘導している｡今後過疎地による認定こども園の開所については､増加するか今後､

注目すべき点である｡

65 10年過疎地域自立促進のための地方債(法第12条) (過疎対策事業債)として対象施設

に､評定こども園65が追加されることとなった｡国の補助のかさ上げとして､過疎地に対

する公立保育所の施設設備については､通常1/2を5.5/10､公立以外の保育所については

1/2を2/3にかさ上げし､次世代育成支援対策施設整備交付金で補助していた(法第10 ･ ll

条)｡
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第4章　過疎地と都市部における幼保一体化施設の課題

幼保一体化施設が､構造改革特区以降増加しているが､幼保一体化施設が進む背景とし

ては､第3章であげた1960年代後半から1970年代前半にかけて開所された､ ｢地域のこ

どもに同じ教育･保育を提供するという理念の幼保一体化｣とは異なり､少子化の急速な

進展により､幼稚園と保育所の統廃合が進められている｡この統廃合には､過疎地と都市

部でその運用や目的が異なっている｡過疎地では､急速な少子の影響で､既存の保育所や

幼稚園の園児数が減少､既存の施設の存続や充足率の低下により､集団遊びが困難になる

等の事態が起こり､建物の老朽化等の時期にあわせて幼稚園と保育所を一体的に行う幼保

一体化施設が開所されている｡都市部では､女性の就労率の増加により､幼稚園の充足率

の低下と保育所不足による待機児童問題があり､既存の幼稚園の施設を利用して保育所の

機能を追加する幼保一体化施設が開所され､待機児童対策としての幼保一体化施設が開所

されている｡

そこで本章では過疎地と都市部の自治体の事例を取り上げ､幼保一体化施設の運用や特

徴､課題を検討することとする｡後述する自治体の事例をとりあげた理由は､次の2点の

理由によるためである｡ ①国全体の動きも重要であるが､実際に自治体が行っているミク

ロのケースをみることが今後の地域の現状と動向を考える上では非常に重要な視点となる､

②自治体の決算資料をあたりヒアリング等により､数字の情報だけでは得られない､詳細

な情報を得た上で､財政状況を分析することは今後の幼保一体化施設の運営において有益

な情報を提供する｡したがって､各自治体の決算や事業別計算書等を分析することとする｡

そこで､本章では過疎地と都市部が保育所と幼稚園を一体化した施設の事例をみること

により､過疎地と都市部の抱えている問題と幼保一体化施設の在り方について傾向を捉え､

今後の幼保一体化施設の課題をみつけることとする｡

幼保一体化施設の事例については､森田(2000) 1など運営内容やヒアリングにおける

研究がされているが､幼保一体化施設の財政分析は行われていない｡今後､幼保一体化を

分析するに当たり､幼保一体化施設の縦割りの財政状況や幼保一体化施設となる前後の比

較や効果等を検討し､現地の役所担当者や園長と話をし､課題や方向性を明らかにするこ

とが重要となる｡過疎地の幼保一体化施設の研究では､拙稿(2010)2 ､幼保一体化施設前後

1森田明美(2000) 『幼稚園が変わる保育所が変わる』明石書店｡

2手塚崇子(2010) ｢過疎地における幼保一体化施設の財政分析一和歌山県白浜町幼保一元
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の比較は拙稿(2010) 3があるが今回はそれを含めた幼保一体化施設の運営と財政分析を

することとする｡

化施設白浜幼児園を事例として｣日本保育学会『保育学研究』第48巻第2号､ pp.119･130｡
3手塚崇子(2010) ｢旧公立幼稚園と幼保一体化施設の財政比較一群馬県六合村｢六合こど

も園｣を事例として｣日本乳幼児教育学会『乳幼児教育学研究』第19号､ pp.121･132｡
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第1節　過疎地の幼保一体化施設

( 1 )過疎地が幼保一体化施設を運営する目的

①過疎地と保育所

過疎地が幼保一体化施設を開所する目的としては､既存の幼稚園の充足率が低下し､集

団で保育が難しくなる場合と既存の施設の老朽化に伴う建て替えの際に考えられることも

多い｡また､過疎地では少子化が深刻な状況であり､幼稚園では人数が少数のため､充足

率が低く､集団で行うものができない状況や､異年齢交流ができない等の事情も影響して

いる｡

過疎地は､都市部と異なり私立幼稚園や私立保育所がないケースも多く､自治体の運営

が唯一の就学前教育･保育であることも多いため､公的部門の役割は非常に大きいo　しか

し､近年の少子化と地方財政の悪化に伴い､過疎地でも既存の公立幼稚園と公立保育所の

在り方が問われている｡地域によっては､幼稚園もしくは保育所のどちらかしか設置され

ていない自治体もあるため､女性の就労による乳幼児の保育需要が増加する一方で､既存

の幼児教育の存続を求める声も多い｡したがって､今後過疎地が就学前教育･保育をどの

ように提供するかは､大きな問題であり､若者世代を呼び込み､または流出を防ぐために

も必要である｡

過疎地域が全国に占める割合をみると､図4･1ようになり､市町村数1,728市町村のうち､

過疎地域が776市町村(44.9%)､非過疎地域が952市町村(55.1%)､人口1億2,777万

人のうち過疎医域の人口は1,124万人(8.8%)､非過疎地域の人口は､ 1億1,653万人(91.2%)､

面積は全国377,915k m2の内､過疎地域は216,477k m2(5L7.3%)､非過疎地域は161,438k m2

(42.7%)である｡

次に過疎地の幼稚園の施設充足率をみると､表4･2のようになり､ 1980年では､幼稚園

の定員に対する幼児の人口割合は､過疎地97.7%､全国84.4%であったが､ 1990年では､

過疎地127.7%､全国108.3%､ 2005年では過疎地162.4%､全国121.4%となり､ 1990年

以降100%を越え､ 2005年位は162.4%と過剰になっている｡つまり過疎地の幼稚園の充足

率が低下し､平均して37.6%程度にまで落ちていることがわかる｡幼稚園は充足率が低下

しているが､それは単なる少子化のためなのか､もしくは保育所需要の増加の影響はわか

らない｡
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図　4-1過疎地域が全国に占める割合

※1市町村数は平成22年4月1日現在｡過疎地域の市町村数は過疎関係市町村数による｡

人口及び面積は平成17年国勢調査による｡

※2　東京都特別区は1団体とみなす｡

(出所)総務省自治行政局過疎対策室(2010) 『平成21年度版過疎対策の現況について』､

p.20

次に幼児教育経験者数比率(表4･1)をみると､ 1970年過疎地での幼稚園就園率18.3%､

保育所在籍率39.1%に対し､全国は幼稚園就園率53.8%､保育所在籍率22.4%であり､全

国に比べ過疎地の就園率は非常に低い｡その反面､保育所在籍率は過疎地の方が高くなっ

ている｡幼児教育経験者比率をみると､過疎地57.45%､全国76.1%と全国の方が18.47ポ

イント経験者比率が高い｡

1985年になると幼児教育経験者比率は､過疎地92.9%､全国96.7%となり､過疎地も全

国並みに幼児教育経験者比率は増加し､9割以上の子どもが幼児教育経験を経験するように

なったといえる｡幼児教育経験内容の内訳をみると､過疎地は保育所在籍率が5割強､幼

稚園就園率は3割にとどまっている状態である｡全国では､保育所が1970年の2倍となる

が､幼稚園就園率が6割以上となっている｡

2009年になると過疎地の保育所在籍率61.0%､幼稚園就園率36.1%､全国の保育所在籍

率38.8%､幼稚園就園率57.7%であり､過疎地は保育所在籍率､全国は幼稚園就園率が高

いことがわかる｡幼児教育経験者は過疎地97.1%､全国96.5%となり､幼児教育経験者と

しての目標は達成している｡しかし､幼児教育の施設が住民のニーズに合っているものか
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は別の話であり､女性の就労率の増加による保育需要の高い都市部では保育所が不足する

事態がおこり､過疎地域では､幼稚園の充足率の低下という問題が発生する｡

表4･1幼児教育体験者数比率

S45 劔S55 僣2 僣7 僣14 僣21 

過疎 劔�8ﾙ��過疎 ��8ﾙ��過疎 ��8ﾙ��過疎 ��8ﾙ��過疎 ��8ﾙ��過疎 ��8ﾙ��

幼児教育経験数 7.4 都bﾃ87.6 涛95.0 涛R綯95.5 涛R98.3 涛b縒95.1 涛b縒����������

幼稚園就園率 づ253,8 R紕64.4 B纈64 B62.8 B纈59.9 "56.4 ��������������

保育所在籍率 偵22.4 鉄"26.8 田31,5 田32.2 田2紕36.8 田"纈40.3 �������������

※1全国は文部科学書『学校基本調査』及び『社会福祉施設調査』による｡

※2　過疎地域は総務省調べ｡

(出所)総務省自治行政局過疎対策室(2010) 『平成21年度版過疎対策の現況について

(概要版)､ p,100

地域により､幼稚園と保育所の設置数やその配分に違いがありため､幼稚園しかない自

治体では､現在の保育需要を鑑み､既存の幼稚園の機能と保育所の機能をもった幼保一体

化施設の開所が近年行われている所もある｡都市部のように民間施設がない過疎地の場合

は､保育所開所を考えることは､公的部門としての役目のひとつであるともいえる｡

②過疎地における過疎地域対策法の役割

過疎地域対策法は､ ､生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域につ

いて､行われている､総合的かつ計画的な対策を実施するために必要な特別措置である｡

( i )過疎地域対策緊急措置法

1970年に議員立法により10年間の時限立法として過疎地域対策緊急措置法が制定さ

れた｡過疎地は年率2%を超える人口減少が続く中で､人口の急激な減少により地域社会

の基盤が変動し､生活水準及び生産機能の維持が困難となった｡

緊急に生活環境､産業基盤等の整備に関する総合的かつ計画的な対策を実施するため

に必要な特別措置を講じ､人口の過度の減少を防止し､地域社会の基盤を強化し､住民

福祉の向上と地域格差の是正に寄与することが目的とさている｡ 10年間で898か所の保

育所が整備され､ベビーブームや保育需要に対応した｡
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(註)過疎地域振興法

1980年に制定され､目的は住民福祉の向上､雇用の増大及び地域格差の是正に寄与する

ことであり､過疎地域振興特別措置法が制定された｡振興法10年間で保育所は551か所整

備された｡

)

lG

(iii)過疎地域活性化特別措置法

過疎地地域活性化特別措置法は､過去の著しい人口減少に起因して若者が少なく高齢者

が多いという人口の年齢構成の偏りの問題を合わせて､地域の活力が低下していることを

過疎問題と捉えた｡目的は､将来に向かい活性化するための対策を講じ､住民福祉の向上､

雇用の増大及び地域格差の是正に寄与することであった｡ 10年間で704か所の保育所が整

備された｡

(iv)過疎地域自立促進特別措置

2000年4月1日､ 2009年度までの10年間の時限立法として､新たに施行された｡その

後2022年度まで延長されることが決まった｡ 4従来からの目的に加え､過疎地域が､豊か

な自然環境に恵まれた21世紀にふさわしい生活空間としての役割を果たすとともに､地域

産業と地域文化の振興等による個性豊かで自立的な地域社会を構築すると捉えた｡目的は､

我が国が全体として多様で変化に富んだ､美しく風格ある国土となっていくことに寄与す

ることである｡ 8年間で682か所の保育所を整備しているが､過疎地域緊急措置法や過疎地

域活性化法の時期とは異なり､箇所数は年々減少している｡

その後､ 2010年3月に失効する過疎地域からの要望により､ 6年延長して2015年度となっ

た｡その後東日本大震災の発生により過疎対策事業の遅延が想定される地域からの延長を

求める声により､ 2015年度の有効期限を2020年度に延長された｡

過疎法における保育所の扱いは､自立促進法は､ ｢過疎地域の自立促進を図り､もって､

住民福祉の向上､雇用の増大､地域格差の是正及び美しく風格ある国土の形成に寄与する

こと(第1条)｣を目的とするものとしており､分野は下記の4つの分野5となっている｡過

ナ　疎対策は､財政､行政､金融､税制上の施策にわたり､過疎法による施策における財政上

4東日本大震災の発生により､過疎対策事業の遅延が想定される｡各地域から延長を求める

声が多くあげられ､ 2015年度の有効期限を5年延長し､ 2022年3月31日迄とした｡
5①産業の振興②交通通信体系の整備③情報化並びに地域間交流の促進④高齢者等の保健及

び福祉の向上及び増進等､幅広い範囲に及んでいる｡
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の措置として､保育所は過疎法第10条･第11条として国の負担又は補助の割合の特例に

あげられている｡過疎対策の具体的施策として､高齢者等の保健及び福祉の向上普及及び

増進として-き地保育所の推進もあげられ､保育所の特別措置の状況(実績)は表4･2であ

る｡

表4･2　保育所の特別措置の状況

年度 �8��B�事業費 俛�ﾌ竸(�ｾ��特例により引き上げら れた国庫補助金 

(緊急措置法) 8千円 x冷千円  ����

1970-1979年度 塔唐24,9.80,553 bﾃcCづcs4,027,685 ���

(振興法) 1980-1989年度 鉄S26,842,922 bﾃャBﾃ#33,462,784 �����

(活性化法) 1990年度 鼎b2,29.0.,202 ﾃ#S津c114,510 �����

1991年度 鉄R2,79.1,916 ﾃS3RﾃSSB139.,596 ���

1992年度 鼎2,16.1,449 ﾃモﾃs途108,072 ����

19.93年度 田b3,185,424 ﾃsッﾃccB193,952 ���

19.94年度 鉄"2,872,327 ﾃSﾃ#155,0.54 �����

19.95年度 涛24,644,996 ﾃSSBﾃsC232,250 ���

19.96年度 鼎2,671,798 ﾃS3ﾃ鼎B195,045 ����

1997年度 鉄3,426,438 ﾃ2ﾃゴB290,635 ������

1998年度 Cr5,846,195 ﾃ#RﾃCr292,310 ������

1999年度 涛r4,525,876 ﾃCヲﾃ#3"226,29.4 ���

小計 都B34,416,621 津Sbﾃ#1,947,718 ������

(自立促進法) 2000年度 涛5,406,153 ﾃ都2ﾃ3ィ270,30.8 ���

200.1年度 7,445,615 釘ﾃ迭ﾃモ372,281 �������

2002年度 s7,855,033 釘ﾃ3#ﾃ#c392,752 ����

20.03年度 24,319,243 ﾃSs2ﾃSB227,451 ������

20.04年度 鉄4,998,806 ﾃゅbﾃCB253,339. �����

2005年度 8,858,6.08 ﾃ縱Bﾃcモ95,257 ������

2006年度 "733,458 sづs21,635 ������

小計 田34,616,916 づ#ﾃc澱1,633,023 ������

合計 ﾃゅ2絣120,857,012 都ﾃ停ﾃc3Bll,071,210. �����

(出所)過疎対策研究会編(2008) 『過疎対策データブック』､ p.1770

保育所は過疎法により整備される施設であり､保育所に対する国の負担又は補助の割合

の特例(法第10条)として厚生労働省より財政措置が講じられている｡内容としては､過

疎地域における生活環境施設の整備の一環として､児童福祉施設のうち保育所の整備の新

設､修理､改造､拡張又は整備に対して､通常の国の負担割合は1/2であるが､過疎地域市
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')

町村については5.5/10としている(社会福祉施設等整備及び社会福祉施設等設備整備国庫

負担金(補助金)｡ただし､国又は地方公共団体以外のものが設置する保育所に係るものは

2/3としている｡

三位一体改革に伴う過疎地域補助金の取り扱いについては､三位一体改革後かさ上げ措

置のある補助金が交付金化された場合は､補助金を参酌し､当該交付金の額を算定する措

置がとられている｡廃止された場合には､施設設備事業(一般財源化分)で対応すること

とされたo施設設備事業(一般財源分)は､従来の補助金相当部分(補助率がかさ上げ部

分を含む)について地方債を充当し､当該地方債の元利償還金について後年度その100%と

普通交付税の基準財政需要が国参入するものとなった｡ (表4･3､表4･4)

表4･3　過疎法10条及び予算補助

事業名 凾ｩさ上げ率 俥呵8ｻR���

保育所の新 設等 佰izr1/2-5.5/10 僭鉅耳郢ﾙ餔X馼ｼbｩLｨﾞﾋｲY陌鵐吋h.�������������

その他 ﾓ){R現行どおり(次世代育成支援対策施設整備交付金)H17年度より ���

※一般の補助率は1/2であるが､過疎法による補助率は5.5/10

(出所)過疎対策研究会編(2008) 『過疎対策データブック』､ p.1960

表4-4　施設整備事業(一般財源化)の仕組み

(現行)

国庫補助金1/3 88+YIZ｢過疎対策事業債 ������

(新たな措置)

特別の地方債(従来の補助金相当部 鞜H馼ｼhﾜ"�����

分)交付税措置(100%) 

(出所)過疎対策研究会編(2008)前掲資料､ p.1960
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過疎地の事例としては､群馬県六合村6と和歌山県白浜町､福島県鮫川村の3･つをとりあ

げることとする｡

群馬県六合村は､公立幼稚園3園しかなかった自治体が､施設の老朽化と少子化､住民

の保育需要を考え､乳幼児を受け入れる保育所の機能を追加し､構造改革特区を利用して

幼保一体化施設｢六合こども園｣を新設した事例である.

和歌山県白浜町白浜幼児園は､道を1本隔てた場所にある幼稚園と保育所の共用化を行

い総合モデル事業となり､構造改革特区により､幼保一体化施設を開所した事例である｡

福島県鮫川村は､山脈丘陵が連なる自治体で､公立保育園2園と公立幼稚園1園を運営

していた自治体がある｡現場の保育者の声と行政改革により､廃校になった小学校を改修

し､地方再生計画で幼保一体化施設を開設した｢さめがわこどもセンター｣が事例である｡

この3つを選んだ理由は､住民のアンケートと保育の現場からの発信であった点と新規

に保育所を作った点(六合村)と既存の施設を改修して幼保一体化施設を開所した点､幼

稚園と保育所別々の決算報告書が作成され､縦害rJりの財政が浮き彫りになる点であるo

(2)群馬県六合村六合こども園を事例として

一旧公立幼稚園と六合こども園の財政比較

公立幼稚園が2園しかない自治体が､少子化と建物の老朽化により､公立幼稚園2園の

統廃合を検討し､幼稚園2園もしくは保育園1園の設置を考えた｡住民との話し合いを通

じて検討を重ねた結果､特区を利用し幼保一体化施設(六合こども園)を開設した群馬県

六合村を取り上げることとする｡

六合村は､公立幼稚園2園があったが､少子化と既存の幼稚園の老朽化に伴い以前から

ニーズのあった乳幼児保育と幼稚園の存続を考えた｡その結果､構造改革を利用して幼保

一体化施設を設置運営した｡自治体が行った住民のニーズ-の対応が財政の効率化とどの

ようになっているかを検討することが重要であり､旧公立幼稚園の財政状況と六合こども

園の財政状況を比較分析することは大きな意味がある｡

①　経緯について

六合こども園は2003年度建設され､ 2004年度に開設されたが､それ以前は日影幼稚園

6平成22年3月28日に､隣町の中之条町と合併し､現在は中之条町である｡

162



(1972年設立)と入山幼稚園(1973年設立)の村立幼稚園2園(4,5歳児)があり､各園

に園長と担任2名が配置されていた｡保育所は無いため､広域委託7をし､近隣自治体の保

育園(草津町の保育園)を利用していた｡

公立幼稚園では､ 4,5歳児を受け入れていたが､少子化の影響により､ 2003年度には各

園で園児数が16名と12名の少数となり､集団とは言い難い人数編成の状況となっていた

のである｡また両幼稚園の老朽化が進み､地域でも民家が点在していたため､子ども同士

の交流が少なく､子どもの社会性が育まれにくいという深刻な問題を抱えていたのである｡

そこで2001年11月より､全村民を対象とした｢幼児教育を考える集い｣を開催し､村の

幼児教育施設について検討を重ねることとなった｡

2001年11月全村民を対象に｢幼児教育を考える集い｣を開催し､アンケート調査等を

行い､住民の意見を調査した｡その後､ 2002年7月村幼児教育検討委員会が設置､既存の

2つの幼稚園を統廃合し､財政的見地からも幼稚園と保育園のどちらかで検討を続けた｡

2002年12月構造改革特別区域法により､幼稚園における幼稚園児､保育所児等の合同活

動が容認されることとなった｡

そして2003年4月に｢幼保一体化特区｣評定をうけ､ 2004年4月に｢六合こども園｣

が開園に至った｡住民との話し合いで､幼保一体化施設の開設を決断したことは､住民の

ニーズに応えた形となった｡この短い期間の中で､特区申請にこぎつけたことについては､

住民との意見のやりとりの充実と早期の決断､特区申請とタイムリーであった点があげら

れる｡

②　｢幼児教育を考える集い｣アンケート結果(六合村2001アンケート結果より)

就学前幼児の保護者76名に対してアンケートを行い､回答者は36名､回答率は47,4%

あった｡

(i)幼稚園､保育園､幼保隣接について

幼･保育園隣接を望むが50.0%､幼稚園を望むが44.4%､保育園を望むが5.6%であった｡

幼稚園と保育園の隣接を望む声が半数であるが､ ｢幼･保育園隣接を望む｣を含めると幼稚

7広域受託保育といい､他の自治体の保育園に空きがある場合､保育を受け入れてくれる制

度である｡こども園ができる前は､六合村に保育園がなかったため､保育所利用希望者は
広域保育制度を利用し､隣町の草津町保育園を利用していた｡
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園希望が99.4%､保育園を望むのは55.6%となり､幼稚園の存続を求める声が強いことが

わかる｡

(ii)幼稚園の場合､その就学年数について

3年保育を望むが72.7%､ 2年保育を望むが15.2%､どちらともいえないが12.1%､ 3年

保育を望む声が7割を越えており､ 3年保育の需要の高さが窺える｡

/)

(近)幼稚園の場合､滞在時間数に対する考えについて

午後3時迄が44.1%､次に現状のまま(午後1時)でよいが26.5%､午後2時迄が14.7%､

午後4時迄が8.8%､午後5時迄が5.9%である｡午後3時が4割以上の希望となり､午後4､

5時となると1割未満と非常に少ない｡

(iv)幼稚園の箇所数に対する考えについて

現状通り2園が59.4% (日影幼稚園では52.4%､入山幼稚園では72.7%)､統合して1園

が37.5%(日影幼稚園では47.6%､入山幼稚園では18.2%)､幼稚園､保育園を各1園が3.1%

である｡現状通り2園が約6割と多いが､そのうち中心部から離れている入山幼稚園では7

割以上が現状通り2園を希望している｡統合して1園については､ 3割強が希望しており､

この場合中心部の幼稚園日影幼稚園が4割強､中心部から離れている入山幼稚園が18.2%

と非常に少ない状況である｡

(Ⅴ)保育所の対象年齢に対する考えについて

0-3歳児が選択肢となっており､61.1%の回答率である｡ 1歳児が50.0%､2歳児が36.4%､

0歳児が9.1%､ 3歳児からが4.5%である｡この質問に対する回答はアンケート回答36名

中､ 22名回答と他の質問の回答数よりも少ないことからも､保育園のみ設置についての希

望が少ないことが窺える｡

　(vi)アンケート結果からいえること

住民は保育園のみの設立は望んでおらず､従来の幼稚園を残し､ 3歳児の受入と幼稚園と

保育園という機能を希望していることがわかる｡さらに預かり時間については､午後4時

までは4割をこえているが､それ以降は少数であり､幼稚園預保育の延長4時間で対応で
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きる保育時間となっている｡しかし､受入年齢1歳児が5割､ 2歳児が3割強となっている

ため､子どもの受入年児については､保育園でないと対応できないことも事実である｡

また､幼稚園の箇所数のアンケートからは､中心地から離れている家庭の場合は､ 2つの

幼稚園を残すことを強く希望している｡保護者にとって､山間地域における交通の便によ

る施設の設置場所が非常に重要であることが窺える｡

また地域の子どもが減少し､子ども同士の遊びが必要であることを踏まえると親の就労

状況に関係なく､村の子どもが同じ教育･保育を受けることができる環境を整えることは

子ども発達においても必要である｡

③　特徴

六合村では六合こども園を設置条例の制定8､村単独条例の制定9､時区の活用10､ 1人の

園長のもとで行われる幼稚園と保育園の一体運営､事務窓口の一本化11､外部給食搬入方式

を採用12の5つの特徴があるとしている｡特区申請と内容については表4-5の通りである｡

表4-5　六合こども園の特区申請

認定日 ｾiMHﾘb内容 ���

H15.4.21 ｾcr幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業 ����

fI15.ll.21 ｾcB保育所における保育所児及び幼稚園児等の合同活動事業 ����

H15.ll.21 ｾcb保育の実施に係る事務の教育委員会-の委任事業 ����

Ⅱ18.3.31 ｾc公立保育園における給食の外部搬入方式の容認事業 �����

(出所)群馬県六合村教育委員会(2008) 『幼保一体化施設｢六合こども園｣』､ pp. 3･4.

④　幼稚園教諭と保育士の待遇について

8両施設を包含する新たな施設として六合こども園を位置づけた｡

9 ｢保育に欠ける｣という保育所要件を緩和し､村単独基準として｢保育を必要とする｣を

加えた｡
10 ｢幼稚園における幼稚園児および保育所児等の合同活動事業｣ (特区807)と｢保育所に

おける保育所児及び幼稚園児等の合同活動事業｣ (特区914)である｡
ll ｢保育の実施に係る事務の教育委員会-の委任事業｣ (特区916)である｡

12 ｢公立保育園における給食の外部搬入方式の容羅事業｣ (特区920･)給食については開所

当初､臨時の調理員1名が園内の調理室で調理を行い､食事を提供していた｡ 2007年度よ

り外部委託となり､村内の学校給食センターで調理されたものが搬入され､園内の調理室

で配膳されている｡ ｢くにっこニコニコ給食特区｣と呼ばれている｡給食の外部委託につい

ては､こども園では､調理室での調理を希望していたが､財政削減の折に､委託となった｡
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一般的に幼稚園教諭は教育職､保育士は一般職(役所の職員と同じ待遇)と別立となっ

ている自治体が多い｡六合村では､幼稚園教諭も保育士も一般職扱いのため待遇も同等で

あり､幼保の連携をスムーズにし､協力体制を強化できる重要な要因である13｡

六合秤では､幼稚園教諭と保育士の採用については､役場職員として採用され､教育委

員会-出向､こども園勤務を命じられるため幼稚園教諭と保育士の区別はない｡しかし幼

保一体化施設は省庁の縦割りが存在するため､形式的に幼稚園と保育園とに職員が配置さ

れる形をとっている14｡六合村の給与水準は､ラスパイレス指数15が95.4であり､群馬県内

36市町村のうち26番目であり､給与水準は高くはない｡

⑤　六合こども園の整備費16について

六合こども園の建物面積は691.74 m2であり､幼稚園分334.86 r武保育園分が356.88 m2

である｡補助対象面積は合計691.74 m2で､基準の面積である.

′)

(i)こども園全体の整備費について

六合村教育委員会(2007)によれば､六合こども園の設備費と財源内訳は､建設工事2

億870万円､外構･遊具工事1,960万円､備品545万円､合計2億3,375万円である｡

財源内訳をみると､学校施設整備費国庫補助金2,280万4,000円(9.76%)､社会福祉施

設整備国庫負担金4,426万4,000円(18.94%) ､社会福祉施設県費負担金2,012万円(8.61%) ､

過疎債17 (社会福祉施設整備) 4,140万円(17.71%)､子どもと木のふれあい推進事業県費

補助18600万円(2.57%)､一般財源9,916万2,000円(42.42%)である｡

13東京都内の幼保一体化施設では､幼稚園教諭と保育士の片方の資格の者もおり､両資格を

有していても採用時の区分により､給与体系と待遇が異なるため､両資格間の連携(勤務
時間や､勤務内容)を阻害している場合も多い｡幼稚園教諭は園長となることができるが､

保育士は福祉職のため管理職につくことができないことも幼保の資格による格差である｡

また幼稚園教諭は､以前都の職員であったことも格差を生んでいる｡
14県等-の報告や予算の関係上､書類上幼稚園教諭､保育園保育土にわけている｡

15国家公務員の平均給与額を100とした場合の指標である. 2009年度の六合村の初任給

は､大卒が17万2,200円､短卒が15万5,700円､高卒が14万4,500円である｡
16六合こども園を開設するために必要な建設費と施設費を整備費用という｡

17過疎地域の市町村は財政が脆弱であり､自立促進のための事業を特に行う必要があるため

特別の地方債の発行が静められ､その発行をもってその財源とすることができる｡ (過疎法

第12条)さらに将来の財政負担を軽減することを目的として､元利償還に要する経費につ
いては､該当元利償還金の70%を地方交付税の基準財政需要額に算入することとしている｡
18県内の木材を使用する目的のための補助であり､社会福祉法人施設と学校法人に対する補

助である｡
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図4･2　整備費と財源内訳

(出所)群馬県六合村教育委員会(2007)『構造改革特区と幼保一体化施設六合こども園』､

p.170

図4･2をみると､社会福祉施設､つまり保育園に対する国庫負担金が18.94%､県負担金

が8.61%であり合計27.55%､社会福祉施設に対するものとして過疎債を含めると約1/2も

占めている｡学校施設整備費国庫補助金､つまり幼稚園に対する補助金は9.76%と1割に

も満たない｡このように六合こども園の整備費は一般財源42.42%､借金17.71%､地方債

は39.87%であり､村の持ち出しは､過疎億を含めると60.13%であり､幼稚園と比較する

と保育園に対する補助が3割と多い｡

(並)保育園分と幼稚園分の設置別整備費用比較(図4･2参照)

保育園については国庫負担金が4,426万4,000円である｡その内訳は､建設費と施設費

にわかれている｡それぞれ､国負担と県負担を計算する仕組みとなり､下記のように計算

されている｡

(建設費について)

60人定員のため保育園本体の費用と低年齢児童のための費用を合算19すると建設費の補

19 60人定員のための保育所本体費用が6,0900万円､低年齢児のための費用が540万円で

ある｡
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助基本額は合計7,440万円となる｡過疎地域のため､補助率は､ 5.5/1020となり､国庫負担

金基本額は7,440万円の5.5/10である4,092万円､県負担金基本額は7,440万円の1/4で

ある1,860万円となる｡

国庫負担金所要額は､ 74,400千円×5.5/10　-40,920千円-A

県費負担金所要額は､ 74,400千円× 1/4　-18,600千円-･B　　となる｡

(施設費について)

60人定員のため初年度整備費と大型遊具費用を合算21すると､補助基本額は合計608万

円となる｡そのうち国庫負担金基本額は､過疎法第10条が適用され､ 608万円の5.5/10で

ある334万4,000円となる｡県費負担金基本額は､608万円の1/4である152万円となる｡

国庫負担金所要額は､ 6,080千円×5.5/10-3,344千円-C

県費負担金所要額は､ 6,080千円× 1/4 -1,520千円-D　　　となる｡

建設費と施設費の国庫負担金と県費負担金を合算すると､国庫負担金は､ A十C-4,426万

4,000円､県費負担金は､B十D-2,012万円となる｡それを図に示したものが図4･3となる｡

整備費では保育園に対し､厚生労働省より国･県負担金の両方が交付され､両者合計し

て6,438万4,000円の補助を受けている｡しかし幼稚園は文部科学省より国負担金のみ

2,280万4,000円補助されているにすぎない｡

保育園と幼稚園の補助対象面積は､ 356.88 m2 (51.59%)と334.86 m2 (48.41%)であり､

保育園の方が22.02 m2大きいだけである.建物整備に対する補助としては､保育園の補助

は全体の27.54%となり､幼稚園は全体の9.76 %にすぎない点でも両者の違いは明らかに大

きい｡

次に自治体の負担分を自治体法定負担分と自治体超過分にわけてみると､自治体法定負

担分については､保育園分は過疎法による国庫負担が5.5/10と県負担1/4をひいた1伯と

なり1,609万6,000円となる｡幼稚園分については､国負担分は1/3となるため自治体負担

分は2侶となり､国負担分の2倍の4,560万8,000円となり､自治体法定負担分は合計6,170

20建設費の国庫負担要額については､過疎法による施策である財政上の特別措置が適用され

(第10条)､公立保育所の新設の場合は､通常1/2の補助率がかさ上げされ､ 5.5/10とな

る｡但し､この過疎法10条に関しては､ 2006年度より廃止され､施設整備事業として

一般財源化されているため､地方交付税の基準財政需要額に100%算入されることとなった｡

21 60人定員のための初年度整備費が258万円､大型遊具が350万円である｡
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万4,000円となる｡

図4･3　六合こども園の保育園と幼稚園

保育園356.88mJ　　　　幼稚園334.86m2

総面積
691.74

m4(補助

対象面
檀)

一一■■■■■■_▲一一一■ー 

国負担分(5.5/10) 劔劍ﾙX9Z｢ﾃ2#"繝Ix冷��������

44,264千円 

県負担分(1′4) 劔剪�

20,120千円 

補助金6.000千円 

:=.:i 劔垂締㌻こ.二≡iこ~言 �

子どもと木の推進県費 

- �� ��� ��

圏自治体法定負担分,6,.96千円(保育園).45.6.8千円(幼稚固) =6.,7｡4千円

Eヨ自治休超過如7,458千円･41 ,400千円-78,85時円

r31撃-I-:

自治体負担分61 ,704千円+78,858千円=140,562千円

事業費総額
233,750千円

(出所)群馬県六合村教育委員会(2007) 『構造改革特区と幼保一体化施設六合こども圃』､

p.17より作成｡

自治体超過負担をみると総額2億3,375万円から､保育園と幼稚園の国負担金､保育園

の県負担金､保育園と幼稚園の自治体法定分と県費補助金(こどもと木の推進事業)を差

し引いた7,885万8,000円(過疎債含む)となる｡六合こども園の建設費用に関わる自治体

負担額は､自治体法定分と自治体超過負担分を合算した1億4,056万2,000円(過疎債含

む)となり､整備費全体に対して60.13%を占めており､自治体負担の中の割合が大きいこ

とがわかる｡

⑥　旧公立幼稚園と六合こども園の財政比較

六合こども園と従来の公立幼稚園(2園)の財政状況を比較することとする｡六合こども
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園は､旧公立幼稚園を廃止し､新規に幼保合築施設を設立したという経緯がある｡そこで

自治体が､財政の効率化と住民のニーズのために開園した六合こども園の財政運営が､旧

公立幼稚園の財政運営とどのように変化したかをみることは重要である｡また旧公立幼稚

園の時に､保育園利用希望者が､広域保育制度を使用し､草津町の保育園を利用していた

ため､広域保育利用の状況もあわせて財政分析する｡

公立幼稚園の財政状況は､ 2003年度分を用い､決算上掲載されている六合こども園の建

設費等を除いたものを用いた｡さらに広域保育の財政状況をみるためにも2003年度分を用

いることとし､六合こども園については､施設が完成した2004年度分を用いることとする｡

(i)公立幼稚園(日陰･入山幼稚園)の財政分析(表4･6)

2003年度の日陰･入山幼稚園の園児数は日陰15名､入山12名であり､両施設の教員は

各3名､計6名が勤務し､その内1名が両園の園長を兼ねていた｡保育料は毎月3,000円､

給食費は3,350円である｡給食は給食センターで行っているため､給食費収入と給食費用

は学校給食センター扱いにされているため､歳入は保育料のみとなる0

歳出については､幼稚園教諭の給与合計(手当等を含む)が3,548万4,000円(賃金を

含めた額)､歳出全体の83.94%を占めており､ 1人当たり給与は平均591万4,000円と

なる｡委託料は､消防用設備等点検他と消防施設等点検他が13万4,000円､幼稚園バス運

行委託が376万6,000円であり､ここには広域保育の委託料は含まれていない｡

子ども1人当たりの年間総コスト22は約156万6,000円､ 1人当たりの年間純コスト23は

約152万9,000円であるo受益者負担率は2.35%であり､非常に低い.各園に教員3名は

最低限でも必要な人員であるため､園児1人当たりのコストが高くなるのはいたしかたな

い｡しかし､歳出に占める自治体負担額は4,127万8,000円となり､ 97.65%と大きくなっ

てしまう｡これは公立幼稚園については､国庫負担金ではなく､一般財源としての地方交

付税で交付されているため､地方税と地方交付税24による財源負担は､一括して自治体負担

22 1年間にその事業にかかった費用である｡

23 1年間にその事業にかかった費用から､収入(保育料)を差し引いた金額o (本来は､減

価償却費と退職給与引当金も差し引く金額にいれるが､本稿では六合村が公会計制度を導
入していないため､差し引く金額は保育料のみとした｡)
24公立幼稚園の運営費については､補助金は無く､自治体の地方交付税を算定する際の基準

財政需要額の算定の際に組み入れられる｡地方交付税とは､自治体が一定の事業を行う際
の行政水準を保つために行われる財政保障と財政調整の2つの役割を果たすものである｡

例えば､地方圏では人口1人あたりの人口密度が少ないため､需要額が大きく､収入額が
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として扱われる｡

表4･6　旧公立幼稚園2園の合計決算(2003年度) (単位:千円)

収入項目 仞醴��

保育料 涛2�

合計 涛2�

支出項目 仞ｧ｢��

給料 纉C鉃��

職員手当等 湯�����

共済費 迭sR��

賃金 ｳʃ��

報酬費 2��

旅費 都ィ�

需用費 ｢ﾃSs��

役務費 ッb�

委託料 ﾆvò��

使用料及び賃借料 鉄S��

備品購入費 田��

負担金補助及び交付金 涛B�

合計 鼎"s���

(出所)群馬県六合村(2004) 『平成15年度歳出決算事項別明細書』､ pp.13-1070

(註)広域保育所について(草津町保育所利用)

六合柳こ保育所がないため､ 2003年度まで保育所利用希望の家庭は､広域保育制度を使

用して､隣町の草津町の公立保育園を利用していた経緯がある｡ 2003年度の広域保育利用

者は､ 3名(2歳児1名､ 3歳児1名､ 5歳児1名)である｡理由としては､保護者の勤務

地が草津町である2名(兄弟)と､草津町が自宅から近い1名が利用していた｡

･保育料について

保育料については､六合相で決めた保育料を保護者に負担してもらい､国基準の保育料

との差額は村が負担することとなっている｡また､群馬県の補助として､ 3歳児未満時保育

料軽減(毎月3し,000円)があるため､ 2歳児については､六合村で決めた保育料から群馬県

の補助をひいたものを保護者が負担25していたこととなる｡

･六合村の支出について(図4･4)

広域保育制度を利用した保育利用料について､六合村が草津材に支払った金額は年間187

少ないため､地方交付税が交付されることを財政調整機能という｡
25保護者負担の保育料は､国基準の保育料をもとに六合村が作成しているものである｡保

護者の保育料負担分(3名分)は､県補助3,000円(毎月)を除き､毎月5万6,260円とな

り､ 1年間67万5,120円となる｡
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万8,200円であり､その内訳をみると次のようになる26｡

図4･4　広域保育による保育支出
1,878.200円 

県保 育料 補助 36,0 兢ｸ孜{sRﾈｳ#B国負担金 252.720円 ー3.45% 侈yX2ｾｳ#づ3隷Bb縱2R且追抜負担788.000円､ �������������

00 円､ 一,92 % R纉BR一.9.6% ���

(出所)群馬県六合村(2004)前掲資料､ p14､ 18とヒアリングにより作成｡

国基準の保育単価の1/2が国庫負担金27として25万2,720円､ 1/4が県負担金として12

万6,360円､保育料が67万5,120円､保育料県補助3万6,000円､残りが六合村負担78

万8,000円となる｡従って年間1人当たりの総コスト平均は約62万6,000円､純コストは

40万1,000円28となり､保護者負担割合は35.94%､自治体負担割合は41.96%となる｡

(近)六合こども園の財政分析

六合村では､六合こども園の決算(歳入歳出事項別明細書)は一本になっており､その

中で子ども園管理費と保育園費､幼稚園費の3つにわかれて記載されている｡ 2004年度は

保育園利用者31名､幼稚園利用者25名､六合こども園の利用者は合計58名である｡六合

こども園は､こどもの年齢の各クラスに担任が1名おり､幼稚園教諭と保育士という区分

をしていない｡しかし予算上の区分と保育士の最低基準､幼稚園教諭の最低基準をクリア

するためにわけると表4･7の配置となる｡

六合こども園全体の決算を見ると､年間の収入が幼稚園保育料78万4,000円､保育園保

育料147'万円､3歳児未満保育料軽減が16万9,000円､一時保育促進事業補助金4万7,000

円である｡ (表4･8参照)支出は5,430万6,000円で､内幼稚園教諭と保育士の給与(手当

等臨時職員給与含む)は4,597万3,000円となる｡保護者負担割合4.2 %､自治体負担害恰

　26国負担金､県負担金､県保育料補助は､一度六合村に入る｡その後､六合村負担分と保護

者の保育料負担分を合算､六合村から草津町-支払われる仕組である｡
27保育運営事業に関する運営費費用に対する国の補助金である｡運営費とは､児童福祉法

第50条6号の2 ｢保育の実施のために要する費用｣をさす｡この保育運営費の補助につい
ては､ 2004年度の三位一体改革により､補助金が廃止となり､一般財源化され､地方交付

税の基準財政需要額に参入されることとなった｡
28私費負担である保育料を除いたものである｡
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95.5%､その他県負担割合0.4%である｡

表4･7　2004年度職員配置

こどもの年齢 X什Gｩ'R剽¥算上の 区分 倡,x.,ﾉﾉBR���������

正規 凩X鰾非常数 剳ﾛ育園 况9'H股��

0.一歳児 辻I 辻保育園 - �����

2歳児 2 保育園 唐- ����

3歳児 ｲー 幼稚囲 途4 ����

4歳児 ｲ- 辻幼稚囲 bー2 �����

5歳児 ｲ- 辻幼稚囲  ����

園長 辻- 幼稚囲   ���

副園長 ｲ- 辻保育園  ����

担任外 ｲ- 辻保育園  ����

(出所)六合村のヒアリングにより作成o

※幼稚園は､ 3･4年児複式で1クラス､ 5歳児で1クラス､合計2クラスである｡

次に子どもの年齢1人当たりの1年間にかかるコストを算出することとする｡園長､副

園長､担任外は人数按分､幼稚園教諭と保育士は表4･7の配置に基づき人数按分､給与以外

の費用も子どもの人数で按分すると､表4･9となる｡

1人当りの年間総コストについて､ 0･ 1歳児は､ 213万1,000円､ 2歳児は179万3,00.0

円である｡ 3歳児は99万5,000円､ 4･5歳児は57万8,000円である｡通常､子どもの

年齢が小さいほど､保育士の配置基準が多いため､コストが多いが､六合村の場合､ o ･

1歳児が2名で､しかも臨時職員1名が担当しているため､ 213万1,000円と非常に低

いコストであるといえる｡ 2歳児は8人おり､正規職員1名と臨時職員2名が担当し､

0･ 1歳児の84.14%になる｡ 3歳児は配置基準により正規1名､臨時1名のため99万

5,000円､ 4･5歳児の児童数は多いが､配置数が少ないため57万8,000円と0･ 1歳

児の27.12%となり､幼稚園教諭や､保育士配置数がコストに大きく反映しているとい

えるのである｡

純コストは､幼稚園と保育園の両者の保育料を人数で按分したものを差し引いた｡ 0 ･ 1

歳児は206万7,000円､ 2歳児は172万9,000円､ 3歳児は90万1,000円､ 4･5歳児

 51万4,000円である.
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表4･8　2004年度　六合こども園の決算(保育園･幼稚園合算)

(単位:千円)

収入項目 仞ｮr��

幼稚園保育料 都ィ�

保育園保育料 途ﾃCs��

3歳児未満保育料軽減 c��
一時保育促進事業補助金 鼎r�

合計 ﾃCs���

支出項目 仞ｧ｢��

報酬費 白ﾃ#���

給料 ﾃ#途���

職員手当等 湯ﾃイr�

共済費 迭ﾃ3sb�

賃金 湯ﾃCS2�

報償費 涛b�

旅費 鼎2�

需用費 SB��

役務費 涛R��

委託料 釘ﾃ#3"�

使用料及び賃借料 ｳCB��

工事請負費 田3��

原材料費 ��ｳ��

備品購入費 3B��

負担金補助及び交付金 ｳCR��

合計 鉄Bﾃ3b��

(出所)群馬県六合村(2005) 『平成16年度歳出決算事項別明細書』､ pp.14-1040

表4-9子どもの年齢別1人当たりのコスト

(単位:千円)

総コスト 傀85(5r��

0.1歳児 ﾃ2,067 ����

2歳児 ﾃs1,729 ���

3歳児 涛迭901 �

4.5歳児 鉄s514 �

(出所)群馬県六合村(2005) 『平成16年度歳出決算事項別明細書』により算出｡

(h')旧公立幼稚園と六合こども園コスト比較について

①総コスト比較について(表4･10)

総コストをみると､旧公立幼稚園2003年度の総額は4,227万1,000円に対して､六合こ
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ども園の総額2004年度は､ 5,430万6,000円となり､増加している｡ 2004年度から保育料

収入が増加するのは､こども園の保育料は､長時間保育利用者については所得階層ごとに

なったためである｡

2003年度に広域保育制度で保育園を利用した者に対する保育事業の支出も入れると支出

合計は4,414万9,000円となる｡そこから保育料をひくと4,248万1,000円となる｡ 2004

年度になり､こども園の支出は､公立幼稚園と広域保育所利用の支出合計よりも増加した

ことがわかる｡住民のニーズに応えたが､事業運営に関する支出を抑制することはできな

かったといえる｡

2006年度みると支出合計が2005年度よりも1,516万7,000円も減少している｡この理

由は正職員が2名退職した部分を､臨時職員で賄った点と､給食を外部委託にしたことに

より､調理員の賃金が給食センター扱いになったためである｡

表4･10　旧幼稚園と子ども園の支出合計と保育料収入(単位:千円)

支出合計 兢ｸ孜{ｹ差し引きl 倡因xﾇb保育料収刃差し引き �����

H15(公立幼稚園). 鼎"ﾃ#s993 鼎ﾃ#sコ慰ﾈ司]ｸ支y駅一.878 田sR一,20.3 ��������

H16(六合こども剛 鉄Bﾃ3b2,470 鉄ﾃfﾄR益9'H股靫ﾈ司]ｸ屍俘yz244,149 ｢ﾃcc42,481 ��������

H17(〟) 鉄bﾃ3S"2.475 鉄2ﾃピr��

Hー8(〟) 鼎ﾃコ2,43ー づsSB�����

H19(〟) 鼎xｲ2.5.ー5 r經Sb������

H20.(〟) 鼎コ2,431 ゅsSB�����

(出所)群馬県六合村(2004-2009) 『各年度歳出決算事項別明細書』より算出｡

また2008年度の保育料収入が減少しているが､支出が増えている理由は､ 2007年度の

j　　臨時職員絹を正規職員にしたためである.正規職員を増員した割には支出合計の増減の

割合が少ないが､これは正規職員の3名が若いため､正規職員の給与であっても増加が著

しく支出に影響しなかったためである｡

②旧幼稚園とこども園の子ども1人当たりの純コスト(表4･11)

旧幼稚園の子ども1人当たり純コストは152万8,000円であり､現在のこども園の2歳

ナ児の1人当たりのコスト172万9,000円に比較的近い数値となる.旧幼稚園については､ 2

つの施設に子ども27名､幼稚園教諭各3名のため､子ども1人当たりのコストは高くなっ

ているのである｡

こども園の場合､ 1歳児の子ども2人を臨時保育士1名が担当しているが､保育士配置数
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の条件があるため､金額が高くなるのである｡ 2歳児は子ども8名と多いが､正規保育士が

1名と臨時2名のため､ 1人当たりの純コストは172万9,000円と高くなるのである｡

3歳児は､短時間保育利用者4名､長時間保育利用者7名と多いため､ 1人当たりの純コ

ストは90万1,000円となり､ 0･1､ 2歳児よりの約1/2以下のコストとなる｡ 4･5歳児に

ついては､短時間保育利用者21名､長時間保育利用者16名となり､利用者の増加と正規

幼稚園教諭1名が配置されているため､ 1人当たりの純コストが51万4,000円とさらに低

くなる｡こども園の4･5歳児の1人当たりの純コストは旧幼稚園の約33.64%程度となって
I

いる｡

表4･11旧幼稚園とこども園の子ども1人当たりの純コスト

(単位:千円)

幼稚囲 �+�,x.����広域 

0.一歳児 2.067 鼎ｲ����

2歳児 一.729 �

3歳児 90ー �

4.5歳児 白經#514 �

(出所)群馬県六合村(2005･ ･ 2006) 『各年度歳出決算事項別明細書』より算出｡

幼稚園の機能に保育園を加えても4･5歳児の利用者に対する幼稚園教諭の配置が､ 35人

に対して1名であるため､年齢の高い子どもの1人当たりのコストは下がる｡また､臨時

職員を採用することで人件費が削減されている｡臨時職員を正規職員にしても､年功序列

型賃金のため､若い世代の正規職員であれば人件費に大きく影響しないためである｡

⑦　まとめ

六合村の幼保一体化施設では､子どもの数が減少し､民家が点在している地域の子ども

の集団保育､異年齢交流､保育所機能の増加､幼稚園の存続を実現した｡住民との話し合

いの場であった｢幼児教育を考える集い｣､ ｢幼稚園教育検討委員会｣での検討後､小泉構

造改革の特区利用により､早期の実現を行えたためである｡人口が少なく､山林平野の自

治体にとって､住民のニーズをかなえ､旧幼稚園2園の中間地点にこども園を開園した点､

子どもの教育･保育環境の場を整えた点は､大きな成果であった｡

財政比較では､旧公立幼稚園は27名と子どもの人数が少ないため､ 1人当たりの年間総
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コストは156万6,000円､純コストは152万9,000円となり､保育料が毎月3,000円のた

め受益者負担率2.35%､自治体負担率97.65%である｡旧公立幼稚園当時の広域保育は､ 1

人当たりの年間総コストは約62万6,000円､純コストは40万1,000円となり､受益者負

担率35.94%､自治体負担率41.96%である｡

こども園となり､ 0歳児からの受入が可能となり､利用者は58名で約2倍に増加したの

である｡ 1人当たりの年間総コストは平均93万6,000円､ 1人当たりの年間純コストは約

89万4,000円となり､受益者負担率4.15%､自治体負担率95.45%となったのである｡

旧公立幼稚園(2園)の1年間の支出は､ 4,227万1,000円であったが､こども園の1年

間の支出は､ 5,430万6,000円となり､支出が1,203万5,000円増加した｡しかし､ 2005

年度と2006年度の支出合計から保育料収入を引いた純コストは1,512万3,000円減少して

おり､ 71.93%削減されている｡この要因としては保育料が所得階層ごとである点と､給食

を外部委託にした点と若い保育士を採用した点にある｡また､ 4･ 5歳児の配置基準が35

人につき1人の幼稚園教諭であるため､4･5歳児に関しては旧幼稚園2園の3割程度の費用

で賄われていることが明らかになった｡

旧公立幼稚園2園をこども園にして､保育園の機能を追加したことは､親の就労に関係

なく､就学前の幼児教育を提供することとなったのである｡また旧公立幼稚園と比較して､

子どもの在籍数が2倍に増加したため､集団保育や異年齢交流をする機会を提供すること

となった｡さらに財政面においては旧幼稚園と広域保育制度の合計支出(2003年度)に比

べ2004年度支出合計5,430万6,000円､純コスト5,183万6,0000円と一度増加したが､

2006年度では支出合計4,118万5,000円､純コスト3,875万4,000円と91.2%に抑えるこ

とができた｡長期保育の場合は､所得階層ごとの保育料のため増収となり､純コストが低

くなったためである｡子どもの就学前教育と自治体運営の両者にとり大きな成果であるケ

ースといえる｡

(3)和歌山県白浜町白浜幼児園を事例として一幼稚園と保育園のコスト比較

構造改革特区を利用し幼保一体化施設を開所した和歌山県白浜町白浜幼児園29を事例と

する｡白浜町を構造改革特区の事例としたのは､構造改革特区にはじめに名乗りを上げた

29白浜町では､白浜幼児園を｢幼保一元化施設｣と呼んでいる｡しかし制度上は一元化で

はあいため､本来は｢幼保一体化施設｣である.
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点と以前より幼保の連携に取り組ん30でおり､それぞれの収支報告書を作成しているためで

ある｡財政分析をすることにより､幼稚園と保育所がかかえている二つの省庁による財政

面での縦割りを理解し､幼保一体化施設の課題を浮き彫りにする.

①白浜町の幼保一体化施設の経緯31

白浜町が幼保一体化に取り組んだのは､国の政策に先駆けた1988年であるo同年に町長

の諮問機関である幼児教育研究委員会が､ ｢幼児が受ける幼児教育に差があってほならない

とする基本理念にたち､幼保一元化を目指すべきである｡｣ 32とし幼稚園を残し､幼保一体

化することが決定された｡

その後1992年度､幼保一元化推進委員会が設置され､道を隔て隣接している白浜第-幼

稚園と白浜保育園の保育の交流を月1回行う交流が始まった｡ 1995年度､役所に幼児対策

室を設置し､幼稚園と保育園の事務を一括して担当する窓口の一本化を行った｡また､園

長会の統合や月　2回の合同保育等､保育内容については就学前教育(保育)内容の統合を

行い､乳児から5歳児までの一貫した保育計画を作成した｡

1996年度､幼稚園と保育園の垣根を越えて職員を配置することを開始した｡これについ

ては､幼稚園と保育園職員の任用問題が､職員同士の摩擦をうみ､連携を困難にしている

自治体も多い中､スムーズな保育運営を行う基盤を築いている｡

1997年度､保幼職員の研究研修組織である保育研究会と幼稚園教育研究会を｢幼児教育

研究会｣に統合した｡また､道を1本隔てた白浜保育園と白浜第一幼稚園を統合して､ ｢白

浜幼児園｣として運営を開始し､同年齢の子どもを同じ場所で保育をしたのである｡

2001年度､白浜幼児園新園舎が完成し33､乳幼児保育を開始34したo 2004年度全国で初

めて特区認定35を受け､ 2005年総合モデル事業に認定された.現在認定こども園の認定は

受けず｢幼保一元化施設｣として運営している｡その理由としては､すでに幼稚園と保育

30白浜第-保育園と白浜第-幼稚園が､道を1本隔てた場所に開所されていた0

31拙著(2010) ｢過疎地における幼保一体化施設の財政分析一和歌山県白浜町｢幼保一元化

施設白浜幼児園｣を事例として-｣ 『保育学研究』第48巻第2号､pp.119･130より抜粋｡
32和歌山県白浜町(2009) 『行政視察(幼保一元化)』､ p.70

33旧幼稚園の土地については､住居16区画を白浜町が販売､うち2009年度8月時点で10

区画が販売済みである｡
34白浜町内の公立しらとり保育園で1975-1980年の間､断続的に乳幼児保育を行ってい

たが継続的に行うのは初めてであった｡
35時区事業の名称は807幼稚園における幼稚園児および保育所児等の合同活動事業､ 914

保育所における保育所児及び幼稚園児等の合同活動事業である｡
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園の両方を機能した｢幼保一元化施設｣となっているため､認定こども園にする必要はな

いとのことであった｡その背景には謬定こども園の申請業務等の煩雑さも含まれていると

考えられる｡

②運営方法について

白浜町では､従来1-4歳児は保育園､ 5歳児は幼稚園と保育園の棲み分けが行われてい

た.就学前1年前は全ての子どもに同じ保育を受けさせるというものでもあったD　しかし

｢幼保一元化施設｣になり､保育園では0歳児の乳幼児保育を開始､ 5歳児までとし､幼稚

園では､ 4歳児の受け入れを開始し､ 2年次保育となった｡

白浜幼児園は白浜第-幼稚囲(定員70名)と白浜保育園(定員150名)が合築した施設

であり､管理運営要綱上の名称を総称し､白浜幼児園と言われている｡白浜幼児園は､幼

保連携型の合同施設であり､白浜第一幼稚園を短時間部､白浜保育園を長時間部と呼び､

保育を行っている｡ 4･5歳児は､短時間部と長時間部の子どもを､混合してクラスを編成

し､短時間部と長時間部の区別をなくし､同じ就学前保育を行い､子どもたちの環境を整

えている｡短時間児と長時間児の保育の流れは下記の通りである｡給食までは､長時間児

と短時間児合同で保育を行う｡その後､短時間児と長時間児を別の部屋に移動させ､短時

間児が長時間児の午睡の妨げにならないよう､保護者との交流をみないように保育室を移

動し､配慮されている｡ (図4･5参照)

次に､白浜幼児園合築施設をみると､1･2階にわかれており､2階は子育て支援センターと

0歳児､ 3歳児クラス､ 1階は保育所と幼稚園部分がある｡ 4･5歳児は､短時間児と長時間

児の混合クラスではあるが､申請上4･5歳児の幼稚園各1クラス､保育所各1クラス､合

計4クラスとなっている｡建物も同様に幼稚園部分と保育園部分でわかれている｡

1階部分の見取り図4･6･でみると､遊戯室の部分から右半分が幼稚園となり､遊戯室の左

半分から左側が保育所の建物申請36となる｡しかし幼稚園部分の4･5歳児の保育室に実際は､

5歳児が2クラスとなり､保育所の4･5歳児の保育室を実際は4歳児が2クラス利用して

いる｡短時間児と長時間児が給食の後､保育室を移動する際にどちらかの保育室に移動す

+ることとなっている.このように､幼保一体化施設であっても､省庁の縦割りによる申請

が行われるため､建築の際もそのことに配慮しなければならない｡現場での運営のやりく

りが必要であり､幼稚園教諭と保育土の連携が必要不可欠である｡

36保育所の申請は2階の0歳児3歳児クラスがすべて該当する｡
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図4･5　白浜幼児園の短時間児と長時間児の保育の流れ

同じ年齢の子どもが同じ保育室
で教育･保育される

幼稚園児
r.-------.-.---

(短時間児) i

保育園児
(長時間児)

-----------------------l r

l l
l　■

l l

短時間で特る子ども連の姿が見えないよう､
また長時間の昼喪の子どもが静かに眠れる
場所を確保している｡

512:0013:0  3｣3����

l給食 お伸り の用意 �

7:00　　　　　8:1 5

卓■ ‡ 早朝保育≡ i -.療簸.  剪おやつ 兢ｸ屍延長保育 ������

l ll
I I　+

:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

(出所)筆者作成｡

図4･6　白浜幼児園の平面図

(出所)和歌山県白浜町(2008) 『白浜幼児園要覧(平成20年度)』､ p.1に加筆した｡
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③職員配置について

前述のように1996年度より､幼稚園と保育園の垣根を超えて職員の配置をおこなってい

る点で､幼保一体化に向けた早い取組であり､スムーズな職員の連携の事例であるといえ

る｡ 2004年度当初は､白浜幼児園には幼稚園長と保育園長の2名がいたが､ 2008年度に

は表4･12によれば､非常勤の幼稚園長が1名､ 2009年度以降は､役所の幼児対策室長が

幼稚園長を兼務している｡そのため､実際は保育園長が幼稚園長を兼任している形となっ

ている｡園長1名､主任2名､指導保育士1名は主任を兼務している｡教諭は3名のうち1

名は臨時職員であり､保育士21名のうち臨時職員は14名､給食調理員は6名のうち5名

は臨時職員である｡栄養士は1名であるが勤務時間数が決められている臨時職員である｡

このように保育士の臨時職員の割合が66.7%と高い状況である｡クラス担任についても

正規の保育士が担当するだけでは困難な状況のため､勤務時間が同じ臨時職員の保育土に

担任を任せる場合もある｡

表4･12　職員構成

職域 +r主任 倡y;]ｲ支贅教諭 兢ｸ支贅給食調理 負 駅ｸ贅���������

職員数 ���2 ��伊9k���3(1) �#���B��6(5) ������

※( )については非常勤である｡

(出所)和歌山県白浜町(2009) 『白浜幼児園要覧平成20年度』､ p.60

給与体系については､保育士は一般行政職として役所の職員と同じ給与体系であり､幼

稚園教諭は教育職である｡和歌山県白浜町(2009) 『白浜町の給与･定員管理等について』

37によれば､両職員の給与体系は別立てであるが､給与額は同じである0 2009年度4月1

日､大学卒の場合の一般行政職と教育職の初任給は17万2,200円､高校卒は14万100円

である38｡

白浜町職員の給与を全国的にみるため､ラスパイレス指数39をみると全国町村平均は

ナ2008年度94.2に対し､白浜町は97.0であり､全国町村でみると比較的高い給与であるo

37和歌山県白浜町(2009) 『白浜町の給与･定員管理等について』､ pp.1･2｡

58和歌山県の大学卒の一般行政職の初任給は､ 17万7,012円､教員職は19万7,703円で

ある｡
39国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す数値である0
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④　建設費用と補助金について

和歌山県白浜町(2009)40よれば白浜幼児園の面積等は1,636 m2であり､そのうち保育園分

が1,036 m2､幼稚園分が335 m2で､補助対象分が1,371 m2､対象外が265 m2､事業費総額

は4億3,404万5,000円である｡ 12 (図4･7参照)

図4･7　　建築費用と補助金

(出所)和歌山県白浜町(2009) 『行政視察(幼保一元化)』､ p.11より作成｡

補助率は､保育園は基準額の3/4であり､その内訳は国が1/2､県が1/4､残りが自治体

負担である｡幼稚園は国の補助が1/3､残りは自治体負担である｡

幼保一体化施設であっても幼稚園と保育園は縦割のため､補助率や補助金は別々で計算

されている.幼稚園分をみると補助対象面積335 m2の建設費用は7,382万7,000円であり､

国庫補助金が1/3であるため､補助額は2,460万9,000円､自治体負担分は4,921万8,000

円となる｡

40和歌山県白浜町(2009) 『行政視察(幼保一元化)』､ p.11｡
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保育園は補助対象面積1,036 r武保育園分費用は2億1,349万4,000円であり､その内

訳は国負担金(1/2)億674万8,000円､県負担金(1/4) 5,337万3,000円､自治体負担分,337

万3,000円となる｡したがって､幼稚園と保育園の補助対象面積における自治体負担分は､

1億259万1,000円となり､補助面積対象外265 m2の費用は､ 1億4,672万4,000円で､自

治体超過負担分となる｡白浜幼児園建設における自治体の負担費用は､ 2億4,931万5,000

円となる｡

このように幼保一体化施設については幼稚園と保育園の対象面積により補助が異なるた

め､補助率でみると保育園は国と県をあわせて3/4の補助を受けることができる.幼稚園は

国の補助1/3のみであるので､建設時における補助率は保育園のほうが41.7%高い｡

また白浜幼児園では補助対象外面積が265 m2であり､施設全体の面積の16.2%を占めてい

るため､比較的大きい施設を用いた幼保一体化施設であると言えるo

⑤　縦割りの財政運営

白浜幼児園の保育財政については､縦割りの財政運営となり､幼稚園と保育園で分けら

れている｡施設や保育運営は一緒であるが､財政は別立てというのは縦割りの象徴である｡

白浜町は各幼稚園､保育園で収支計算書が作成されており､表4･13のように費用項目に

より､人数割と面積割をして計算している｡

白浜町では､各幼稚園と保育園の園長が財務管理をしており､現場で賃金雇用職員の勤

務時間を把握し､給与計算を行い､毎月役所の財務管理システムに入力している｡これは､

現場の園長に負担を強いることではあるが､実際に園の職員配置や当番をやり繰りしてい

る園長が一番把握しやすい点でもある.したがって､園長は従来の保育園全体の運営だけ

でなく財務システム等の管理も行い､園長の業務は園運営､財務管理にまで拡大している｡

そのため､主任保育土に園運営を任せることも必要となり､連携が必要となる｡

この財務システムに関して各園で把握していることは他の自治体では少ない｡白浜町で

は､監査委員からの要望により各園での収支計算書の作成が行われるようになり､監査委

ナ員が財政運営に大きな影響力をもたらしていると言えるo
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表4･13　費用項目の計算方法について

按分方法 儂ﾘm｢����

人赦劃 ��Y;几���髯�H��X什�B�

嘩康構診手数料(ぎよう虫､検犀) 

眼科橡夢チ琴料 

埋草安全畢帝金 
建物大災保険料 

面績劃 I_(ｬyyﾘ勾Y{���
貯水槽清掃等手数料 

碍掃革具畔上料 
廃棄物処理手数料 

その他 �6I�){��

燃料費 

消防設備保守点検手数料 

樹木消毒手数料 

修繕料 

(出所)白浜町-のヒアリングにより作成｡

⑥　白浜第一幼稚園の収支決算書について

和歌山県白浜町(2009) 『平成20年度収支計算書』 41によれば､幼稚園の保育料は定額月

額5,500円であり､幼稚園の受益者負担をみると支出から特定財源を除いた金額は1,695

万1,896円となる｡受益者負担割合は11.9%で非常に低い｡ (表4･14参照)

園児1人当たりの年間費用は83万5,087円(純コストは73万5,300円)となる｡定員

70名のうち在園児が23名のため充足率が32.9%と非常に低くなるため､1人当たりのコス

トが高くなる｡

支出に占める人件費の割合は86.5% (臨時職員も含めると91.3%)である｡支出に対す

る収入の割合は､ ll.9%となり､自治体負担が88.1%と高い｡財政措置として地方交付税が

措置されている｡

41和歌山県白浜町(2009) 『白浜第一幼稚園収支計算書』､ p.1.
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表4-14　白浜第一幼稚園収支計算書(2008年度)

収入項目 假ｹ?ﾈｾｧ｢竰備考 ���

幼稚園使用料 ﾃS3BﾃS ����

学校健康会納付金 釘ﾃc日本スポーツ振興センター納付金 ���

雑入 都Sbﾃ給食関係徴収金 ����

合計 ﾃ#店ﾋ  ���

支出項目 偬ｧ｢備考 沍 ��

給与関係費等 bﾃcbﾃ3#"職員数で按分 ���

賃金 涛#Bﾃ#S臨時職員賃金 ��

報償費 途ﾃ#CR �

旅費 津cc職員出張旅費 ���

需用費 ﾃ3cRﾃc電気代､水道代､燃料費等 ���

役務費 塔"ﾃSSB電話料､健康検査等 �

委託料 rﾃイB電気管理委託料 ��

使用料及び賃貸料 ﾃイ器具借上､清掃器具借上料  ���

原材料費 ﾃS2砂場(砂) ����

備品購入費 涛津都ガスマルチ給湯器等 ��

負担金補助交付金 �#"ﾃ����幼児教育研究負担金等 

合計 津#bﾃ涛b ���

(出所)和歌山県白浜町(2009) 『平成20年度収支計算書』｡

⑦　白浜保育園の収支計算書について

和歌山県白浜町(2009)42､表4-15によれば､保育園の保育料は､月額平均1万7,257円43

(延長保育､広域保育を含めると2万471円)である｡保育園の受益者負担をみると支出

から特定財源を除いた金額は7,582万3,340円となり､受益者負担割合は31.8%と幼稚園

に比べて非常に高い｡

理由としては､保育園の保育料は所得階層ごとになっており､生活保護法による被保護

世帯を除くと､白浜町は､毎月6,000円から6万5,000円を徴収している点と子どもの年

節(0-2歳､ 3歳､ 4-5歳)ごとに保育料が異なる(子どもの年齢が小さいほど保育料が高

い)点が挙げられる｡国基準の保育料に対する保育料の割合をみると､保護者の負担は

76.1%､自治体の保育料に対する超過負担は23.1%となり､保護者の費用負担は比較的に高

い44｡

42和歌山県白浜町(2009) 『白浜保育園収支計算書』､ p.10

43保育園の保育料は所得階層別となっているが､ここでは単純に子どもの数で按分し､平均

を求めた｡
44白浜町役場に資料を依頼し､役場が作成した､保育財政に関する資料による｡
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子ども年齢別1人当たりのコストをみると､表4-16のように算出される45｡この按分に

あたっては､正規保育士職員を必ず1つのクラスに入れ､それ以外は非常勤とした｡また

園長､主任､フリー保育士､給食関係職員､その他運営費用についても人数按分とした｡

表4･15　白浜保育園収支計算書(2008年度)

収入項目 ﾈｾｧ｢備考  ���

児童福祉費負担金 Bﾃ##づ3保育所運営費負担金 ����

児童福祉費補助金 釘ﾃ涛ﾃ子育てセンター事業補助金  ����

学校健康会納付金 づ3#日本スポーツ振興センター納付金 ���

雑入 澱ﾃ#rﾃ迭延長保育料651,825 ���

保育園職員給食費1,614,58.0 

広域入所保育受託料その他3,860,790 

合計 Rﾃ3s2ﾃR ���

支出項目 倡因��ｧ｢�竰�備考 

報酬 釘ﾃcヲﾃC#B栄養士､嘱託医師､薬剤師報酬等 �

給料関係費等 田づs#津cS職員数で按分 �

賃金 Bﾃscﾃ#3給食調理員､保育市臨時職員料 ���

報償費 田Bﾃ臨床心理士謝礼等 ����

旅費 涛Rﾃs職員出張旅費 ���

需用費 ﾃ都2ﾃcsR電気代､水道代､燃料費等 ���

役務費 ﾃBﾃcS電話料､衛生検査手数料等 �����

委託料 ﾃc警備､電気管理､設備保守点検委託料  ���

使用料及び賃貸料 C"ﾃ3Cコピー機､器具､自動車等 ���

工事請負費 塔rﾃ出入口周辺照明灯設置工事 ����

原材料費 2ﾃ3C砂場(砂) ��

備品購入費 ��C津����ガスマルチ給湯器等 

負担金補助交付金 鉄rﾃsS幼児教育研究負担金等 ��

合計 ����ﾃ�cづ�3R� 

(出所)和歌山県白浜町(2009)前掲資料｡

子どもの年齢別1人当たりの年間コストをみると､ 0歳児が248万6,736円､ 1歳児が

111万2,929円､ 2歳児が87万5,235円となる｡ 1歳児は0歳児の半分の44.8%のコスト

となり､ 2歳児のコストは0歳児の35.2%となっている｡これは､保育士の配置基準が子ど

もの年齢が小さいほど保育士を必要とするため､子どもの年齢が小さいほどコストがかか

る｡ 3歳児の1人当たりのコストは96万7,447円､ 4･5歳児は69万9,121円である｡

4時口歌山県白浜町(2009) 『白浜幼児園要覧平成20年度』､ p.3､ 6と和歌山県白浜町(2009)

『平成20年度収支計算書』を利用し算出した｡
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表4-16　白浜保育園子ども年齢別1人あたりのコスト

子ども 俤ﾘ髓保育士 刮長､主 H8ｨｸｷｸｹ渥hﾅrﾂ報酬費そ の他費 用 ﾉ9h+ﾘ.�����������������

正規 儖ﾘｼ���の午齢 佝剩C(3人) 剪竰���

0歳 釘1 子どもの人数按分 剴"ﾃCッﾃs3����

1歳 免ﾂ1 剴ﾃ"ﾃ鈣�������

2歳 1 剴ピRﾃ#3R�����

3歳 r2 剴田rﾃCCr�����

4歳 �#��1 �"�剴c湯ﾃ�#��

5歳 �#��1 �"�剴c湯ﾃ�#��

合計 ���r�7 ����� �� ��

(出所)和歌山県白浜町(2009) 『白浜幼児園要覧平成20年度』及び和歌山県白浜町(2009)

『平成20年度収支計算書』より算出｡

2歳児と3歳児でコストの逆転がおきているのは､ 3歳児に正規職員が2名いる点とその

他に子どもの人数按分で計算するため､ 27人いる3歳児は2歳児よりもコストが高いとい

う現象がおきている｡つまり正規職員の人数がコストに大きく影響するからである｡

⑧　幼稚園と保育園のコスト比較

幼稚園と保育園のコストの比較については､人数の規模の問題があり一概に比較するこ

とは難しい｡ 1人当たりのコストを算出する方法には､定員1人当たりで計算する方法と在

籍数1人当たりで比較する方法がある｡幼稚園と保育園では定員割れが生じているため､

在籍数で比較する方がよい｡

白浜幼児園内のコストの比較をすると､和歌山県白浜町(2009) 『平成20年普通交付税､

地方特例交付金等及び臨時財政対策債発行可能額算出資料』 46により作成した表4･17通り

である｡

4･5歳児1人当たり年間コストをみると､幼稚園が73万5,300円､保育園が69.万9,121

円となり､保育園のほうが1人につき3万6,179円安い｡理由としては､保育園の充足率

は78%であるが､幼稚園の充足率は32.9%と低い点と幼稚園は4･5歳児クラスにつき1人

の正規職員が配置されている点があげられる｡

46和歌山県白浜町(2009) 『白浜第一幼稚園･白浜保育園収支計算書』及び､和歌山県白浜

町(2009) 『平成20年度普通交付税､地方特例交付金等及び臨時財政対策債発行可能額算

出資料』により作成した｡
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保護者負担については､幼稚園は定額月額5,500円のため支出に対して11.9%と低い｡保

育園は所得階層により異なるが､保育料は平均1万7,257円と幼稚園より保育園の保護者

者負担割合が高い点と国基準保育料に対する保護者負担割合が､ 76.1%と高い点が理由とし

てあげられる｡ (つまり国基準保育料に対しての自治体の負担割合が23.9%と低い)

表4･17　白浜第一幼稚園と白浜保育園のコスト比較

幼稚囲 兢ｸ支備考 ��

子ども一人あたりの コスト(円) 釘綛ﾜ韜踏ﾃs3Rﾃ30歳児:¥2.486.738 倅ｨ自ﾈ淙ｧh,b.海#IDxﾏbzy]ｸ支戊Nﾂﾙ靆yX8ｾ*ｨ爾Lｨﾞﾋｲ饑ｸﾏWIX,著ｭﾈ-ﾈ.ｨ.,h,h,+ﾘｲ����������������������������������
一歳児:¥日12.929 

2歳児:¥875.23.5 

3歳児:¥967.447 

4r5歳児:¥699.ー21 

保護者負担割合 ｢纈R31.8% ��

自治体負担割合 塔り爾R68.2% �

財政措置 饑ｸﾏWIY%<hﾇb螽Eﾄ#ﾃS2地方交付税で単独 計算不可能 ����������

(出所)和歌山県白浜町(2009) 『白浜第一幼稚園･白浜保育園収支計算書』及び､和歌山

県白浜町(2009) 『平成20年度普通交付税､地方特例交付金等及び臨時財政対策債発

行可能額算出資料』より作成｡

保育料の設定については､国基準の保育料の中からどれだけ利用者に負担させるかを自

治体に任せられているため､都市部の財政力が高い自治体ほど､自治体の保育料負担割合

が高い傾向がある可能性がある｡

⑨　結果

過疎地である白浜町の幼保一体化をみた結果､公立幼稚園しかない過疎の町にとっては､

公立幼稚園が公立保育園と統合することにより､施設や職員について効率化するだけでは

なく､幼稚園と保育園の存続を意味することにつながるという面がみえた｡

また､保育園については保育士の臨時職員の割合が66.7%と高いため､保育園のコスト

の削減に大きな影響をもたらしていることもわかった｡しかし､保育の質や保育士の労働

条件の改善のためにも､非常勤を減らし､常勤にする必要がある｡白浜幼児園の幼稚園教

諭と保育士の連携については､一般行政職と教員職と給与体系が別立てであるが､両職員

の初任給が同額であることも､両者の連携を強化している要素であると考えられる｡
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就学前保育が幼稚園､保育園に関係なく､一緒になった点で①子どもに同じ教育･保育

を提供し､ ②異年齢交流や集団遊びを可能にし､ ③保護者同士の交流も可能となったのは､

人口の少ない過疎地においては大きな地域貢献の役割を果たした｡

(4)福島県鮫川村さめがわこどもセンターを事例として

-過疎億とリニューアル債を利用した一体化による効果

鮫川村は､人口4,178人(2010年)､阿武隈高原南部の頂上部にあるため､山脈丘陵が連

なり､杵の大部分は400mから650mの範囲にあるo　総面積は131.30k m2で､林野面積が

9,782baと総面積の約4分の3を占める地域である｡もともと村内には､公立幼稚園が1

園､公立保育所が2園設置されていた｡そこで､保護者からの相談等により､現場の職員

(幼稚園と保育所)が自発的に｢幼児教育検討委員会｣を立ち上げ､ ｢幼保一元化構想｣を

考えた｡その時期2003年､鮫川相では､近隣の棚倉町と塙町との合併の是非を問う住民投

票があり､ 7割の住民が反対を投じたため､法定合併協議会は解散し､村長が交代した｡新

村長の行政改革と保育者たちの構想の時期が合致し､廃校となった小学校を改築して､幼

保一体化施設｢さめがわこどもセンター｣を設立するに至った｡現場の声と首長の行革が

マッチしたケースである｡鮫川村については､野津牧･青砥ハッチ編(2008)47があるが､そ

こでは､施設開所の経緯や保育内容について述べられているだけで､費用面等財政的なも

のには触れられていない｡そこで本研究では､さめがわこどもセンター-のヒアリングや

鮫川杵の『主要施策の成果及び予算執行の実績』 『一般会計歳入歳出決算書』や『幼保一体

運営協鼓』等の会議資料も含めて分析するものとする｡

①　現場の声と新村長の公約

鮫川杵は､幼稚園1園(鮫川幼稚園)と保育所2園(鮫川保育所定員90名､渡瀬保育所

定員45名)が設置されていた｡公立幼稚園1園と公立保育園2園(0-4歳児は保育園､ 5

歳児は幼稚園という年齢区分が慣習として村にあった｡)鮫川村における設立の経緯の特徴

は､国や村からの指示ではなく､現場の保育者が住民からの声に耳を傾け､村としての幼

児教育に対する今後の在り方を率先して検討したことに由来している｡既存の鮫川保育所

は木造築27年､渡瀬保育所は木造築27年､鮫川幼稚園は木造築27年といずれも老朽化し

47野津牧･青砥ハツ子編(2008) 『さめがわこどもセンター誕生物語』ひとなる書房｡
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建て替えの時期をむかえていたことも要因としてあげられる｡

まず､保護者から乳児保育の要請と既存の鮫川保育所の老朽化による施設の新設の要望

があった｡そこで､村内の幼稚園と保育所の管理職48が集まり､ 2002年1月｢幼児教育検

討委員会｣を立ち上げ､村内の子ども達と就学前教育･保育について話し合いを始めた｡

その結果､鮫川村の子ども全てに､平等な幼児教育を行うために､幼稚園と保育園を兼ね

備えた施設を検討し報告書を作成した｡

さらに新村長は次の4つの行政改革①困難な財政状況を打破する為の｢行財政改革のき

め細やかな見直し｣と｢新たな振興計画の策定｣､ ② ｢次世代を担うこどもたちの教育の振

興｣と｢廃校になった施設の活用｣､ ③ ｢産業の振興､とりわけ農業の多機能的産業の振興｣､

④ ｢清潔で公平･公正な住民本位の柑づくり｣を掲げた｡新村長は､行革のために､村内

の職員すべてに報告書を書かせたが､幼稚園と保育所としては既に出来上がっている報告

書を提出､村長の行政改革の②と合致したのである｡村内の小学校も6つの内3つが廃校

となり､その施設使用についても検討がなされた｡ 2002年1月｢幼児教育検討委員会｣た

ちあげより､ 2004年｢地域再生計画認定書｣が授与されるまでの経緯は､下記の表4-18

となる｡

表4･18　さめがわこどもセンターができるまでの経緯

年次 vR���
2002年1月 v8髦ｻ8支ﾉ(効醜橈ｩzx+8+�����

2002年12月 兢ｸﾎﾈ檍*yｨｷｨｶ8檍,菲ﾉ]ｸ支昆5ﾘ,亊h+x.冽ieﾘ9/�������������
2003年2月 倅ﾉﾉｩGﾕｩy駅ﾉ(効醜檠ﾙ'Ywhﾖｩy.��������
2003年3月 Hﾞ)ﾈｾh*yｨｷｨｶ8檍,ﾈ,ﾈ抦ｧxﾕｨ､ｨﾕｨﾎ8,ﾈ郢ﾘ,ﾈｨ駅,(*(,H,ﾉwieﾘ9/����������������

′′ ﾉnﾈ抦ｧxﾕｩ¥(ﾕ｢��

2003年9月 俎9ﾘ淙ｧiv8髦ｻ8孜ｩnX効醜檍,Z)v9'H]ｸ支,ﾈ自ﾉ4阮8,(*(,J8ﾉ(ｺhｶ8､ｨ趙���������
2004年1月 兢ｸ支ｷv9'H自ﾉ4阮8,亊h+x.>ﾉ(檍､ｨ趙�����������
2004年4月 闔hﾜIhﾇh枴ﾉ佰ﾈ*H,ﾉ*>ｺhｶ8檍､ｨ趙���������

〟 c(菲ﾉｩGﾕｩy駅ﾉ(効醜檍､ｨﾜ2��������

2004年5月 ]ｸ支騅9'H自ﾈ嶌,僵ｨ*I&闔ik陞､ｨﾜ2��������
′′ ｩﾉnﾈ抦ｧxﾕｨ/v9]ｸ自ﾈ嶌郢ﾘ,兔x.ﾘ-Ⅰ)&闔hﾜIhﾇh枴Di.ﾉ8/ﾙk������������������

内閣官房地域再生推進室に､｢公立学校施設整備費財産処分承認申請書｣を文部科学省に提出 
2004年6月 俛*z)&闔hﾜIhﾇh枴Di.飲8u������

村長､認定第-号として小泉総理から直接頂く 

(出所)筆者作成｡

2002年村内の幼稚園と保育所の園長と教頭･次長を構成員とした｢幼児教育検討委員会｣

が発足した｡そして､村内に幼稚園と保育所を一緒にした施設を開設する旨の報告書を作

成する｡その後､村内の小学校の廃校等の要綱が制定される｡ 2004年1月新村長の行政改

48各施設長と次長および教頭の6名｡
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革のひとつに｢幼児教育検討委員会｣の報告書が採用され､ 2003年9月役所内で｢幼稚園

保育所の一体的運営について｣の検討協議が開始された｡同年4月｢地域再生計画｣申請

に向けて､役所内で協議が開始､ 2004年5月｢保育所･幼稚園一体化に伴う地域説明会｣

を開催し､幼保一体化施設について村民に説明を行った. 2004年6月｢地域再生計画認定

書｣が受理され､ 2005年4月､さめがわこどもセンターが開所されるに至ったのである｡

鮫川村の作成した｢公立学校施設整備費補助金に係る財産処分承認申請所｣によれば､

さめがわこどもセンター設置の理由としては､次の4点をあげている. (D子育て世代の移

住者の受け入れを積極的に取り組むために､若い定住者が安心して働ける環境の整備､ ②

住民より乳児保育の要望が多いが､既存の保育所は老朽化のため増設できず､対応できな

い､ ③保育所(2園)と幼稚園(1園)の距離が離れている為､両方の施設に入園させてい

る保護者が送迎に苦慮している､ ④鮫川村には｢子育て支援センター｣がなく､子育てに

悩む保護者から設置の要望がある｡

③については､こどもセンターとして開所した際に､ 2歳以上の希望するこどもに対して

は､バス通園をすることとなった｡鮫川村は山脈丘陵が連なるため､バスも6通路を作り､

60分以内の乗車時間となるようにした｡

また､廃校校舎の利用については､ ①既存の保育所と幼稚園の老朽化が進み､建て替え

の時期である､ ②廃校校舎は普通教室が多いため､ ｢幼稚園･保育所の合築施設｣に効率的

に転用できる､ ③施設を新築すると約2億円の費用がかかるが､廃校校舎を改築する場合

は約8,000万円程度で整備が可能である､ ④既存の3施設を統合すれば､人件費､施設管

理費等が節減できる｡ ②については､改修するにあたり､保育者が何度も現場に足を運び､

保育者の視点から子どもにあった水道やドアのノブの高さ等を考え､改修している｡ ④に

ついては､ ｢幼児教育検討会検討内容｣においても､クラス数が下記のように計算されてお

り､同じ年齢のこどもの場合､ -クラス少なくなる試算であるが､こどもの人数がすくな

ければその分クラスも少なくなり､効率的となる｡

保育の内容については､ 0-4歳児を保育園､ 7 : 00-18 : 30を保育時間､ 5歳児につい

ては､幼稚園児とし､ 8:00-15:30を保育時間とした｡新しいものとしては､幼稚園の

場合､ 7:00-8 :00と15 : 30-18 : 30の保育を希望する場合は､預かり保育49を開始し

た｡

49預かり保育は､月額2,000円､長期休み期間中は､ 2,000円と1日につき200円と給食費

1日200円の料金となる｡
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②　地域再生計画の利用(リニューアル億と廃校施設の転用による国庫納付金返金不要)

さめがわこどもセンターの設置にあたっては､地域再生計画に基づき､公立学校施設整

備費財産処分承認申請を行い､廃校となった小学校を利用し､改築後施設を開設した点と

小学校の開設時の補助金を返還せず､村億を繰り上げ償還することもなく出来た点に特徴

がある｡地域再生計画は､ 2004年6月｢里山の食と農､自然を活かす地域再生計画｣と名

称され､支援措置概要としては､ ｢公共施設を転用する事業-のリニューアル億の措置｣と

｢補助金で整備された公立学校の廃校校舎等の転用の弾力化｣とされ､国から｢地域再生

計画評定書｣を授与されたo

③　過疎債とニューアル債を利用した施設等建設費

さめがわこどもセンターは､廃校した小学校を改修し､現場の保育者が小学校-何度も

足を運び､施設の改善や水道の高さ､ドアノブの高さに至るまで吟味された｡小学校とこ

どもセンターの平面図は図4･8､ 4･9である.

図4･8　旧西小学校の平面図
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(出所)野津牧･青砥ハツ子編(2008)前掲､ p.640
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旧西野小学校は1階に職員室､校長室､保健室､普通教室2つと配膳室ランチルームが

あった｡センターとなり､ランチルームを一部削り､配膳室部分を増床､厨房をつくり､校

長室を0歳児保健室と公材質を1歳児の保育室に変更した｡ 2階は普通教室4室と理科室､

家庭科室､音楽室､図工室､図書室が各1室あったが､普通教室と教科専門教室をすべて3

歳児と4-5歳児と幼稚園の保育室と子育て支援室に変更､図書室の部分を取り外し､廊下

を広げ､活動ができるように工夫した｡このように教室が大部分である小学校から幼保一

体化施設-施設を変更することは､ある程度の工夫で可能であるといえる｡

図4･9　さめがわこどもセンターの平面図
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(出所)野津牧･青砥ハツ子編(2008)前掲､ p.650

改修費については､通常新規に施設を整備する場合は2億円程度試算されていたが､改

修工事の場合は8,000万円程度である｡さらに前述したように地方再生計画に基づき､小
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学校の開設時補助金を返還せず､村債を繰り上げ償還することもなくなったことは大きい

利点である｡

さめがわこどもセンターの施設については､面積でそれぞれの施設(保育所､幼稚園､

子育て支援センター)を按分すると､保育所0.71､幼稚園0.19､子育て支援センター0.10

となるため､保育所が427.4 m2､幼稚園118.4 m2､子育て支援センター59.2 m2となり､全

体が605.0 m2となる｡全体の事業費は7,739万6千円であるため､保育所は5,495万千円､

幼稚園は1,470万5千円､子育て支援センターは774万円となる｡費用の財源内訳をみる

と､図4-9の通りとなる｡

図4･10さめがわこどもセンターの改修費用内訳

保育所
54,951千円

幼稚園　子育て支援センター

14,705千円　7,740千円

総事業費

77,396千円

427.4m2 118.4m2　59.2m2

自治体負担- 77,396- (54,300+8,000+1,900) - 13, 196千円

(出所)筆者作成｡

施設面積

-　605.0m2

費用全体が7,739万6千円過疎債は5,430万円､リニューアル億は､ 800万円､県補助

金が190万である｡過疎債の金額は下記の式となる｡過疎債は､保育所のみ､リニューア
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ル億は幼稚園に活用された｡県補助金は､さめがわこどもセンターに補助されたものとな

り､一般財源は1,319万6千円となる.したがってさめがわこどもセンター改修費用の内

自治体負担額は1,319万6千円で負担率は17.0%と非常に低い状況でセンターの改修にこ

ぎっけた｡

④　運営費からみる施設の一体化による効果

さめがわこどもセンターが開所される前の旧保育園と旧幼稚園のそれぞれの費用とさめ

がわこどもセンターの費用がどのように変化しているかを『歳入歳出決算書』及び『主要

施策の成果及び予算執行の実績』資料を使用もとに分析する｡鮫川村では､旧鮫川保育園､

旧渡瀬保育園､旧鮫川幼稚園のそれぞれの歳入歳出報告書が作成されており､個別の施設

の歳出内容等を把握することができる｡

三位一体改革前の保育所運営費国庫補助金等があった2003年度を使用して､旧保育所と

旧幼稚園の状況を分析する｡ 2003年度の鮫川保育園の年齢別子どもの数は､ 1歳児10名､

2歳児20名､ 3歳児29名､ 4歳児26名､ 5歳児1名(合計86人)である｡鮫川保育園の

収入は､三位一体改革前のため､保育運営費の国庫負担金1,606万千円と県負担金803万

円が補助金であり､他は保育料1,183万9千円､その他66万円合計3,659万円である｡支

出項目は非常勤を含めた人件費が7,477万千円､その他1,091万2千円となる｡自治体負

担額は､ 4,909万3千円である｡支出に占める人件費の割合は87.3%と8割強､支出に占め

る国庫負担金の割合は18.7%､県負担金の割合は9.4%､保護者負担割合は13.8%､その他

0.8%､自治体負担率は57.3%となる｡ (表4･19参照)

渡瀬保育園の年齢別子どもの数は､ 0歳児3名､ 1歳児6名､ 2歳児5名､ 3歳児11名､

4歳児6名(合計31名の規模の小さい保育所である｡渡瀬保育園の収入は､保育運営費の

国庫負担金1,103万9千円､負担金551万円9千円が補助金であり､他は保育料358万8

千円､その他7千円合計2,060万円である｡支出項目は非常勤を含めた人件費が6,252万5

千円､その他550万5千円となる｡支出に占める人件費の割合は91.9%と9割も占めてい

る｡少人数の保育所のため､人件費の占める割合が非常に高いのが特徴である｡支出に占

る国庫負担金の害槍は16･2%､県負担金の割合は8･1%､保護者負担割合は13･8%､自治

体負担額は4,743万円で69.7%となる｡
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表4-19　200L3年度鮫川保育園の収支

(単位:千円)

収入項目 仞ｧ｢��

国庫負担金 bﾃc����

県負担金 唐ﾃ��3��

保育料 免ﾂﾃ��

職員給食費 田C��

日本スポーツ振興センター災害共済掛け金保護者 �#��

合計 bﾃS���

支出項目 仞ｧ｢��

給料 BﾃCS2��

職員手当等 ��rﾃ����

共済費 唐ﾃ#R��

賃金 Rﾃ"����

報償費 3b��

旅費 鉄r�

需用費 湯ﾃツ2�

役務費 rr��

委託料 途r�

使用料及び賃借料 唐�

負担金補助及び交付金 塔b�

公課費 ��S��

合計 塔Rﾃc��

(出所)福島県鮫川村(2004) 『平成15年度一般会計特別会計歳入歳出決算書』より作成｡

子どもが少なく､規模の小さい保育所では､人件費の割合が非常に高く､自治体負担割

合は鮫川保育所よりも12.4ポイントも高くなり､自治体に負担を強いらせ､財政を圧迫さ

せている｡旧鮫川村保育園の自治体負担が4,909万3千円､旧渡瀬保育園は4,743万円と

こどもの人数は2.8倍となったが､自治体負担の格差は160万3千円の格差しかなく､渡

瀬保育園の自治体負担の割合が大きいことがわかる｡ (表4･20参照)
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表4･20　2003年度渡瀬保育園の収支

(単位:千円)

収入項目 仞ｧ｢��

国庫負担金 免ﾂﾃ3��

県負担金 迭ﾃS��

職員給食費 鼎Cr�

保育料 ﾃSモ��

日本スポーツ振興センター災害共済掛け金保護者 途�

合計 �#�ﾃc���

支出項目 仞ｧ｢��

給料 ﾃ##2���

職員手当等 RﾃC2���

共済費 澱ﾃb��

賃金 ﾃC2����

報償費 鼎b�

旅費 澱縒�

需用費 釘ﾃc��

役務費 �3���

委託料 32��

使用料及び貸借料 唐�

負担金補助及び交付金 田2�

公課費 涛R�

合計 田づ3���

(出所)福島県鮫川材(2004)前掲資料より作成｡

鮫川保育所と渡瀬保育所の負担状態は表4-21となる｡こどもの人数が少ない渡瀬保育園

の一般財源が鮫川保育園と比較すると多いことがわかる｡

表4･21 2003年度鮫川保育所と渡瀬保育所の負担状態

(単位:千円)

国庫補助金 侈yX8ｾ保育所使 用料 傚H?ﾂR醜ｸｹ丑ⅲｧxﾕｨﾉ(ﾔ｢一般財源 倡因xﾇb������������

鮫川保育園 bﾃc8,OL30 免ﾂﾃﾃ660. 鼎津85,683 ���������

渡瀬保育園 免ﾂﾃ3停5,5.19 ﾃR繝454 鼎rﾃC268,030 ������

合計 rﾃ13,549 RﾃC#r1,114 涛bﾃS#2153,713 ��������

 (出所)福島県鮫川村(2004)前掲資料より作成.
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鮫川幼稚園は5歳児のみ37名2クラス50の幼稚園である｡鮫川幼稚園の収入は入園料3

万7千円､授業料(保育料) 72万6千円､保育園就園奨励費5万7千円､その他が9千円､

合計82万9千円である｡支出は人件費が2,732万9･千円(90.6%)､その他が282万5千

円(9.4%)である｡一般財源2,932万5千円と財源の97.3%を占めている｡人件費につい

ては､幼稚園の運営に対し､園長､教頭､教諭各1名､臨時教諭2人と多くの職員がいる

ため､支出の9割となる｡収入については､幼稚園の保育料が月3千円と定額であるため､

保護者負担割合は2.5%51と非常に低い｡ (表4-22参照)

(単位:千円)

表4･22　2003年度鮫川幼稚園の収支

収入項目 仞ｧ｢��

入園料 r��

授業料 都#b�

保育園就園奨励費(国庫補助) 鉄r�
日本スポーツ振興センター災害共済掛け金保護者 湯�

合計 塔#�

支出項目 仞ｧ｢��

給料 免ﾂﾃcCB�

職員手当等 澱ﾃsR��

共済費 ﾃcCb��

貸金 澱ﾃ3#B�

報償費 ��C��

旅費 鉄r�

需用費 ﾃcS��

役務費 ��s��

委託料 �#���

使用料及び賃貸料 2��

工事請負費 鉄B�

備品購入費 #B��

負担金補助及び交付金 鈳�

公課費 田2�

合計 ﾃSB����

(出所)福島県鮫川杵(2004)前掲資料より作成｡

鮫川保育園のこども-人当たりのコストは､ 1歳児193万8千円､2歳児160万6千円､

歳児83万9千円､ 4･5歳児85万6千円､渡瀬保育園は0歳332万3千円､ 1歳児223

万円､ 2歳児244万8千円､ 3･4歳児152万2千円となり､こどもの年齢が小さいほど金

50幼稚園は､ 1クラス35名となっている｡

51保育料と入園料を含んだ金額を保護者負担とした｡
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額が高いが､渡瀬保育園は施設としてこどもの数が少ないため同じ年齢でも､一人あたり

のコストが鮫川保育園よりも高額となる｡ 2歳児については84万2千円､ 3歳児では68万

3千円も高くなっているo鮫川幼稚園のこども-人当たりの総コストは､年間81万5千円､

純コスト79万3千円となるが､保育園の子ども-人当たりのコストと比較すると低い金額

となる｡ (表4･23参照)

表4･23　鮫川保育園､渡瀬保育園と鮫川幼稚園の-人当たりのコスト

(単位:千円)

年齢 倅ﾉﾉ]ｸ支渡瀬保育園 倅ﾉﾉv9'H������

0歳児 3,323 ��

1歳児 ﾃ2,230 ����

2歳児 ﾃcb2,448 ����

3歳児 塔31,522 ��

4歳児 塔Sb��

5歳児 塔R���

(出所)福島県鮫川村(2004)前掲資料より算出｡

さめがわこどもセンター-移行してからも､省庁の縦割りにおける財政部分での縦割り

も残っているため､収支はさめがわこどもセンターの保育園部分と幼稚園部分にわかれて

記載されている.さめがわ保育園の2005年度の収支は､三位一体改革後のため､国庫負担

金と県負担金は産休代替要員等の費用のみとなり､国庫負担金20万2千円､県負担金10

万1千円､保育料1,882万6千円､その他101万2千円､合計2,014万1千円である｡支

出は､人件費1億1,929万(91.9%)､その他1,047万5千円である｡地方交付税を含んだ

自治体負担額は1億962万4千円(84.5%)､保護者負担14.5%､その他1%となる｡ (表4･24

参照)

さめがわこどもセンターの幼稚園部分の収入は､入園料･保育料･預かり保育合計224万4

千円､給食費(園児分) 165万1千円､その他28万千円である｡支出は､人件費2,108

万円(90.6%)､需要費(教材等の消耗品) 203万2千円(8.7%)､となる｡自治体負担分1,910

万(82･1%)､保護者負担分389万5千円(16･7%)､ほか1･2%となるo (表4-25参照)保育園

と幼稚園で異なるのは､幼稚園は､給食費が別建てで支払うことになっているが､保育園

は保育料に含まれている点である｡
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表4･24　2005年度さめがわこどもセンター収支(保育園部分)

(単位:千円)

収入項目 仞ｧ｢��

国庫負担金 ""��

県負担金 �����

保育料 やﾃbb��

職員給食費 涛ィ�

日本スポーツ振興センター災害共済掛け金保護者 �#��

合計 �#�ﾃ�C��

支出項目 仞ｧ｢��

給料 田2ﾃc#�

職員手当等 津Cs"��

共済費 Bﾃs#"��

賃金 免ﾂﾃCc�

報償費 田2�

需用費 ﾃ#コ���

役務費 2��

負担金補助及び交付金 BB��

合計 #津scR��

(出所)福島県鮫川村(2006) 『平成17年度一般会計特別会計歳入歳出決算書』より作成｡

さめがわこどもセンターのこども-人当たりのコストは､保育園0歳児296万円､ 1歳

児179万4千円､ 2歳児167万2千円､ 3歳児71万4千円､ 4歳児69万4千円､幼稚園5

歳児は58万2千円となる｡こどもの年齢が小さいほど､保育士の配置基準のため高くなる｡

幼稚園については､保育園の4歳児と比較しても11万2千円と低額52である｡旧保育園(2

園)と旧幼稚園の年齢別こども-人当たりのコストと比較すると､ 0･ 1､ 3-5歳児はセン

ター-移行してからの方が低額となり､ 2歳児については､こどもの人数により保育士の配

置数がことなるため､少し高くなっている｡総合的に､こどもセンター-移行してからの

方がこども年齢別一人あたりのコストは低くなったのである｡ (表4･26参照)

理由は､保育園施設2つを1つの施設としてこどもを集約､その効果として保育土の配

置数が少なくなる｡保育所2つと幼稚園1つを1つの総合施設にし､管理職を6名から2

こ縮小できる0 2003年度と2005年度の職員配置については､園長が2名-1名､保育

士10名-9名､調理員3名-2名に減少したが､栄養士が0名-1名に増加した結果､全

5_2保育園の4歳児はこども30人に保育士1人配置であるが､幼稚園の場合は-クラス35

人である｡
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体で正規職員2名減となった｡さらに施設の管理費が一つとなったためである｡

表4･25　2005年度さめがわこどもセンター収支(幼稚園部分)

(単位:千円)

収入項目 仞ｧ｢��

入園料 鼎��

授業料 ﾃsc���

保育園就園奨励費(国庫補助) B��

預かり保育 鼎CB�

給食費(幼稚園児) ﾃcS���

給食費(職員). 3r��

日本スポーツ振興センター災害共済掛け金保護者 ����

合計 釘ﾃsb��

支出項目 仞ｧ｢��

給料 ��"ﾃ�#��

職員手当等 迭ﾃS��

共済費 ﾃcS��

報償費 ""��

需用費 ﾃ3"���

役務費 鈓�

負担金補助及び交付金 2��

合計 2ﾃ#sb��

(出所)福島県鮫川村(2006)前掲資料より作成｡

表4･26　2005年度さめがわこどもセンターの年齢別こども-人当たりのコスト

(単位:千円)

年齢 兢ｸ支幼稚囲 ��

0歳児 ﾃ田 ���

1歳児 ﾃs釘 ��

2歳児 ﾃcs" ��

3歳児 都B ��

4歳児 田釘 �

5歳児 582 �

(出所)福島県鮫川村(2006)前掲資料より算出｡

次に､旧保育園､旧幼稚園とこどもセンターの支出と保育料収入等を比べると､表4･27

となる｡保育園を1施設に集約した効果により支出は､2,394万8千円減少､保育料収入は､
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低年齢児を入れたことにより339万9千円増加した｡幼稚園については､預かり保育を開

始し､給食の提供を始めたため76万3千円から389万5千円と増加し､ 313万2千円増加

した｡支出については､人件費以外の管理費が減少した｡施設の集約による管理費の減少

と職員の配置の見直し等により支出は減少､乳幼児の受け入れと､幼稚園の預かり保育と

給食の開始により保育料等収入が増加し､自治体の負担も減少した｡

表4･27　旧保育園･旧幼稚園とこどもセンターの支出合計と保育料収入

(単位:千円)

)

)

保育園 剽c稚固 剄ｷし引き 

保育料収入 倡因xﾇb保育料収入 倡因xﾇb����

H15(鮫川.渡瀬保育園+鮫川幼稚園) RﾃC#r153,713 都c230,154 crﾃcsr�����

H17(鮫川保育園十鮫川幼稚園) づb129,76.5 ﾃゅ迭28,276 3ﾃ3#���������

(出所)福島県鮫川村(2004 ･ 2006) 『平成15 ･ 17年度一般会計特別会計歳入歳出決算書』

をもとに算出｡

⑤　こどもセンターの効果と地域再生計画の恩恵

鮫川杵は､旧保育園と旧幼稚園の職員は､保育士と幼稚園免許の両方を持っている者を

従来から採用してきた｡保育園と幼稚園の職員配置も定期的に行い人事交流を図ってきた

ため､幼保一体化施設-移行した際の両者間の処遇の違いや勤務時間等を巡る問題は起こ

らなかったことは､連携-の大きな基盤となっている｡

現場からの発信と新村長の行革の時期が重なり､急ピッチに幼保一体化施設の開所に至

った点は､地域のニーズに貢献しただけでなく､財政の効率化にも貢献した.施設を開所

の際に､リニューアル億を利用でき､さらに既に交付を受けた補助金53の返却が不要となっ

た点は､地域再生計画の恩恵を最大限に生かせた事例である｡過疎地が幼保一体化施設を

開所する場合､こどもを集約して財政的効果を狙ったとしても､保育士と幼稚園教諭の連

携や保育料等の決定により､財政的効果があるとは限らない｡鮫川村は､両者の連携と役

所の方が鮫川村のケースにみあった地域再生計画を見つけ､大きな効果を生み出した｡

⑥　結果

公立保育所2園と公立幼稚園1園がもとからあった自治体が､幼保一体化施設を開所し

53小学校の施設に対する補助金である.
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た場合､子どもたちが集約されるため､保育士の配置も従来よりも少なくて済むことがわ

かった｡さらに､全ての子どもが5歳児になると幼稚園児となり､幼稚園児が増え､預か

り保育が開始されたため､幼稚園は保育料収入が増加した54｡幼稚園､保育所単体の施設の

時よりも一体化施設となった方が､担任以外の管理職がいらなくなり､管理費についても､

1つの施設に集約され削減された｡

つまり幼保一体化施設となり､幼稚園児(5歳児)の少人数ではなく､保育所の5歳児と

一緒となり､職員(幼稚園教諭と保育士)の配置数が減少された｡保育所2園についても､

集約されたことで､保育士の配置も減少し､管理職やその他の事務等も統合され､人件費

は削減された｡もともと､保育所2園があったため､幼保一体化施設を開所しても､運営

費が増加することはなく､むしろ集約による支出軽減と保育料収入の増加の利点がでたの

である.財政面で幼保一体化施設の開所の運営費を見た場合､既存の施設が何であったか

(幼稚園か保育所か)により影響は大きく異なる｡鮫川村の場合､既存の施設が保育所2

園､幼稚園1園であったことが支出削減と収入増加につながったといえる｡

54幼稚園での給食が開始されたため､幼稚園児に対しては給食費を徴収するため､幼稚園

での収入としては､給食費が加算されるようになった｡
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第2節　都市部の幼保一体化施設

( 1)都市部の幼保一体化施設の目的

都市部では､待機児童の問題が大きく取り上げられ､特に乳幼児保育や1-2歳児の保育

が不足している｡そこで､緊急に対策を講じようとしていたが､東京都は､ 2001年5月に

待機児童の緊急対策として､東京都独自の認証保育制度をつくった｡認可保育所の基準に

達しないが､東京都独自の基準に達するものを東京都として認める認証保育制度55がスター

トし､特に乳幼児保育と13時間時間の保障と駅前保育所等の対策が講じられてきている｡

罪証保育所制度に対し､都市部の幼保一体化施設の運営は､もちろん待機児童対策では

あるが､既存の公立幼稚園の充足率の低下や空き教室の利用し､保育所需要に応え､公立

小学校等の改築や改修時に子育て支援の複合施設として､子育てに関するサービス機能を

追加し､幼保一体化施設を開所するケースが多いo

東京都内の幼保一体化のケースをみると､公立の複合型幼保一体化施設､公立の認定こ

ども園制度を用いた幼保一体化施設､公立が自治体の外郭団体に委託したこども園等形式

はさまざまである｡東京都23区内では､幼保一体化施設というわれるものが､多くできて

おり､ 2002年千代田区のいずみこども園に始まり､多くの自治体で幼保一体化施設の取り

組みが行われている｡特に既存の公立幼稚園の改築や充足率の低下により､保育所の機能

を追加して新たに開所し､既存の小学校等の複合施設に幼稚園と保育所の機能を追加する

場合もある｡ 23区内公立小学校の敷地内に公立幼稚園が併設されているケース56が多いた

め､その土地を活用して保育所機能を追加しているケースが多い0

東京都23区以外については､公立幼稚園をもっていない自治体もあるため､その場合は､

公立の幼保一体化施設は多くみられない.したがって､公立の幼保一体化施設は､公立幼

稚園の充足率の低下や空き教室､施設の老朽化による公共施設の有効活用と保育需要に応

えるものである｡都市部の幼保一体化施設(複合施設)や方式の多様化がみられる｡

そこで本節では､施設の面ゆえの保育の方式やその自治体が抱えている幼保一体化施設

･の課題について取り上げることとする｡事例としては､第3章で述べた初めての公立の幼

や∵デ保一体化施設を開所した大阪府交野市､ 23区内でいち早く幼保連携に取り組んだ千代田区

と自治体内で異なる方式(｢年齢区分型｣ ｢幼保連携並列型｣)を運営している品川区を取り

55謬証保育所制度については､第2章第2節にて説明｡

58幼稚園振興計画による｡
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上げることとする｡

(2)大阪府交野市の幼児園を事例として

一先駆事例､公立幼稚園と公立保育所が全て幼保一体化施設

大阪府交野市あまだのみや幼児園は､第3章でも述べたように1972年4月に開所された

公立の幼保一体化施設で､保育の流れ等については､既に述べているため､この章では財

政分析を行うこととする｡交野市の『事務事業概要実績報告書』及び『歳入歳出決算報告

書』は､公立幼稚園3園分と公立保育園3園分で記載されている｡交野市の公立は全て幼

保一体化施設(あまだのみや･あさひ･くらやま幼児園)であるため､ここでは､交野市

の幼保一体化施設の保育所部分と幼稚園部分の財政分析をすることとする｡

①　交野市の公立保育所の収支について

交野市の保育所と幼稚園の充足率は､第-保育所の91.8%を除けば､残りの2園は100%

を越えているが､幼稚園に関しては､ 63.3%から80.0%の間と充足率は低く､幼稚園の需要

よりも保育所の需要が高いことがわかる｡ (表4-28参照)

表　4･28　保育所の定員と入所数

第1 剔 剔(120) ��

定員 兢ｸ支幼稚固(60) 兢ｸ支#幼稚囲(60) 兢ｸ支#幼稚囲(60)  ������������

0歳 澱 澱～ 途ー ���

1歳 R " ー 宁 ����

2歳 ���� �#B� �#B� 

3哉 r Rー bー  �����

4歳 "15 R22 24 ������

5歳 223 26 21 ��������

合計 デ■38 3"十48 #B45 ��������

充足率 涛繧R63.3% 把R80.0% 破BR75.0%. �������������

(出所)大阪府交野市(2010) 『交野市幼児園概要』より作成｡

交野市の公立保育所の収支報告は､ 『事務事業概要実績報告書』及び『歳入歳出決算報告

書』より表4･29となる｡収入は保育料のみ8,697万円､支出は､人件費(臨時職員を含め

る) 3億8,406万7千円､その他6,422万9千円､合計4億4,829万6千円となり､人件
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費が85.7%も占めている｡保護者負担分は19.4%､自治体負担分が80.6% (自治体持ち出

し分は､ 3億6,132万6千円)となり､国基準に対する市保育料の保護者負担割合は59.7%

となる｡

表4･29　交野市公立保育所の収支報告

(単位:千円)

収入項目 仞ｧ｢��

保育料 塔bﾃ都��

合計 塔bﾃ都��

支出項目 仞ｧ｢��

報酬 鉄2ﾃs2��

給料 3停ﾃ鼎r��

職員手当等 都"ﾃCC2�

共済費 Bﾃ2���

賃金 塔2ﾃc���

報酬費 ��ﾃCs����

旅費 s"��

需用費 鼎ﾃCCや��

役務費 ﾃSR���

委託料 ﾃc2����

使用料及び賃貸料 ﾃc唐��

工事請負費 ﾃcS���

原材料費 B��

備品購入費 �2ﾃ#���

負担金､補助及び交付金 3��

合計 鼎Cづ#澱�

(出所)大阪府交野市(2011) 『事務事業概要実績報告喜一平成21年度』及び交野市(2011)

『歳入歳出決算報告書一平成21年度』より作成.

②　交野市の公立幼稚園の収支について

次に公立幼稚園の収支報告をみると､収入は､入園料5719万5千円､保育料1,145万8

千円､合計1,165万3千円となる｡支出は､人件費6,960万4千円､その他1,575万3千

円､合計8,535万7千円となる｡したがって､入園料を入れた保護者負担分は､ 13.7%､

自治体負担分は86.3% (自治体持ち出し分は7,021万円)となる｡ (表4･30参照)

57入園料は一人2,500円である｡ (1997年度改定)
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表4･30　2009年度交野市第-幼稚園収支

(単位:千円)

支出項目 仞ｧ｢��

入園料 迭R�

保育料 免ﾂﾃCS�

合計 免ﾂﾃcS2�

支出項目 仞ｧ｢��

給料 Bﾃ3����

職員手当等 bﾃ舓��

琴済費 唐ﾃCb��

賃金 ﾃcɣ����

報酬費 塔���

旅費 鼎2�

需用費 ﾃS3��

役務費 鉄cb�

委託料 唐ﾃcr��

使用料及び賃貸料 ﾃcsR��

原材料費 R��

備品購入費 涛#"�

負担金､稀助及び交付金 舃��

合計 塔Rﾃ3Sr�

(出所)大阪府交野市(2011) 『事務事業概要実績報告書一平成21年度』及び大阪府交野

市(2011) 『歳入歳出決算報告喜一平成21年度』より作成｡

③　一人あたりのコストについて

一人あたりのコストを『事務事業概要実績報告書一平成21年度』及び『歳入歳出決算報

告書一平成21年度』､ 『交野市幼児園概要』より算出すると､表4･31となる｡保育所は､0

歳児が215万6千円､ 1歳児が114万円､ 2歳児が108万8千円､ 3歳児が75万9千円､

4歳児が61万5千円､ 5歳児が69万円と.なり､こどもの年齢が小さいほど保育士配置基準

の影響で高くなる58｡保育所に比べて幼稚園は61万5千円と低く､幼稚園は-クラス35

人までのため､幼稚園の充足率が高ければ､一人あたりのコストはさらに低くなる｡

58 5歳児については､ 4歳児よりも入所者が少なかったため､金額が高くなった0
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表4-31こども一人あたりのコスト(2009年度)

保育園 况9'H股�

0歳児 ﾃSb ���

1歳児 ﾃC ����

2歳児 ﾃゅ  ��

3歳児 都S �

4歳児 田R616 ��

5歳児 田616 ��

(出所)交野市(2010) 『主要な施策の成果』より算出o

④　あまだのみや幼児園からみえてくるもの

交野市は､保育所と幼稚園を開設した当初1972年から､幼保一体化施設を開所した所に

特徴がある｡第3章で先述した北須磨保育センターを手本とし､開所当時から幼保一体化

施設であった点も､多聞台方式のような解体という結果に至らず､現在までも運営されて

いる由縁である｡開所当時は､大阪府より指導を受け､保育所と幼稚園の施設の区分を明

確にし､保育士と幼稚園教員免許の両方を持った者を採用､給与体系も同じとした点は､

スムーズな運営をさらに後押しした｡

保育所と幼稚園が一緒であるメリットとしては､異年齢交流と集団保育を可能にし､地

域のこどもたちの就学前教育･保育を一元化することにより､スムーズな小学校-の移行

を促すこと言うまでもない｡

保育園児と幼稚園児の両方いる4･5年齢の場合は､年齢ごとに保育士配置基準もしくは､

幼稚園配置基準を満たしていれば､ 1名で足りる｡しかし､制度上､2つの施設に対する申

請をしなければならないため､幼稚園教諭と保育士の各1名が必要となる｡

交野市は､幼保一体化施設として､保育所と幼稚園を運営しているが､幼稚園のみを考

えると充足率が低いため､単体で事業を運営した場合､財政効率が悪く継続の有無が問わ

れ､統廃合される場合もありうる｡女性の就労率が増加し､保育需要が多い現在において

は､公立の幼稚園の円滑な運営(人材の利用と財政の効率)には､幼稚園と保育所を一体

化した施設とする傾向が多い｡

交野市はその先行事例であるが､省庁の縦割りと制度の弊害は､現在もなお開所当時と

同様であり､変わらない｡小泉政権が行った構造改革特区で､幼保一体化施設の運営は増

加し､地方の運営しやすい方法がとられつつあるが､地域の実情に応じた運営方法につい

ては､緩和され､現場は試行錯誤して運営しているが､財政面では何の変わりがないのが
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現状である｡地方は既存の制度に措らわれず､試行錯誤して運営方法を探っているが､国

の制度は一向にして変革がない｡つまり､ 2つの省庁による権限は､幼保一体化運営と今後

の日本の就学前教育･保育の在り方に大きく横たわっている｡

(3)東京都千代田区いずみこども園を事例として-年齢区分方式と｢要保育｣の緩和

①　開所の背景

東京都内の複合施設型幼保一体化施設として最初に始めたのは､ 2002年千代田区いずみ

こども園である｡いずみこども園は小学校､区民図書室､学童保育室などが同居する複合

施設｢千代田パークサイドプラザ｣内に設置されている｡

1970年代後半､老朽化した区立佐久間小学校･幼稚園の改築に際して､かねてから保育

所設置の要望が多く､保育所の建設が検討された｡しかし､新規の公共施設用地の確保が

困難であり､保育所建設地がみつからなかったため､施設の有効活用が考えられた｡そこ

で1987年千代田パークサイドプラザが竣工した際に､区立佐久間幼稚囲(3歳児より)と

区立いずみ保育園(3歳児未満児のみ)を併設59した｡建物内に幼稚園と保育所の双方に必

要な基準敷地面積が十分でなかったため､保育所は0歳児～2歳児､幼稚園は､ 3歳児～5

歳児とした｡ 3歳児になると全員が幼稚園児となり､家庭の就労状況に応じて保育時間を一

般課程と長時間保育にわけて､選択できるよう｢年齢区分方式｣にした｡

｢年齢区分方式｣は､保育･教育現場の先駆的な事例として捉えられ､幼稚園の長時間

保育-の希望者が増加した｡千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課

(2008)60によれば､ ｢年齢区分方式｣の成果として､ ①施設の複合化により､給食の共同調

理や園庭の共同利用､ ②幼児数の少ない地域でも､集団生活の中で人との関わりを持つ力

を育成するために必要な一定の幼児が確保できる､ ③保護者の就労形態等が変化した場合､

継続して幼稚園教育を受けられることをあげている｡

その反面､既存する文部科学省と厚生労働省の所管による制度上の違いにより､次の課

題が浮上した｡ ①年齢により幼稚園と保育所を区別しているため､一貫した方針に基づく

継続した保育ができない､ ②法的な制約等から施設を分離した結果､職員や園児の交流が

59小学校･幼稚園･保育園･温水プール･図書館･児童館的機能が入る複合施設である｡

60千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課(2008)60 『千代田区方幼保一元施

設いずみこども園』｡
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少なくなり､異年齢交流が進まない､ ③異なる制度の中で運営しているため､保育所と幼

稚園の保育時間や保育料が異なり､一体的な運営ができない｡

そこで1997年5月､幼保一体の新たな(仮称)幼児園の創設を構想するために､現状の

年齢区分方式の把握と制度上の比較し､今後の課題等を検討するための｢千代田区教育委

員会のあり方検討会｣を設置した｡さらに表4･32のようにプロジェクト等を設置し､検討

を進めた｡

1999年2月､保護者や学識経験者､公募区民等を構成員として｢幼稚園･保育園の連携

のあり方を考える懇談会｣を設置して､幼稚園と保育園の連携のあり方を検討した｡ 2001

年4月以降は､ ｢幼保一元化はすでに検討の段階でなく､実践の段階にきている｡｣ 61という

石川区長のリーダーシップにより(仮称)こども園開設の検討を開始､同年9月(仮称)

こども園開設準備委員会を立ち上げ､プロジェクトチームを設置した｡同年11月､助役を

室長として｢こども園開設準備室｣を設置した｡同年12月､保護者代表者等が設置した｢い

ずみこども園開設準備協議会｣が設置され､準備を続け2004年4月いずみこども園が創設

されるに至った｡短期間での実施のスピードの速さは､ 1987年より｢年齢区分方式｣を導

入し､検討を重ね､区長の強いリーダーシップ62によるものと考えらえる｡こども園につい

ては教育委員会事務局･こども教育部こども支援課が担当している｡

表4-32　千代田区いずみこども園開所の経緯

年月 ﾙ'R��

1997年5月 y968ｾiv8髦ｻ8支,ﾈﾝﾘ.雲ｸﾉ(檄8,ﾉﾙ'R������

1999年2月 v9'H饐ｸ支,ﾉﾆx,ﾈﾝﾘ.雲ｸ/ﾖﾈ*h.俑y&ｸ檄8,ﾉﾙ'R�������
2001年4月 宙嵎,x.､ｩﾘ,ﾈﾉ(/､ｨ趙���������

20.01年9月 宙嵎,x.､ｩﾘOX効醜橙Y+sｨｮiYI+rﾙ'R��������������

下部組織として~｢(仮称)こ~ども園開設垂鹿プ占■ジL■■主ク■ト卓二ム｣を設置 
2001年11月 +,x.､ｩﾘOX8/ﾙ'ZHo/+x,h+X+ﾒ��������������

2001年12月 *(+ﾘ+,x.､ｩﾘOXｺhｶ8檄8/]ｸﾎﾈ9Uﾈ9ｩﾙ'R��������������
2002年4月 况9]ｸ耳ﾋ8嶌郢ﾚ(*(+ﾘ+,x.8/ﾒ���������

(出所)東京都千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課(2008) 63 『千代田

区方幼保一元施設いずみこども園』､ p.2より作成｡

61安藤裕(2003) ｢幼保一元施設で一貫した乳幼児育成に取り組む-東京都千代田区｣

『Govemance』､ p.260 (2003.5月)

62 ｢幼保一元化｣については､石川区長の選挙公約『千代田区新世紀構想』に記載されて

いた点で影響力も大きかったといえる｡
63千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課(2008) 『千代田区方幼保一元施

設いずみこども園』｡
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②　年齢区分方式と｢要保育｣の緩和

いずみこども園の特徴は､ 2001年12月千代田区立こども園条例を制定64､一貫した乳幼

児育成方針65､保育所入所要件｢保育に欠ける｣を緩和66し､区独自に｢保育を必要とする｣

幼児の受け入れ｢要保育｣枠を設けたことである｡この枠組みにより､ 0-2歳児のみ要保

育児童の枠をつくり､ネグレクトや虐待に迅速に対応できるようにしていたのである｡ ｢要

保育｣枠は､ 0歳児3名､ 1歳児3名､ 2歳児1名を設けている｡ ｢要保育｣枠に関しては､

千代田区独自のものであるため､国と東京都からの補助対象とならない｡したがって､該

当乳幼児に対しては､区が単独で費用負担をしている｡さらに保育時間5パターンの選択67､

管理運営体制の一元化68を行っている｡ (表4･33参照)

表4･33　いずみこども園の定員

短時間児 x鳧ｭH髓俘xﾇb���
保育に欠ける 兢ｸ支/wh+x.��

0歳児 辻9 12 ���

1歳児 辻12 15 ���

2歳児 辻15 16. ���

3歳児 R20 5 ���

4歳児 R20 5 ���

5歳児 R20 5 ���

(出所)東京都千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課(2008)前掲資料
より作成｡

こども園の所管は､子育て推進室と教育委員会に属しており､教員は教育委員会､保育

士は､保健福祉部から辞令がでている｡園長と副園長は､兼務のため､両方から辞令が出

64千代田区立こども園条例を制定､幼稚園･保育園を包含する新しい乳幼児育成施設として

位置づけた｡
65保育所保育指針と幼稚園教育要領を基に､0-5歳児までの一貫した方針に基づくりを行い､

小学校-つなげる｡
66こども園の検討過程では､許可にこだわらず｢保育に欠ける｣を撤廃し､将来的には保

ナ　育土と幼稚園教諭を統一した職種を新設するなどの一元化も考えられていた.しかし､東
京都子育て支援課による｢保育に欠ける｣の条件を撤廃した園には許可はだせないという

見解により､入所要件の緩和を断念し､幼保別々の許可をとることとなったのである｡つ
まり｢保育に欠ける｣としないと保育需要が増えることを恐れた東京都の判断であるとも

える｡
67早朝保育､コアタイム､午後の通常保育､延長保育を組み合わせた5パターンである

68 1人の園長のもと､幼稚園教諭と保育士が専門性を生かし､一体となって運営吸する｡
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ている｡保育料については､こども園以前の和泉幼稚園の時代は､幼稚園の長時間保育と

他の保育園で保育料の格差が出ており､他の保育園と同じ時間を預けても保育料がほとん

どかわらないように設定されている｡

③　5つの保育時間の選択肢

保育時間については､ 7 : 30-19 : 30迄5パターンある｡ 7:30-8 : 40迄が早朝保育と

なり､短時間児と長時間児全員がいる時間をコアタイムといい､ 8:50-13:40･迄をさす｡

その後､ 13 : 50-18 : 30までを通常保育時間といい､その後18 : 30-19 : 30迄を延長保

育と呼んでいる｡したがって､ 0-2歳児の保育園児は長時間児のみのため保育時間は､ 7 :

30-18 : 30 (早朝保育十通常保育)と7 : 30-19 : 30 (早朝保育十通常保育十延長保育)と

8:50-18:30 (通常保育)と8:50-19:30 (通常保育十延長保育)の図4･11でいうと､

A-Dの4つパターンの保育時間を選択することができる｡

3-5歳児は､短時間児と長時間児にわかれている｡短時間児は､コアタイムの8 : 50-

13:40であるが､コアタイムより長く保育を受けたい場合は､通常保育の18 : 30迄可能

となり通常の保育料十預かり保育料を支払うこととなる｡長時間児の場合は､先述した0

-2歳児の4保育時間の中から選ぶことができる｡

保育料については､ 0-2歳児は､他の保育園の保育料と同じである｡3-5歳児は短時間児

長時間児でわかれている｡表4･34をみると3-5･歳児の短時間児は､他の公立幼稚園は毎

月4,000円であるが､いずみこども園は､所得に応じた金額となっており､長時間児の所

得階層(表4-35参照)と同じ区分となっている｡保育料は､ 0-5,500円までで0円を含め

ると9段階の保育料となっている｡ 3-5歳児の長時間児は､ 3-5歳児で所得階層ごとに統

一した金額となっており､保育料と給食費の合算金額が､他の保育園の保育料の金額と同

じになっている｡つまり､他の保育園とあわせていることになる｡
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表4･34　3-5歳児の短時間保育児の保育料

区分 -5歳児 ﾓXﾜ韜合計 ���
保育料 从ｹ丑 ��

生活保護世帯 0 釘ﾃ4,000 �����

前年分の所得税 非課税世帯 瓜ｨｾijYO攣Y)0. 釘ﾃ4,000 ��������������区民税均等割のみ 4,000. 釘ﾃ������

区民税所得割7,000円未満 4,000 釘ﾃ������

区民税所得割7,000円以上 4,000 釘ﾃ������

前年分の所得税 課税世帯 傀ｩ;Sﾃ鈴j)i0 釘ﾃ4,000 ���������

所得税10,501円未満 4,000 釘ﾃ��������

所得税18,700円未満 ﾃ4,000 迭ﾃ���������

所得税37,500円未満 ﾃ4,000 迭篥�������

所得税56,200円未満 ﾃ4,000 澱ﾃ�������

所得税75,000円未満 ﾃc4,000 途ﾃc�������

所得税93,700円未満 釘ﾃ34,000 唐ﾃ3������

所得税127,500円未満 釘ﾃ4,000 唐ﾃ������

所得税127,500円以上 迭ﾃS4,000 湯ﾃS������

(出所)東京都千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課(2008)前掲資料､

p.50

表4･35　3-5歳児の長時間保育児の保育料

区分 -5歳児 ﾓXﾜ韜合計 ���
保育料 从ｹ丑 ��

生活保護世帯 0 途ﾃ7,10.0 �����

前年分の所得税 非課税世帯 瓜ｨｾijYO攣Y)0 途ﾃ7,10.0 ��������������区民税均等割のみ 7,100 途ﾃ������

区民税所得害押,000円未満 7,100 途ﾃ������

区民税所得割7,000円以上 7,100 途ﾃ������

前年分の所得税 課税世帯 傀ｩ;Sﾃ鈴j)i0 途ﾃ7,100 ���������

所得税10,501円未満 7,100 途ﾃ#�������

所得税18,700円未満 ﾃ7,100 湯ﾃ#��������

所得税37,5.00円未満 ﾃs7,100 ﾃ���������

所得税56,200円未満 迭ﾃS7,100 "ﾃc�������

所得税75,000円未満 途ﾃ7,100 Bﾃ#��������

所得税93,700円未満 唐ﾃc7,100 Rﾃs�������

所得税127,500円未満 湯ﾃ7,100. bﾃ�������

所得税127,500円以上 ﾃ7,100 づ����������

(出所)東京都千代田区教育委員会事務局こども･教育部こども支援課(2008)前掲資料､

p.40
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④　異年齢交流が難しい施設による弊害(図4-12参照)

都市部のように土地が少なく狭い地域では､施設の有効活用が重要な視点となる｡特に

幼保一体化施設は0-5歳児のこどもの保育室の確保と職員(幼稚園教諭と保育士)配置は､

短時間児と長時間児の交流や異年齢交流に大切な条件となる｡

いずみこども園は､ ｢千代田パークサイドプラザ｣内にある｡こども園部分は､地下1階

に調理室､1階に2-5歳の保育室､ 2階に0･ 1歳児の保育室がある｡ 2歳児については､ 1

階の玄関ホールの外側の端に保育室があるため､同じフロアーでも2歳児のみ別枠となり､

他の年齢のこともと会う機会は少ない｡ 0･ 1歳児については､ 2階であるが､これは3-5

歳児のフロアーから階段を使って歩くことはできず､ 2歳児の保育室外の階段をったい上が

ることになっているため､交流は難しい｡

以上のように施設の都合上､フロアーが同じでも仕切られているため､ 2歳児は0･ 1歳

児3-5歳児とも交流が難しい状況となり､0･1歳児については､フロアーが違い､構造上､

階段が他の年齢のこどもの保育室から行き来することができないため､異年齢交流は難し

い｡しかし､同じフロアーで保育室が近い3-5歳児は異年齢交流がしやすいようになって

いる｡幼保一体化施設といっても､上記のように施設の構造上､幼保一体施設の異年齢交

流を活かすことが難しい場合もある｡
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図4･12　いずみこども園の施設

(出所)東京都千代田区(2010) 『いずみこども園概要』｡

⑤幼稚園教諭と保育士の業務分担の違いについて

幼稚園教諭と保育士の業務分担は､保育時間のシフトや内容､給与体系及び待遇が異な

っている69｡幼稚園教諭については､ 2000年度に都の職員から自治体職員-と変更70になっ

た経緯があるため､幼稚園教諭の方が高い給与体系となっている｡保育士は､残業手当が

つくが､幼稚園教諭はつかないことも2つの職種を隔てているものの-である｡幼稚園教

諭は3-5歳児の短時間児がいる幼児教育の時間であるコアタイムには必ず保育をすること

になっている｡保育士は､ 0-2歳児の保育園児の保育及び3-5歳児の早朝保育-コア時間

-通常保育-延長保育までの時間をシフト制で保育している｡

69東京都内は､幼稚園教諭と保育士の待遇が異なるが､東京都以外の自治体については､

両者の給与体系を同じにしている自治体もある｡ (前述した､群馬県六合村や福島県鮫川村､
があてはまる｡)
70 2000年度までは､幼稚園教諭の給与は､都道府県から支出されていた｡
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開所当初､幼稚園教諭は､コアタイムの時間だけの保育をしていたため､それ以外を保

育士が担当していたが､保育士の負担が多くなるということになり､現在は､幼稚園教諭

も早朝保育とコアタイムまでは見ることとなっている｡

いずみこども園では､ 0-2歳児の担任に保育士､3-5歳児に幼稚園教諭が担任として配

置されている｡子どもたちが､乳児部から幼児部に移行がスムーズにいくように､ 2歳児に

幼稚園教諭､3歳児に保育土を配置している｡その理由としては､職員室が乳児部と幼児部

の施設がわかれているため､同じ施設でありながら､こどもの成長を日々の保育でみるこ

とができない施設構造であるためである｡

都市部のように施設を第一に考えることが多い地域では､このようなことは起こりやす

く､特に複合施設であり､高階層の施設にみられがちなことである.施設として､幼保一

体施設として利用することができるのかを施設面からも考えることが､都市部には検討が

必要である事例であるといえる｡

⑥　欧算書ではひとつに記載されているこども園

こども園の財政運営は､幼稚園と保育園でわかれているが､千代田区ではこども園は､

それぞれ､幼稚園費と保育園費に分かれ､決算書では､他の公立幼稚園と保育園の費用と

込々で出されている｡そのため､幼稚園部分と保育園部分での費用を求めることはできな

い｡したがっていずみこども園全体の費用について分析することとする｡

事務事業コスト状況調査(2007年度)をみると､歳入71歳出72は下記の表4･36､ 4･37の

ようになる｡歳入については､保育料3,083万8,000円と特定財源(一時保育､育休等代

替要員補助金) 39万7,000円の合計3,123万5,000円となる｡歳出については､職員給与

餐(人件費) 1億8,045万4,000円､事務運営費(運営費) 7,148万8,000円､施設管理費

(管理費) 1,695万円となり､歳出合計2億6,888万2,000円となる｡

単純に子ども一人あたりの費用を算出すると､子ども一人あたりの総コスト73は､ 202万

1,000円､一人あたりの純コスト74は､約178万7,000円､一人あたりの職員費は､約135

71歳入については､その他の使用料他(課外クラブ徴収金)を含めていない｡

72歳出については､減価償却費を含めていない｡

73線コストとは､ 1年間にその事業にかかった費用である0

74純コストとは､ 1年間にその事業にかかった費用から､収入(保育料)を差し引いた金

額である｡ (企業会計では､減価償却費と退職給与引当金も差し引く金額に入れるが､本稿

は他の自治体との関連性もあり､公会計制度を導入せず､保育料のみとした｡
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万7,000円であった｡人件費は､ 1億8,045万4,000円で67.1%と多くの比重を占めている

750 (表4･38参照)

表4･36　　こども園の歳入　　(単位:千円)

詳細 俘xﾇb�

特定財源 ｨ鳬]ｸ斯H支ｷ9i^(ｾ397 �������

保育料 30,8.38 �

歳入合計 31,235 �

(出所)東京都千代田区(2008) 『事務事業コスト状況調査(19年度決算)』｡

表4･37　こども園の歳出 (単位:千円)

詳細 合計 �

職員給与費  ﾃCSB����

事務運営費  都ﾃCs���

施設管理費 Y;佰YDﾙN6,681 bﾃ鉄�����

清掃費 ﾃSs ���

保守管理運営費 澱ﾃ#2 ��

維持補修等 ﾃcsR ��

歳出合計  cづャ"���

(出所)東京都千代田区(2008)前掲資料｡

表4･38　こども園の一人あたりのコスト等　　(単位:千円)

コスト単位 宙冷停負担率 �

一人あたりの総コスト ﾃ#" ���

一人あたりの純コスト ﾃsビ ��

一人あたりの職員費 ﾃ3R縒 ��

保護者負担分 ﾃll.5% ����

区負担分 3rﾃcCr88.4% ��

都負担分 偵r0.1% ��

人件費分 ﾃCSB67.1% ���

(出所)東京都千代田区(2008) 『各会計欽算参考書』､ pp.48･243｡

次に負担割合をみると､保護者負担分は､ 3,083万8,000円で11.5%､区負担分は､ 2億

75人件費については､こどもの年令が小さいほど､保育士の配置基準が大きいため､コス

トがかかるが､この場合は､年齢ごとの給与費が出なかった｡そのため､人件費の割合は､

こどもの年令に関係なく､平均となる｡
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3,764万7,000円で88.4%､都負担分76は39万7,000円で0.1%となった｡したがって､区

の負担割合が約9割であり､ほとんど区の持ち出しで事業が運営されていることがわかる｡

⑦　施設面と職員についての課題

千代田区については､都心のため､新規に公共施設の場所を確保することが難しいため､

設置基準の問題で｢年齢区分方式｣が作られた｡保育需要が多かったため､23区内でも早く

から幼保一体化について取組み､2001年12月10日｢千代田区立こども園条例｣を作成し､

一つの施設で継続的に乳幼児教育を行うという基本理念にたち､ 2010年に区内2番目とな

る富士見こども園も開所された｡

しかし､基本理念や理想像がある反面､実際の現場の保育土と幼稚園教諭の連携には､

十分な配慮があるとはいいがたい｡幼保一体化施設は､幼稚園教諭と保育土の連携が運営

上大きな鍵となるにもかかわらず､シフト等は異なることを考えると､両者の本当の意味

での連携と相互理解には繋がらない｡ 2000年幼稚園教諭は都の職員ではなく､自治体の職

員となったわけであるが､その経緯と幼稚園教諭と保育士の初任給等の違い､園長は幼稚

園教諭が行うことも両者を大きくわけているものであるといえる｡

また､敷地の関係から､乳児部と幼児部の施設がわかれており､幼保一体化施設でよく

いわれる効果のひとつである異年齢交流が乳児部と幼児部で行うことが難しいというのが

短所である.都内は､施設確保ありきで幼保一体化施設が開所されることが多いため､理

念があっても､施設の都合により､運用が難しく､現場が混乱する｡さらに､コア時間は

必ず幼稚園教諭が保育するため､正規の保育土が4 ･ 5歳児の担当になれないこと等が保育

士の不満77として出てきている｡幼稚園教諭と保育士の任務分担や連携､幼保一体がどのよ

うな運用方法であれば､こども､職員､保護者にとってもいい方法があるのかを今後模索

する必要がある｡

全国市長会社会文教部(2004) 78によれば､課題として､ ｢法的な制約等から施設を分離

した結果､職員や園児の交流が少なくなり､特に異年齢間の交流が進まない｡｣と指摘して

7▼
76 2004年度の三位一体改革により､保育所運営費の国庫負担金と県負担金は廃止､一般財

源化され､地方交付税の基準財政基準額に算入されることとなったため､都の補助金は､
一時保育や育児休業の代替要員費用等のみとなった｡

77東京都千代田区(2006) 『いずみこども園3年間の実践』明治図書､ p.1120

78全国市長会社会文教部(2004) ｢幼保一元化を見越した先行事例｣ 『市政』､第53巻第7号､

pp.40･51｡

219



いる｡

東京都の幼稚園教諭と保育士の処遇の扱いが異なる以上､本当の意味での連携はむずか

しのではないか｡また､コアタイムの担当については､保育士も研修等を積み重ね担当す

ることができるように､国と都と区が取り組み､本当の意味での一元化をする必要がある

のではないか｡

評価点としては､いずみこども園の保育料設定について､基本方針として｢応能主義､

時間対応､適応負担､公平性､区内の幼稚園･保育園との均衡｣ 79を図り保育料を決めた点

である｡以前の和泉幼稚園時代の幼稚園児の長時間保育が､他の保育園の子どもの保育料

と異なっていたが､この方針を基に保育料設定が他の保育園や幼稚園､預かり保育等の料

金がほぼ同じとなった点である｡また､幼稚園の保護者が就労した場合､幼稚園の特別課

程80の定員があいていれば､継続して同じ幼稚園で保育をうけられる点であるo就労してい

ても幼稚園で教育･保育が受けられる点も評価できる｡

しかし､前述したように現場での幼稚園教諭と保育士の連携がどこまでとれるのか､統

一した意思決定のもと教育･保育を子どもたちに提供することが出来るかが大きな争点で

ある｡

過疎地においては､両者の免許を持っているものを採用しているケースが多いが､東京

都内では､片方の免許取得者を雇用しているケースも多いため､現在の現場にいる両者の

運用について両免許をとれるようにする具体的な制度を国が作る必要がある｡

(4)東京都品川区｢二葉すこやか園｣と｢のびっこ園台場｣を事例として

- ｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣の違いによる弊害

①　待機児童解消のための開所

品川区は2011年度現在､ 4つの幼保一体化施設81を開所している｡区は､急増する待機

児童の解消をめざして､公立の空き教室を利用､改修して保育所の機能をプラスした幼保

一体化施設を開所している｡ 2002年9月品川区立二葉幼稚園の空き教室を回収して二葉つ

ぼみ保育園を開所し､幼稚園と保育所を併設した二葉すこやか園を開所した｡二葉すこや

79東京都千代田区(2006)前掲､ pp.121･1220

80預かり保育｡

81この他に公設民営の幼保一体化施設プリスクール西五反田があるが､ここでは公設公営を

あげることとする｡
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か園は､ 2005年総合施設モデル事業実施国に認定された｡二葉すこやか園の保育の形式は､

｢年齢区分方式｣と呼ばれ､ 0-3歳児を保育所､ 4-5歳児は幼稚園である｡

その後､ 2008年10月区長は2009年度より､ ｢緊急待機児童解消対策｣を実施すること

が決められた｡その際に､品川区では､ 2009年4月､ ｢待機児童数が123名いるが､この

傾向は数年がピークであり､ピーク後の財政を圧迫しないような施策を行う必要がある｡｣

82との主張から､既存の施設や制度を活用し､待機児解消策を実施することとなった｡具体

策としては､保育園の活用と幼稚園の活用と小学校の活用､認証保育所の開設があげられ

ている｡保育園の定員拡大や幼保一体化施設の整備､幼稚園での預かり保育の強化や小学

校の空き教室の利用を行い､保育園の1歳児等の拡充を行う等であり､詳細は表4･39の通

りである｡

表4･39　待機児童対策の具体策

1.保育園の活用 唳]ｸ支齎/ﾜﾉw+ZHｾizy]ｸ支,S#iﾈ,ﾉ.XｦyX/邊�������������

･保育園を幼保一体化施設として整備し､平成22年度は1園で約60人 

の解消を図る 

･通常の認可保育園入園の条件に満たない短時間保育を対象に｢短時 

間就労型保育室｣を区立保育園に増設し､10人の解消を図る 

2.幼稚園の活用 唸ﾋｸﾝﾚH鍼zyv9'H#(c,S鳧ｭH,ﾉv*云ｸ支/邵+ZC��������������
人が利用 

･2010年度は､公.私立幼稚園における預かり保育を強化し､50人 

程度の解消の見込み 

3.小学校の活用 唳]ｸ支Dx髦/I}yｨ,ﾈ抦ｧxﾕｨ,ﾉuﾙuHｻ8,Y]ｸ屍ﾘスﾜ韜ﾘ*(+ﾙ]ｲ��������
育室は1歳児等で活用し､おおはなば待機児解消を行う(25人×2園と 
して50人) 

･品川区が進める子どもが小学校にスムーズに順応できるようにする 

｢保幼小連携｣の新しい形として実施し､学校給食も提供 

4.認証保育所の開設 售(4ｨ､ｩﾘ+ZCsﾈ,ﾈ�������

(出所)東京都品川区(2011) 『事務事業概要』平成23年度版より作成｡

品川区は､公設公営の4つの幼保一体化施設を開所しており､施設類型は年齢区分型と

並列型の2つがある｡年齢区分型は､二葉すこやか園(二葉つぼみ保育園･二葉幼稚園)

と2006年6月開所の北品川すこやか園(北品川第二保育園･御殿山幼稚園)､並列型は､

2010年6月開所のびっこ園台場(台場保育園･台場幼稚園) 2011年6月開所の第一日野

すこやか園(西五反田第二保育園･第一日野幼稚園)である｡

ひとつの自治体の幼保一体化施設で2つの方式を用いているのは､意図したわけではな

82 2009年10月15日に行われた決算特別委員会の区長の総括質疑0
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い｡施設の状況により､2つの運営方法しかできなかったというのが実情であり､前述した

待機児童対策として､既存の施設を使用したためである｡運営方法については､区として

も定まっておらず､過渡期である｡品川区では､今後も保育所の待機児童解消のために保

育所が必要となるが､公立の役割としては､ある程度のことをしてきており､今後は､民

間や認証保育所-シフトせざるをえない状況であると述べている｡

品川区の事例では､年齢区分型と幼保連携並列型の両者の運営方綾等を比較することと

する｡

②　施設面の問題からできた｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣の施設面の問題につい

て

｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣の園舎をみてみることとする0 (図4･13-4･15参

鰭)二葉すこやか園は､品川区立幼稚園の空教室を改修して保育園にし､ 0-3歳児を児童福

祉法に基づく保育園(二葉つぼみ保育園) ､ 4-5歳児を学校教育法に基づく幼稚園(二葉幼稚

園)として二つの園を品川区が統合した施設である｡保育園を1階､幼稚園を2階とし､幼

稚園児が預かり保育をする際は､ 1階の預かり保育の部屋(みんなの部屋)に移動し､保育を

うける｡

｢年齢区分型｣では､保育園の3歳児が4歳児に進級する際に､併設の幼稚園-の入園

を希望する場合は､優先して入園することができる｡幼稚園の預かり保育は､ 7 : 30-19 :

3083 (幼稚園の教育時間を除く)のため､そのまま二葉幼稚園-行くことも可能であるo

大谷(2006)84によれば､幼保総合施設には､ ｢幼稚園中心型｣ ｢保育所中心型｣ ｢統合型｣

の3つがある｡二葉すこやか園は従来の幼稚園に保育所機能を追加し､短時間児が圧倒的

に多く､長時間児が少ないことが特徴である｡短時間児については､長期休暇期間中保育

を受けることができないため､見直しが必要ではないかと述べている｡短時間児と長時間

児の扱いについては大きな課題であり､保護者の幼稚園と保育所に対する認識と現場の考

え方が反映されている｡結局幼保一体化は､待機児童対策である｡

83他の区立幼稚園の預かり保育は､ 17 : 00までであるため､品川区では､長い時間預かり

の保育をしていることとなる｡私立幼稚園については､ 18 : 30まで行っている｡
84大谷由紀子(2006) ｢幼保総合施設を訪ねて｣ 『｢幼保一元化｣と認定こども園』大阪保育

研究所､かもがわ出版｡
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図4･13　二葉すこやか園園舎平面図

!階
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蓋戯蛮風5 

(出所)東京都品川区立二葉幼稚園(2011) 『幼稚園要覧』平成23年度版｡

のびっこ園台場は､ 2006年に幼保一体化施設として開園したo　開園当初は､小学校の敷

地内にある､保育園の1階に幼稚園､2階に保育園があり､二葉すこやか園と同様に｢年齢

区分型｣であった｡ 2010年､台場幼稚園を併設の台場小学校の教室に移動し､台場保育園

の4･5歳児クラスを新しく新設し､ ｢幼保連携並行型J　となった｡

｢幼保連携並列型｣となってから､台場保育園の4･5歳児は減少し､ 2011年度では､ 4歳

児5名､5歳児3名と非常に少ないoそれに比べ台場幼稚園では､4歳児26名(充足率78.79%)､

5歳児33名(充足率94.29%)と高いことがいえる｡

台場幼稚園の園長にヒアリングしたところ､台場保育園(0-3歳児)利用者は､4歳にな

ると台場幼稚園に就園する傾向が多く､保護者が幼児教育を望んでいることが窺えるとい

う｡こうした傾向は､品川区立幼稚園が預かり保育を7:30-19:30まで行っていること

が幼稚園-の就園を可能にしているといえる｡しかし､台場保育園については､4･5L歳児の

人数が少ないため､集団保育が難しいのが抱えている問題である｡したがって､幼稚園の

園児と保育園の園児を幼稚園の教育課程の時間中､一緒に過ごすことも行っている｡しか

し､現状としては全く同じにすることはできないため､夏休み明けて少し落ち着いた頃等

様子をみて､合同にしている｡
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図4-14　のびっこ園台場の園舎平面図(台場保育園)

(出所)東京都品川区(2011) 『のびっこ園台場台場保育園の概要』平成23年度版｡

図4･15　のびっこ園台場の園舎平面図(台場幼稚園)

(出所)東京都品川区(2011) 『台場幼稚園園の概要』平成23年度版｡
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2010年以降､幼稚園が小学校の1階に移動してからは､幼稚園と保育園は建物も異なり､

連携は少なくなったといえる｡例えば､給食については､以前は､幼稚園のこどもも､保

育園でつくる給食を食べていたがなくした｡その理由としては､保育園の定員を増やした

ために､保育園内で作成できる給食数に能力が足りなくなり､出せなくなった点ともう一

つは給食の料金設定である｡

幼稚園における学校給食は固定数であるが､保育園は休んだ日の給食料金を漏らさない

システムとなっているため､両者を一緒にすると事務量が煩雑になるためとのことであっ

た｡また､幼稚園は給与費をとるが､保育園は､保育料込の保育料であるため､金額設定

が異なるため､難しいとのことであった｡

③　二葉すこやか園と公立幼稚園･公立保育園の運営費分析

品川区の幼保一体化施設は､ 『主要施策の成果報告書』に支出面では､幼稚園部分と保育

所部分が一緒に｢幼保一体化施設｣として記載され､収入面(保育料等)は､他の幼稚園

と他の保育所と一緒に記載されている｡そのため歳入面については按分計算する部分もあ

る｡わかりやすくするために品川区が幼保一体化施設を最初に開所した｢二葉すこやか園｣

のみの記載である2005年度決算を用い､二葉すこやか園､その他の公立幼稚園､公立保育

所の運営費について分析することとする｡

二葉すこやか園については､幼稚園と保育所の両方一緒に記載されているため､幼稚園

と保育所別ではなく､幼保合算の金額となる｡他の公立幼稚園･公立保育所については､

全体で記載されているため､人数按分となるため概算となる｡二葉すこやか園は､ 0-3歳

児43名(保育所)､ 4･ 5歳児134名(幼稚囲)と幼稚園児が多い一体化施設としての特徴

をみることとする｡

二葉すこやか園の運営費等は､ ｢教育費｣の中の｢幼稚園費｣に｢二葉幼保一元化施設費｣

として記載され､ 2005年度のみ職員給与費も含まれている｡収入面の保育所保育料は｢負

担金｣の中の｢民生費負担金｣ - ｢保育園保育料｣ - ｢区立｣に記載されている｡延長保

育については､ ｢雅人｣ - ｢各種保育利用料｣ - ｢延長夜間保育｣に記載されている｡幼稚

園の保育料は､ ｢使用料｣ - ｢教育使用料｣ - ｢幼稚園保育料｣として､預かり保育料は先

述の延長保育料と同様に｢各種保育利用料｣ - ｢預かり保育｣に記載されている｡収入面

については､こどもの数にしたがって按分すると､二葉すこやか園の運営費については､

下記の表4･40となる｡
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表4･40　二葉すこやか園の収支

収入項目 仞ｧ｢��

幼稚園入園料 3B��

幼稚園保育料 "ﾃツB��

預かり保育料 ﾃ#B���

保育料 免ﾂﾃSsb�

延長保育 田R��

合計 bﾃ#2���

支出項目 仞ｧ｢��

給与費 都bﾃS��

非常勤報酬費 ﾃ#b����

給食調理台高等 bﾃC3R��

教材費 ﾃ32���

合計 Rﾃ#SB���

(出所)東京都品川区(2005) 『主要な施策の成果報告書　平成17年度』より筆者作成｡

幼稚園に関しては､幼稚園入園料､幼稚園保育料､預かり保育料合計1,402万2千円で

ある｡保育所に関しては､保育園保育料､延長保育料で合計1,219万千円となり､収入合

計が2,621万3千円となる｡支出に関しては､幼保一体化施設合計となり､ 1億1,525万4

千円となる｡したがって､ 8,904万千円が自治体負担となり､保護者負担害恰22.7%､自治

体負担77.3%､､人件費比率は75.3%となった.

品川区内の公立幼稚園(8園)については､ 390人園児が在籍している｡収支については､

収入が4,200万千円､支出が3億9,1017千円となり､保護者負担率10.7%､自治体負担率

89.3%となる｡ (表4･41参照)

公立保育所(37園)については､ 3,084人が入所しており､収入は8億7,438万7千

円､支出､ 73億8,284万9千円､保護者負担率11.8%､自治体負担率88.2%となる｡保護

者負担率と自治体負担率は､公立幼稚園･保育園ともにあまり差異はない｡これは､預か

り保育事業を利用している者が多いため保護者負担が保育所並みとなった｡ (表4･42参照)

しかし､一人あたりのコストを算出すると､区立幼稚園は一人あたりの総コスト100万3L

千円､純コスト89万5千円に対し､公立保育所は一人あたりの総コスト23L9万4千円､純

コスト211万円と非常に多くの費用がかかっている｡ (表4･43参照)
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表4･41品川区の公立幼稚園の収支

収入項目 仞ｧ｢��

幼稚園入園料 3B��

幼稚園保育料 "ﾂ繝cB��

預かり保育科 ��ﾃ��#B�

保育園保育料 免ﾂﾃSsb�

延長保育料 田R��

合計 bﾃ#2���

(出所)東京都品川区(2005)前掲資料より作成｡

それに対して､二葉すこやか園をみると85､ -人あたりの総コスト65万千円､一人あた

りの純コスト50万3千円と公立幼稚園よりも低い費用であることがわかった｡これは4･

5歳児の幼稚園児に対しては35人に1人の保育者である点と二葉すこやか園は､園児が134

名と多く(4クラス)他の公立幼稚園の規模の2倍である｡収容人数に対する保育者数と管

理部分に関するものが少なくなることが影響として出ている｡

表4･42　品川区の公立保育所の収支

収入項目 仞ｧ｢��

保育料 塔3ﾃ#sR��

延長保育 的=C"���

合計 塔sBﾃ3ビ�

支出項目 仞ｧ｢��

給与費 迭ﾃ#Bﾃc���

維持管理費 田#ﾃ#C���

健康管理費 鼎rﾃcC��

基本保育事業費(保育土臨時.産休代替含む) ﾃS3Rﾃsc"��

特別保育 迭ﾃS"���

その他事業費 澱纈篥s��

賄費システム等運用経費 づc2���

事務費 "ﾃsィ��

合計 途ﾃ3ﾃイ��

(出所)東京都品川区(2005)前掲資料より作成｡

85自治体の公表資料上は､幼稚園と保育所利用者の平均値しか出せない｡
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人件費は､ 0-3歳児と低年齢児を扱っているため､保育士配置基準による影響が人件費

に大きく影響がでた｡保護者負担率が公立幼稚園･保育所よりも高く､約2倍のポイント

である点は､二葉すこやか園177名のうち､ 134人も占める幼稚園児による預かり保育事

業の利用者数の多さが反映している｡品川区では､幼稚園の預かり保育を19 : 30まで行っ

ているため､ 4 ･ 5歳児の保護者は預かり保育を利用すれば保育所を利用しなくても済む場

合もある｡

表4･43

区分 佰izyv9'H公立保育園 wH+x+.(*��������8園 x合築  ��

390人 ﾃオﾂ幼134人､保43人 ����

人件費率(%) 都bR75.8% 都RR����

保護者負担率(%) 縒Rll.8% "縒R�����

自治体負担率(%) 塔偵2R8.8.2% 都rR���

一人あたりの総コスト(千円) ﾃ22,394 田S������

一人あたりの純コスト(千円) 塔迭2,110 鉄2���

(出所)品川区(2005)前掲資料より算出｡

④　職員について

2000年度より､幼稚園教諭は都の職員から､自治体の職員となった｡ 2005年度に幼稚園

部門も保育課の管轄となったが､人事権は教育委員会のままである｡したがって､幼稚園

教諭と保育士の給与体系は異なる86｡幼稚園教諭と保育士の勤務時間については､幼稚園教

諭は､ 7:45-16:45で､保育時間の9:00-14:00まではいるようになっている｡保育

士は､ 7:30-22 :00まで9シフトで組まれている｡幼稚園教諭は､残業代が出ないが､

保育土は出ることも違いのひとつであり､千代田区と同様である｡

⑤　運営方式の違いからくる幼保一体化施設の弊害

品川区は､二葉すこやか園開所の後､ 2006年6月に｢のびっこ園台場｣を｢年齢区分型｣

で開所した後､ 2010年9月より｢幼保連携並行型｣ -方式を変更した｡ 2010年6月｢第

一日野すこやか園｣を品川区初の｢幼保連携並列型｣を導入､ 2011年6月｢北品川すこや

8¢平成24年度採用予定の幼稚園教諭の初任給は､短大卒が175,700円､大学卒が193,000

円､保育土の初任給は短大卒185,600円であり､大卒の規定はない｡
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か園｣を｢年齢区分型｣で運営している｡このように同じ自治体内で運営方法がことなっ

ている理由は､施設の広さの問題であり待機児童解消対策が前述した通り､既存の施設を

利用する方法を主にとっているためである｡つまり最低基準をみたす施設を作れるか､作

れないかで｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣にわけられてしまったのである｡どちら

の方法が地域のこどもにとってよいのかは､品川区自体が､幼保一体化施設の運営におい

て過渡期であるといえる｡

また品川区の待機児童対策を支えているのは､幼稚園の預かり保育を19 : 30までと遅く

まで行っているため､幼稚園が4･5歳児の保育需要の受け皿になっているといえるo　しか

し､幼稚園児は給食を出さない等､幼保一体化といえども課題は大きく､施設により運営

方法が異なることも､現場の職員に工夫をさせており､自治体として就学前教育･保育の

一元化やこどもの教育に対する平等という考えからは程遠い｡その反面で､幼稚園の預か

り保育事業が､施設全体の費用を抑制し､財政削減には貢献している0
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第3節　小括-過疎地と都市部の違い

本章では､幼保一体化施設の事例を過疎地と都市部にわけ､開所年順に事例を財政分析

した｡自治体により､決算書や収支報告書の作成方法が異なるため､特に都市部において

は分析できる内容に限りがある87のが実情であるが､財政の縦割りについては､過疎地と同

様である｡

過疎地は､急速な少子化による公立幼稚園の充足率低下と乳幼児の保育需要により､既

存の施設を統合し､こどもと職員を集約する幼保一体化施設とするケースが多い｡過疎地

は都市部と異なり､民間の施設がない､もしくは民間の施設が参入することが難しため､

幼保一体化施設にすること-公立幼稚園を残すことを意味する｡幼保一体化施設の場所は､

山中地域の過疎地では通学バス等である程度の時間で往復することができる場所､もしく

は既存の施設(幼稚園と保育所)の中間地点に設置し､地域住民の住居の関係を考慮して

いる｡

また施設は､新規の施設を整備する場合と既存の公共施設88を改築する場合があり､既存

の公共施設の改築は､新規整備よりも費用を大幅に削減し､施設の再利用を行う場合もあ

る｡施設の再利用については､福島県鮫川村のように地域再生計画10402号｢公共施設を

転用する事業-のリニューアル億の措置｣と10801号｢補助金で整備さえた公立学校の廃

校校舎等の転用の弾力化｣を利用し､既存の施設の利用によりリニューアル億を発行した｡

さらに廃校校舎を利用しても既に受けた国庫補助を返却しない2つの利点があった｡

過疎地域は､施設を一体化することにより子どもを集約し､幼稚園と保育所の両方の機

能を可能にし､住民のニーズに応えている｡施設を統合することは､幼稚園教諭や保育士

を分散から集約という形をとり､財政の効率化を図ることも目的の一つにあげられるが､

実際の所は､財政の効率化には直結していないこともわかった｡職員が集約されれば､現

在の多様な保育ニーズに対応するための職員も確保され､長時間保育や地域の子育て支援

センターの役割も担え､子どもの教育･保育､子育て支援全般を幼保一体化施設で担える｡

さらに､地域のこどもの中で幼保一体化施設を利用していないこども89に対するケアにつ

87過疎地は､施設ごとの収支報告書を作成している場合が多いが､都市部は､幼稚園と保

育所部分が込々で計算されていることが多いため､その場合は幼稚園部分と保育所部分に
わけて分析することができない｡
88鮫川村の場合は､廃校になった小学校を利用した｡

89ネグレクトや虐待等が含まれる｡
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いても､幼保一体化施設の職員で把握し､その子どもの入所を促すことができる｡したが

って施設により､分断されずに一つの施設で総合的な子育て支援施設としての機能が可能

となり､地域貢献を果たす役割を担うことができるのである｡

財政の効率化を図る場合には､既存の施設が幼稚園のみであれば､保育所機能を新たに

追加90するため､むしろ費用はかかる｡既存の施設が保育所の場合は､幼稚園機能を追加し

ても､あまり費用は加算されないこともわかった｡幼稚園教諭と保育士のについても､両

方の資格をもっている者が多く､両者の待遇や給与が一緒91であるため､連携が取れている

ことは､運営がスムーズになるため､大いに評価できる｡幼稚園と保育所の縦割りは､国

の制度として残っているが､現場の工夫次第で可能となることがわかった｡

都市部は､行政規模が大きいため､一つの施設の収支報告書を作成していないもしくは､

情報公開されていない場合と決算書にも個別の施設ではなく､公立幼稚園と公立保育所に

含まれているケースが多いo　そのため､一つの施設の詳細な財政分析をするには限界があ

り､幼保一体化施設全体の財政分析となる｡しかし､保育所と幼稚園の財政の縦割りは､

過疎地と同様のシステムである｡都市部では､待機児童解消のために公立幼稚園や公立小

学校の空き教室を利用して､保育施設開所し､公立幼稚園で預かり保育を遅くまで92行い､

保育所の補完的な役割を担わせている｡しかし幼稚園は､乳幼児の保育需要を補完するこ

とはできないため､ 0-3歳児の保育需要にどのように応えていくかが大きな課題となる｡

幼保一体化といっても､施設の場所の確保が重要なため､待機児童対策のための施設利

用が目的である.したがって同じ自治体内で､幼保一体化施設の運営内容が､品川区のよ

うに｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣のように異なるケースもある｡これは､幼稚園

と保育所の施設基準によるもので､都市部による設置基準の確保の難しさが大きな壁であ

ることもわかった｡建物の構造上､異年齢交流が難しく､幼保連携並列型でも幼稚園と保

育所が分断されているケースもあるため､幼保一体化施設の本来のこどもの教育･保育上

の目的とは異なっているケースも多い｡

都市部において､幼稚園教諭と保育土は､別採用であり､幼稚園教諭は教育委員会､保

90乳幼児保育や保育士の配置基準があるため､幼稚園よりも費用がかかる｡

91幼稚園教諭は教員職､保育士は一般職であるが､両者の給与を同額にし､教育委員会で

はなく役所の職員と同じにしている自治体や､採用の時から両者を同様の処遇にしている

自治体が多い｡
92品川区では､全ての幼稚園で預かり保育を短くて18:30まで､一番遅いもので22 : 00

まで行っており､保育所の補完的な役割を担っている｡
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育士は役所の区長部局(市長部局)に属しているケースが多く､片方の免許しか持ってい

ない者も多い｡処遇が異なるため､勤務時間93や研修･研究の有無等94により､両者の連携

を阻害している原因となり､シフトやその他の運営を円滑に行うための連携が取りにくい

部分も多い｡特に東京都は､ 2000年度まで幼稚園教諭は､東京都の職員であった経緯があ

り､市区町村の職員である保育土と東京都の職員であった幼稚園教諭との帝離の一つの要

因である｡幼保一体化施設は､現場の職員の連携と協力､工夫により運営され､幼保一体

化施設の役割である､就学前教育･保育の実現と異年齢交流､地域の子育て支援センター

としての役割に頼っている部分が多いため､今後は､幼稚園教諭と保育士の処遇について､

検討する必要がある｡

都市部における幼保一体化施設の運営については､過疎地よりも地域性や地域のコミュ

ニティによる関わりが少ないため､ ｢地域のこども｣というよりも､ ｢個人の所有物である

子ども｣という意識が高い｡短時間保育と長時間保育の保護者の中で｢地域の子育て支援｣､

｢就学前教育･保育の一体化｣としての幼保一体化施設に対する理解をどう深めるかも課

題である｡

93幼稚園教諭は､残業手当がつかない｡

94幼稚園教諭と保育士では､属する研究会や研修会が異なる｡幼稚園教諭には､研究や研

修を他よりも行っているという自負があり､両者の歩みよりは､研究と研修の平等につな
がる｡先駆的事例でとりあげた北須磨保育センターの｢保育一元化｣の3つの理念の中の

幼稚園教諭と保育士の研究･研修の平等と確保の権利がそれに値する0
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終章　日本の就学前教育･保育の現状と課題

第1節　日本の幼保一元化

1990年代から始まった幼稚園と保育所の共用化を発端に､2003年に始まった小泉政権下

における構造改革特区において､幼保一体化施設の開所は少しずつ増加していった｡幼保

一体化施設の開所は､過疎地域の主なニーズに対応することを可能にし､都市部の待機児

童対策としての役割も一部担うようになってきている｡

(1)　幼保一元化の重要性

幼保一体化施設の開所については､親の就労にかかわりなく子どもに同じ教育･保育を

受ける権利と女性の就労支援の一環としての視点､地方財政の悪化による効率化の視点が

あげられる｡しかしその背景には､現代の急速な少子化や幼稚園の充足率の低下､老朽化

した施設の統廃合､公立小学校や公立幼稚園の空き教室の再利用等のとりまく事情があげ

られる｡

この現代の状況下において､幼保一体化施設の開所が広がっているが､本来､就学前教

育･保育を日本がどのようにしていくのかが重要な課題となる｡日本では､就学前教育･

保育は義務教育ではなく､幼稚園と保育所､省庁は文部省(現在の文部科学省)と厚生省

(現在の厚生労働省)と二元化されていたため､軽視されてきた｡それは日本の社会保障

に対する子育てに関わる財政支出､文部科学省の幼児教育費に対する費用を見れば一目瞭

然である｡しかし､就学前教育･保育は､小学校から始まる義務教育の導入基盤となる重

要な時期であることは言うまでもない｡日本でも近年､幼稚園と小学校の連携が図られる

ようになってきており､学校同士の連携は始まりつつあるも､保育と小学校の連携は幼稚

園よりもとられていないケースが多い｡

世界の主流からすれば､こどもは次世代を担う重要な人材であり､ ｢子どもは社会で育て

る｣という概念が､ OECD諸国をはじめとする北欧諸国が出生率の上昇や人的投資を行っ

ており､女性の労働力を活用している国が､公共財として子どもに対するEducation and

Care　を行っている｡

近年日本でも｢子どもは社会で育てる｣というスローガンを掲げる場合もあるが､我が

国の子育て支援施策は､就労条件の緩和等は行われず､急激な人口減少と女性就労による

保育需要対策が主で､長時間保育や多様な保育を効率的に提供するという観点からのみ行
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われていることが多い｡子ども･子育て､男女の就労支援､家族政策と包括的な政策では

なく､個々の政策のみが主張され､リンクされていないため､効果は兄いだせていない｡

子どもを人的資源と捉え､包括的な政策と財政支援が必要とされる｡

OECD (2011) 1では､乳幼児の保育をECEC2と呼び､ ECECを行うことが女性支援-

の参加を保障するだけではなく､乳幼児期の発達が人間の学習と発達の基礎形成段階であ

ると捉えている｡親やコミュニティを支え､社会面雇用面の効果的な対策がされる場合に

は､乳幼児のプルグラムをつくることが､すべての子どもが人生を公平にスタートするの

に役立ち､教育の平等と社会的統合に寄与すると述べている｡

OECDは､ 0-6歳を対象とする乳幼児サービスの統合を強化するために､ ①中央レベル

での協調的な政策枠組み､ ②主管省庁の指定､ ③中央レベルと地方分権レベルの協調､ ㊨

改革-の協調的参加アプローチ､ ⑤地方レベルサービス･専門家･親の連携をあげている｡

①中央レベルでの協調的な政策枠組みについては､日本の中央と地方の関係は､長い間

上下関係のもとで行われ､国は財源と権限､さらに規制をかけて地方公共団体を管理して

きた経緯がある｡地方分権化といわれても､現在の日本の地方分権化は､規制を緩和し､

財源を手渡さない､渡したとしても財源の金額は､国のさじ加減であるには変わりはない｡

第1章で述べた通り我が国は､国と地方との関係が協調的な国ではない｡したがって国が

財源を握るため､省庁が握る補助金や交付金の存在は大きく､しかも権限が大きい｡その

ため就学前教育･保育の管轄である文部科学省と厚生労働省はお互いの管理している幼稚

園と保育所を手放さない｡しかも保育所については民営保育所運営費補助金が残っている

為､その資金源は大きい｡

②主管省庁の指定については､主管省庁の指定については､民主党は当初省庁の一元化

を考え｢こども家庭省｣ (仮称)としていたが､子ども･子育て新システム検討会議の途中

で早くも断念した｡ 3党合意後の修正では､日本の就学前教育･保育に関する施設の管轄は､

文部科学省､厚生労働省､内閣府の3つとなり､かえって複雑になってしまった｡

③中央レベルと地方分権レベルの協調については､現行の保育制度は､中央レベルから

地方レベル-の責任と権限を渡しても､財源は渡さない､もしくは渡すとしてもその財源

の根拠等が不透明な場合が多い｡

④改革-の協調的参加アプローチについて政府は､大きな指導的役割を果たし､地域及

1 OECD(2011)前掲｡

2 Early Childhood Education and Careをさす0
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び地方自治体､企業代表者市民団体組織､地域コミュニティのグループが､包括的な参加

型の方法により､多様な視点に基づいた意思決定をくみ上げることが理想である｡例えば､

第4章第1節で扱った六合こども園は､住民にアンケートをとり､住民と話し合い､住民

のニーズに沿う方法として､構造改革特区を用いた幼保一体化施設を開所したo　さめがわ

こどもセンターは､住民からの相談に現場の先生方が寄り添い作成した､幼保一体の施設

の構想が､新村長の改革と一致し､役所との連携で幼保一体化施設を開所した｡

しかし､ ｢子ども･子育て新システム｣にみられるように､社会保障審議会特別部会で既

に話合われていたことが､政権が変わってもそのまま採用され､基本路線は変わらなかっ

た｡これは､現在の日本の政党政治の限界であり､政党の意思や理念がない､もしくはあ

ったとしても官僚の作成したものをそのまま引き継いでいることを意味する｡政党は､政

策を立案する専門のスタッフを用意し､積み上げる必要がある｡

⑤地方レベルサービス･専門家･親の連携については､新システムでは､ ｢子育て支援コ

ーディネーター｣の存在があげられたが､ネットワークとして地域のさまざまな職域の者

と話し合い運営することはだいじである｡しかし､ ｢コーディネーター｣というと現行の介

護保険で行われているものと同じような､サービスの規制を行い､本来のサービスよりも

サービス提供者の意思が先行してしまうイメージで捉えられてしまう0

(2)　幼保一体化施設の成功例

幼保一体化施設の事例については､第3章と第4章で述べてきたが､施設の運営が解体

されるものもあったが､その運営が子どもの教育･保育の一元化と多様な保育ニーズを提

供し､地域貢献を果たしているケースも多い｡ここで本節では､幼保一体化施設の成功事

例をあげ､成功した理由とその内容について1970年代の先行事例､過疎地域､都市部にわ

けて論じこととする｡

① 1970年代開所事例

( i )先駆事例の基本理念と実践方法一北須磨保育センター

1970年代の先行事例としては､北須磨保育センターが､守屋氏の｢保育一元化｣理論に

よる幼保倉築施設の幼保一体化施設の運営を継続している存在が大きいo　北須磨区には開

所当時､乳幼児施設がなかったことが開所のきっかけとなるが､保育の理念をしっかりと

掲げ､ ｢保育一元化｣を実践するための目的と方法の2つを兼ね備えていたといえる.

｢保育一元化｣の3つの平等は､就学前のこどもの保育の平等と女性の労働権の確保､
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保育者の研究と研修の平等の権利である｡方法は､ ①幼保の子どもを差別せず､午睡と帰

宅時間により両者をわけ､保育室を移動させる等の配慮を行い､それを可能にした点､ ②

幼稚園教諭と保育士の処遇と待遇を平等にし､両者の連携と意識を同一にした点､ ③幼稚

園教諭と保育士が共に研究と研修をとおして､保育を行う理念による実践を可能とした点､

④幼稚園教諭と保育士の給与体系と勤務時間の平等があげられる｡

幼稚園教諭と保育士の処遇や待遇が異なる自治体の現場で､幼稚園教諭と保育士の違い

を｢研修､研究をしている者としていない者｣と捉えて､その区別を説明される場合があ

った｡もちろん､自治体によっては､幼稚園教諭と保育士の処遇の違いはあっても､幼保

一体化施設の職員は､合同で研究や研修を行っている施設もあったが､両者の職域の帝離

は大きい自治体もある｡上記の点からも､北須磨保育センターが行ってきた｢保育一元化｣

の理念は､現代の幼保一体化施設の手本となり､都市部の課題を既にクリアしている事例

であるといえる｡

現在の社会情勢と､開所当時の社会情勢は異なるが､北須磨保育センターが地域の住民

のために自治組織として幼稚園と保育所の機能を備えた施設を開所し､地域の乳幼児の子

どもを受け入れたことは､住民自治と子どもの保育を受ける権利､女性の就労する権利を

与えることとなり､大きな功績であり､協調的参加アプローチといえる3｡

しかも幼稚園児と保育園児のこどもの平等について当時の理念､実践方法､地域住民の

自治の概念とシステムを作り上げた点は､現在の地域社会とコミュニティに関しても学ぶ

べき点が多い｡現在は高齢化した地域のための介護施設や地域コミュニティの場を提供し

ており､乳幼児に限らず､地域住民の､協調的参加アプローチを用いて地域住民のニーズ

をかなえているといえる｡

( ii )公立の幼保一体化施設-あまだのみや幼児園

交野市は､保育所と幼稚園を開設した当初1972年から､幼保一体化施設を開所した所に

特徴がある｡北須磨保育センターを手本とし､開所当時から幼保一体化施設であった点も､

多聞台方式のような解体という結果に至らず､現在までも運営されている由縁である｡保

育土と幼稚園教員免許の両方を持った者を採用､給与体系も同じとした点は､スムーズな

3伊藤(2011)は､自治と参加に基づく保育制度改革は､保育制度を統合的な制度として

確立すること｡そして保育に関わる機関や人々との関係を共同的な関係において実現して
いくことが不可欠であると述べている｡ (伊藤(2011) 『保育制度改革と保育施設経営一保

育所経営の理論と実践に関する研究-』風間書房｡)
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運営をさらに後押しした｡

保育所と幼稚園が一緒であるメリットとしては､異年齢交流と集団保育を可能にし､地

域のこどもたちの就学前教育･保育を一元化することにより､スムーズな小学校-の移行

を促すこと言うまでもない｡

交野市は､幼保一体化施設として､保育所と幼稚園を運営しているが､幼稚園のみを考

えると充足率が低いため､単体で事業を運営した場合､財政効率が悪く継続の有無が問わ

れ､統廃合される場合もありうる｡したがって､幼保一体化施設=公立幼稚園の存続を意味

する事例であるとも言いえる｡交野市はその先行事例であるが､現場の努力とは別に､省

庁の縦割りと制度の弊害は､現在もなお開所当時と同様であり､変わってはいない｡つま

り､保育者と子ども保護者と役所(交野市)の努力や協力はあっても､国の制度の縦割り

による弊害は､何ら変わってはいないということである｡

②　構造改革区域法を利用した過疎地の施設

( i )幼稚園機能を残して保育所機能をプラスした幼保一体化施設一六合こども園

六合村4は､急速な少子化と､既存の施設の老朽化で､幼稚園2園を1園にするか､もし

くは新規に保育所を開所するかについて住民との話し合い｢幼児教育を考える集い｣､ ｢幼

稚園教育検討委員会｣をつくった｡アンケート調査等を行い､住民の意思を着たうえで､

構造改革特区ができることとなり､幼保一体化施設開所を決定した自治体である｡構造改

革特区のおかげで､既存の幼稚園機能を残し､保育所機能を追加できたことは､住民自治

を発揮できた大きな事業であった｡

地域の地理面でバス通学等になった子どももいたが､地域の子どもの集団保育､異年齢

交流を可能とした点は､子どもの育ちにとって非常に重要であった｡人口が少なく､山林

平野の自治体にとって､住民のニーズをかなえ､旧幼稚園2園の中間地点にこども園を開

園した点､子どもの教育･保育環境の場を整えた点は､大きな成果であった｡しかし､給

食を外部委託にしたことは､食青が大切であるといわれている現在､施設内の給食づくり

の運営を継続する手段､もしくは財政措置を講ずる方法がなかったのかと疑問が残る｡本

論文の事例の中で唯一､給食の外部委託を行った施設であった｡

旧公立幼稚園2園をこども園にして､保育園の機能を追加したことは親の就労に関係な

く､就学前の幼児教育を提供することとなった｡また旧公立幼稚園と比較して､子どもの

4現在は､合併して中之条町となっている｡
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在籍数が2倍に増加したため､集団保育や異年齢交流をする機会を提供することとなった｡

さらに財政面においては旧幼稚園と広域保育制度の合計支出(2003年度)に比べ長期保育

の場合は､所得階層ごとの保育料のため増収となり､純コストが低くなったためである｡

子どもの就学前教育と自治体運営の両者にとり大きな成果であった｡

( ii )幼稚園児の異年齢交流と集団保育を可能とした幼保一体化施設一白浜幼児園

過疎地である白浜町の幼保一体化5をみた結果､公立幼稚園しかない過疎の町にとっては､

公立幼稚園が公立保育園と統合することにより､施設や職員について効率化するだけでは

なく､幼稚園と保育園の存続を意味することにつながるという面がみえた｡ 5歳児のみを幼

稚園で保育していたため､子どもの減少により､集団とは言い難い保育となっていたため､

幼保一体化施化にし､幼児教育を守りながら､集団保育と異年齢交流を可能にしたo

また､保育園については保育士の臨時職員勤の割合が66.7%と高いため､保育園のコス

トの削減に大きな影響をもたらしていることもわかった｡白浜幼児園の幼稚園教諭と保育

士の連携については､一般行政職と教員職と給与体系が別立てであるが､両職員の初任給

が同額であることも､両者の連携を強化している要素であると考えられる｡

就学前保育が幼稚園､保育園に関係なく､一緒になった点で①子どもに同じ教育･保育

を提供､ ②異年齢交流や集団遊びを可能､ ③保護者同士の交流も可能､ ④就学前年度の幼

児教育を死守したのは､人口の少ない過疎地においては大きな地域貢献の役割を果たした｡

白浜幼児園は､総合モデル事業として先行して開所されたが､認定こども園ではない｡

ヒアリングによれば､幼稚園と保育所の認可は受けている為､あえて評定こども園の申請

をする必要がないとのことであった｡このように幼保連携型の認定こども園となることが

可能であっても申請しない施設もある6｡

(iii)既存の保育所と幼稚園を統合し､廃校の施設を改修し､地域再生法の恩恵を利用

-さめがわこどもセンター

鮫川相は､旧保育園と旧幼稚園の職員は､保育士と幼稚園免許の両方を持っている者を

従来から採用している｡保育園と幼稚園の職員配置も定期的に行い人事交流を図ってきた

5従来より白浜町では､ 0-4歳児は保育所､ 5歳児は幼稚園と年齢でわけており､就学前

教育として､ 5歳児の幼児教育を提供していた｡
6村山(2008)前掲は､認定こども園の認定をうけずに現行制度による共用化のほうが受

難な取り組みができるため､ ｢認定こども園｣にならない施設も少なくないと指摘している｡
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ため､幼保一体化施設-移行した際の両者間の処遇の違いや勤務時間等を巡る問題は起こ

らなかったことは､連携-の大きな基盤となっている｡現場からの発信と新村長の行革の

時期が重なり､急ピッチに幼保一体化施設の開所に至った点は､地域のニーズに貢献した

だけでなく､財政の効率化にも貢献した｡施設を開所の際に､リニューアル億を利用でき､

さらに既に交付を受けた補助金7の返却が不要となった点は､地域再生計画の恩恵を最大限

に生かせた事例である｡鮫川村は､両者の連携と役所の方が鮫川村のケースにみあった地

域再生計画を見つけ､大きな効果を生み出した｡

幼保一体化施設を開所し､子どもたちが集約されるため､保育土の配置も従来よりも少

なくて済むことがわかった｡さらに､全ての子どもが5歳児になると幼稚園児となり､幼

稚園児が増え､預かり保育が開始されたため､幼稚園は保育料収入が増加した8｡幼稚園､

保育所単体の施設の時よりも一体化施設となった方が､担任以外の管理職がいらなくなり､

管理費についても､ 1つの施設に集約され削減された｡保育士の配置も減少し､管理職やそ

の他の事務等も統合され､人件費は削減された｡財政面で幼保一体化施設の開所の運営費

を見た場合､既存の施設が何であったか(幼稚園か保育所か)により影響は大きく異なる

といえる｡鮫川村の場合､既存の施設が保育所2園､幼稚園1園であったことが支出削減

と収入増加につながった例である｡

(3)　幼保一体化施設の課題

①構造改革区域法を利用した都市部の施設

( i )施設と幼稚園教諭と保育士の待遇別による弊害一千代田区いずみこども園

いずみこども園は､2002年東京都内の複合施設型幼保一体化施設として最初に開所され､

｢年齢区分方式｣を導入している｡いずみこども園の特徴は､ ①保育所入所要件､ ②年齢

区分方式と｢要保育｣の緩和､ ③5つの保育時間の選択肢､ ④異年齢交流が難しい施設によ

る弊害､ ⑤幼稚園教諭と保育士の業務分担の違い､ ⑥決算書は一つの施設として計上､ ⑦

施設面と職員についての課題である｡

保育所要件については､ ｢保育に欠ける｣を緩和し､ ｢要保育｣を設け､ネグレクトや虐

待に迅速に対応するようにした｡ 5つの保育時間の選択肢があり､保護者が就労に応じて､

7小学校の施設に対する補助金である｡

8幼稚園での給食が開始されたため､幼稚園児に対しては給食費を徴収するため､幼稚園で

の収入としては､給食費が加算されるようになった｡
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園と相談して決めることが出来るようにした点は､利用者視点であるといえる｡しかし､

都市部特有の施設による弊害が出ている｡例えば､施設の都合上､フロアーが同じでも仕

切られているため､異年齢交流することが難しい｡

幼稚園教諭と保育士の業務分担は､保育時間のシフトや内容､給与体系及び待遇が異な

り､幼稚園教諭は､コア時間を必ず保育することになっている為､ 3-5歳児については､

保育士はその補完の時間を保育することになっている｡また幼稚園教諭については､ 2000

年度に都の職員から自治体職員-と変更9になった経緯があるため､幼稚園教諭の方が高い

給与体系となっている｡保育士は､残業手当がつくが､幼稚園教諭はつかないことも2つ

の職種を隔てているのも要因のひとつである｡

都内は､施設確保ありきで幼保一体化施設が開所されることが多いため､理念があって

も､施設の都合により､運営が難しく､現場が混乱する｡さらに､コア時間は必ず幼稚園

教諭が保育するため､正規の保育士が4 ･ 5歳児の担当になれないこと等が保育士の不満と

なっているo　幼稚園教諭と保育士の任務分担や連携､幼保一体がどのような運用方法であ

れば､こども､職員､保護者にとってもいい方法があるのかを今後模索する必要がある｡

評価点としては､いずみこども園の保育料設定について､基本方針として｢応能主義､

時間対応､適応負担､公平性､区内の幼稚園･保育園との均衡｣を図り保育料を決めた点

である｡以前の和泉幼稚園時代の幼稚園児の長時間保育が､他の保育園の子どもの保育料

と異なっていたが､この方針を基に保育料設定が他の保育園や幼稚園､預かり保育等の料

金がほぼ同じとなった点である｡また､幼稚園の保護者が就労した場合､幼稚園の特別課

程10の定員があいていれば継続して同じ幼稚園で保育をうけられる点である｡就労していて

も幼稚園で教育･保育が受けられる点も評価できる｡

しかし､前述したように現場での幼稚園教諭と保育士の連携がどこまでとれるのか､統

-した意思決定のもと教育･保育を子どもたちに提供することが出来る｣かが大きな争点

である｡

過疎地においては､両者の免許を持っているものを採用しているケースが多いが､東京

都内では､片方の免許取得者を雇用しているケースも多いため､現在の現場にいる両者の

運用について両免許をとれるようにする具体的な制度を国が作る必要がある｡

9 2000年度(平成12)までは､幼稚園教諭の給与は､都道府県から支出されていた｡

10預かり保育｡
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(註)施設立地による｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣の弊害

一品川区｢二葉すこやか園｣と｢のびっこ園台場｣

)

品川区は､ 2011年度に4つの幼保一体化施設11を開所している｡区は､急増する待機児

童の解消をめざして､公立の空き教室を利用､改修して保育所の機能をプラスした幼保一

体化施設を開所している｡ 2002年9月品川区立二葉幼稚園の空き教室を回収して二葉つぼ

み保育園を開所し､幼稚園と保育所を併設した二葉すこやか園を開所した｡二葉すこやか

園は､ 2005年総合施設モデル事業実施園に認定された｡二葉すこやか園の保育の形式は､

｢年齢区分方式｣と呼ばれ､ 0-3歳児を保育所､ 4-5歳児は幼稚園である｡

｢のびっこ台台場｣は､ 2006年に幼保一体化施設として開園した｡開園当初は､小学校

の敷地内にある､保育園の1階に幼稚園､2階に保育園があり､二葉すこやか園と同様に｢年

齢区分型｣であった｡ 2010年､台場幼稚園を併設の台場小学校の教室に移動し､台場保育

園の4･5歳児クラスを新しく新設し､ ｢幼保連携並行型｣となった｡

｢幼保連携並列型｣となってから､台場保育園の4･5歳児は減少し､平成23年度では､ 4

歳児5名､ 5歳児3名と非常に少ない｡それに比べ台場幼稚園では､ 4歳児26名(充足率

78.79%)､5歳児33名(充足率94.29%)と高いことがいえる｡

台場幼稚園の園長にヒアリングしたところ､台場保育園(0-3歳児)利用者は､4歳になると

台場幼稚園に就園する傾向が多く､保護者が幼児教育を望んでいることが窺えるという｡

こうした傾向は､品川区立幼稚園が預かり保育を7: 30-19: 30まで行っていることが幼

稚園-の就園を可能にしているといえる｡しかし､台場保育園については､4･5歳児の人数

が少ないため､集団保育が難しいのが抱えている問題である｡

ひとつの自治体の幼保一体化施設で2つの方式を用いているのは､意図したわけではな

い｡施設の状況により､2つの運営方法しかできなかったというのが実情であり､前述した

待機児童対策として､既存の施設を使用したためである｡運営方法については､区として

も定まっておらず､過渡期である｡品川区では､今後も保育所の待機児童解消のために保

育所が必要となるが､公立の役割としては､ある程度のことをしてきており､今後は､民

間や罪証保育所-シフトせざるをえない状況であると述べている｡

同じ自治体内で運営方法がことなっている理由は､施設の広さの問題であり待機児童解

11この他に公設民営の幼保一体化施設プリスクール西五反田があるが､ここでは公設公営を

あげることとする｡
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消対策が前述した通り､既存の施設を利用する方法を主にとっているためである｡つまり

最低基準をみたす施設を作れるか､作れないかで｢年齢区分型｣と｢幼保連携並列型｣に

わけられてしまったのである｡どちらの方法が地域のこどもにとってよいのかは､品川区

自体が､幼保一体化施設の運営において過渡期であるといえるo

また品川区の待機児童対策を支えているのは､幼稚園の預かり保育を19 : 30までと遅く

まで行っているため､幼稚園が4･5歳児の保育需要の受け皿になっているといえる｡しか

し､幼稚園児は給食を出さない､もしくは幼稚園と保育所で給食費の取り扱いが異なる等､

幼保一体化といえども課題は大きく､施設により運営方法が異なることも､現場の職員に

工夫をさせており､自治体として就学前教育･保育の一元化やこどもの教育に対する平等

という考えからは程遠い｡その反面で､幼稚園の預かり保育事業が､施設全体の費用を抑

制し､財政削減には貢献している｡

(iii)　認定こども園の申請をしない幼保一体化施設

前述したように､構造改革特区で開所された幼保一体化施設は､評定こども園を名乗っ

てはいないが､申請できる内容で施設整備されている｡申請していない理由としては､既

に幼稚園と保育所の認可をそれぞれ取得しているため､あえて認定こども園にする必要は

ないし､特別な財政措置もないからである｡したがって､幼保一体化施設は評定こども園

(幼保連携)にしなくとも､既存の規制改革で十分運営できる12｡

認定こども園を設置する理由として､公立の幼稚園と保育所を再編する仕組みとして､

取り扱われるケースもある｡例えば､新宿区や習志野市等は公立幼稚園と保育所の再編と

民間-の移管を予定している｡

12村山は､ ｢幼稚園と保育所を一体的に運営することは､二元制度の上でも可能であると捉

えた上で､制度の障害となっていることについては､ ｢幼稚園と保育所の施設の共用化等に

関する指針｣で対応し､改善が進んでいると述べている｡｣

村山祐(2008) 『｢子育て支援後進国｣からの脱却～子育て環境格差と幼保一元化･子育て

支援のゆくえ』新読書社｡
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第2節　認定こども園の拡充

3党合意後の｢子ども･子育て関連3法案｣は､ ｢総合こども固法案｣を廃止し､ ｢新た

な幼保連携型認定こども園｣の推進を行うことを決定した｡さらに､認定こども園､幼稚

園､保育所を通した共通の｢施設型給付｣と小規模保育所等-の｢地域型給付｣が創設さ

れることが決まった｡

民間保育所については､現行通り市町村が保育所に委託費を支払い､利用者負担の保育

料徴収も行うことはそのままとされた｡ ｢地域型給付｣については､小規模保育事業､家庭

的保育事業､居宅訪問型保育事業､事業所内保育事業が含まれ､認可外保育所にも給付が

行われることとなった｡これは待機児童対策として､認可保育所の増設ではなく､小規模

保育所等の推進を促し､財政支出を抑制する動きである｡

図5･1子ども･子育て支援法について

子ども･子育て支援法
～艶定こども園･幼稚園･保育所･小規模保育など共通の財政支漢

のための仕組み-

施設型給付

認定こども園
0-5歳

幼保連携型

0以下の制度改肇を実施
認可･汚辱監哲の一本化
学校及び党費福祉施設としての法的位置づけ

保育所型

幼 園
_ 3-5轟

地域型保育給付

地方裁量型

所

･X私立保育所については､児葡福祉法第24魚により市町村が保背の実施畿務を

纏うことに賂づく措策として､卓続発を支弁
I----lP-----------■■---Jd■■---■■-+■------■■----------------■■■■--■

小規模保育､家庭的保育､居宅紡間型保育､事案所内保育

｣qMMM｣==三二=ニ:三二三7二..よ.～..叩.叫.仰｣

(出所)内閣府･文部科学省･厚生労働省(2012) 『子ども･子育て関連3法案について』

p.60
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子ども･子育て支援法を施設ごとにみると図5･1となる｡給付については､先述した通り､

｢施設型給付｣と｢地方型保育給付｣の2本立てとなっている｡認定こども園については､

文部科学省と厚生労働省も関わるが､内閣府が管轄となった｡修正後の｢新たな幼保連携

型認定こども固｣と比較すると､根拠法については､ ｢総合こども園法｣は､幼稚園部分の

｢学校教育法｣と保育所部分の｢児童福祉法｣であったものが､ ｢総合こども園法｣一本と

なっていたが､ ｢新たな幼保連携型保育所｣は､ ｢認定こども園法｣に一本化された｡

｢施設給付｣の創設にあたり､私立の幼稚園と保育所の現行制度の財源と比べてみると

図5･2となる｡幼稚園については､教育の時間(4時間程度)は私学助成と親の所得に対し

て保育料の補助を行う就学奨励費､教育の時間以降の預かり保育については､預かり保育

補助として私学助成が行われている｡民間保育所については､保育所運営費補助金(国1/2､

都道府県1/4､市町村14/4負担)と利用者の応能負担に応じた保育料となり､保育料につ

いては､国基準と市町村の基準の格差を市町村が負担している形となっている｡

図5･2　施設型給付の創設

~-I-~~~ー'-`~---~----ll

詮によ?て異なる　　!
==二二二~｣ここ1_I_ニ____ _l

茶　私立の現金

魚(#のめす豊

(r欠ける.傾鑑)

保育所 認定こども園の

保育所機能部分

≡:濫:二lAIi麺重言

<新たな制度>

尿群の必軍風

満3歳以上

…二_*重義i養中毒三晶串､

保帝の必軍罷

塵重畳重義

[廃車…麺酌
※私立保育所については､児蛮福祉法第24条に則り､市町村から委託費として支払う｡

･X上紀の他,特色ある取組(例:特男尊支援教育等)に対する奨励的な補助として私学助成を拷軌

･X施簸型給付の対象として静雄を受けない幼稚園の場合は.私学助成を継続e

･X休日保育､単騎･夜間保育についても対応するぐ

(出所)内閣府･文部科学省･厚生労働省(2012) 『子ども･子育て関連3法案について』､

p.140
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現行の認定こども園については､幼稚園部分と保育所部分については､ ｢安心こども基金｣

1gで交付されている.対象は､学校法人と社会福祉法人のみであるo

新システムでは､市町村の位置づけ､つまり保育の実施の義務(児童福祉法第24条第1

項)と責任が危倶されていた｡特に､市町村が現在行っている保育所の入所受付と調整は､

保育を必要とする子どもや保護者にとってもとても､大切な市町村の機能であるからであ

る｡

修正後は､児童福祉法第24条第1項の｢市町村の保育の実施義務｣については､ ｢あり｣

となり表5･1のようになった｡保護者は施設でなく市町村に申し込を行い､保護者が市町村

と契約して施設を利用することとなった｡このことは市町村の保育の実施義務を守り､保

護者は市町村を窓口として保育を利用でき､入所の優先順位等も施設ではなく､市町村が

行うことと変更になった点は､高く評価できる｡

表5･1 3党合意前後の｢市町村の保育の義務｣等について

修正前 做98ﾎ2結果 儷ﾘ幵���

市町村の保育の実施 義務について Rあり 唳]ｸﾎﾈ,ﾚH郢ﾘ,X,ﾚH*ﾉｨ,ﾈﾙﾘ/ﾗ8**I]ｸﾎﾈ*ｨ*ﾉｨ,hﾅ市町村の保育の実施義 ����������������約して施設を利用する 冖,ﾘ荿.x.｢饐ｸﾎﾈ,ﾘ*ﾉｨ/ﾆ(+X,JI]ｸ支/yw,X*ｸ.ｲ������������

･私立保育所に関しては､市町村か ら委託費が支払われ.保育料の徴 収も市町村が行う. 

私立保育所以外(評定 こども園や小規模保育 ﾉｨﾅ△ iZｨ,ﾈｭJI8,H,ﾉ]ｸ支,(*(,JH当分の間と規定しているが､ 施設の利用調整について は､市町村が責任を持ち､ 質の低下を予防するために も監督する必要があるo ����������

所等)の実施義務につ いて 劔*ﾉｨ*ｩy駅+)ﾗ8*F������

施設設備費について hｴｸﾉｩﾘ,ﾂ整備費用と減価償 却費の全国的な状 況を勘案し､一定割 合の給付費.委託費 を設定 侏ｸﾗ8,ﾊ(8+,x.ｮ霎ｨ*x,ﾈ邊民間の施設整備費の補助 は必要であり､これがない と認可外保育所や小規模 ����������
み 剞ﾝ整備補助は3/4公費補助 兢ｸ孜9ﾊH郢ﾘ*ｨｻx*ﾘ廁,育ｹﾘ,ﾈ-ﾘ*ｩﾘ+x.Eﾉｸ*ｨ*.薬������������

(出所)筆者作成｡

13 ｢安心こども基金｣は､ 2008年度第2次補正予算により､厚生労働省に958億6,700万

円､文部科学省に41億3,300万円が国から交付されたものをもとに､都道府県に基金が造

成された｡
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しかし､これは私立保育所のみであり､公立保育所14や認定こども園は､市町村の調整に

より事業者間と利用者で契約を行うこととなっている｡現行までの保育制度は､私立保育

所の入所を市町村が窓口となって行い､優先順位や希望に沿って､利用者が利用する保育

所を決めてきた経緯がある｡つまり､入所に関して市町村の介入がなくなった場合､希望

の多い保育所とそうでない保育所ができ､入所者数の格差等がでないようにしている｡

保育所以外(認定こども園､小規模保育所等)については､基本は施設との直接契約で

あるが､当分の間市町村が利用調整をすることとなったのである｡これについては､市町

村が責任を持ち質の低下の予防や監督をする必要があるため､継続して行われる必要があ

る｡

施設整備費については､現行では新規のみ3/4の公費補助であったが､新築や改築､耐震

化等も交付金から捻出するとのことである｡民間の施設整備の補助は必要であり､この補

助がなければ､許可外保育所や小規模等の施設が狭く安価な施設のみが増加する可能性が

あるからである｡

次に保育を必要とする場合の利用調整について､修正後の手続きは図5･3となる.手続き

については､施設の種類により異なってくることがわかる｡私立保育所を利用する場合は､

まず保護者が､市町村に｢保育の必要性｣の認定の申請を行う｡次に市町村は､保育の必

要性の認定を行い､ ｢認定証｣の交付を行うo保護者は､市町村に希望する保育所を記載し

て提出する｡市町村は､優先順位等を踏まえながら施設の調整を行い､保護者と市町村の

契約を行う｡保育料は､市町村を通じて､施設に支払われ､委託費については､市町村か

ら配られる｡

公立保育所や評定こども園･地域型保育所を希望する場合は､契約が保護者と施設･事

業者の契約となる｡保育料は施設-直接支払う｡ ｢施設給付｣もしくは｢地方型保育給付｣

は法定代理受領のため､市町村から施設に給付される｡

第3章第4節で述べたが､認定こども園が幼稚園型と地方裁量型以外は､ほとんど市区

町村が入所受付を行っていた｡ 3党修正後の手続きは､上記のようになったが､国は地方分

権と言いながら､市町村に管理を行わせることもやめて､施設との契約中心の保育所施設

-と移行しようとしている過渡的段階であるといえる｡

14公立保育所については､事業者が自治体のため､保育料設定と契約は､従来通り役所が

行う｡
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図5･3　保育を必要とする場合の利用手順

◆保育を必要とする場合の利用調整の手順(イメージ)

○　当面の間､保育を必要とする子どもの全ての施設･事業の利用について､市町村が利用の調整を行う｡
○馳走こども園･公立保育所･地域型保育は､市町村の調整の下で施設.革菜箸と利用者の間の契約とする｡

○私立保育所は市町村と利用者の間の契約とし､保育料の徴収は市町村が行う｡

iiiiiiiiii

〔保護者〕,　保育の必要性の認定の申請　･X･
!

[

〔市町村〕保育の必要性の'認定･認定証の交付

〔保護者〕　　保育利用の申込欝諾狼も〕　※

同時に手続が可能

〔市町村〕

〔市町村〕

利用調整
!

亮一Yもー〟 -`-

利用可能な施設のあっせん･要請など
/

私立保育所を利用する場合　喜､/
仙人J^

保護者と市町村の契約
･保育料は市町村へ支払
･市町村から保育所へ委託費を支払

S

i

て.:/～
㌔._.

Y･一一■〝 'L

iコこ=

～ -　叩:I-　-､ー小ヽ

∠V. W

千

･X　申済者の希望､施投の

利用状況執こ基づき駒盤

X･施投に対しては利用の
要鮪を行い､確実に利用
できることを担保する｡

認定こども園･公立保育所
･地域型保育を利用する場合

保護者と施設･事業者の契約
･保育料は施設･事集者へ支払い　園芸常務蛤の)

･市町村から施設･事貴著へ施設型給付又は

地域型保育給付を支払く法定代理受領)
L､し

〉L'V～叫

＼.

.メ

リ　-′　-､-/V　小〃

(出所)内閣府･文部省･厚生労働省｢子ども･子育て関連3法案について｣､ p･170

http ://www8.cao.go.jp/shoushi/10motto/08kosodaten12409 18/pdus 1 ･ 1 ･pdf
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第3節　小括

( 1 )既存の施設の種類による幼保一体化施設開所-の財政の影響

幼保一体化施設を開所する前の既存の施設が幼稚園か保育所かにより､開所前後の財政

状況は異なる｡本事例では六合村のように公立幼稚園2園を統廃合して､保育所の機能を

追加し､幼保一体化施設にした場合､鮫川村のように公立保育所2園と公立幼稚園1園を

統合し､幼保一体化施設にした場合の2つのケースがあった｡六合村のように､保育所機

能を追加し､ 0-2歳児または3歳児に対する低年齢所保育が開始すると､支出面では増加

する15｡

一方､鮫川村のように幼稚園と保育所を幼保一体化施設にした場合は､乳幼児教育と幼

稚園の預かり保育の保育料収入が増加する｡支出面については施設が集約し､保育士配置

についても単体の施設の時よりも連携が取れたため､管理面､人件費両面で支出削減とな

ったことがわかった｡

つまり､過疎地は民間の施設がないため､財政効率よりも､幼稚園機能の存続と保育所

機能(特に乳幼児保育)の両方を維持し､深刻な少子化のため､子どもを集約し幼保一体

化施設を作り維持運営していることが大きな命題となっている｡財政面では､旧施設が幼

稚園のみ場合の場合は､乳幼児保育の開始や保育士の配置基準があるため､以前よりも厳

しくなる場合もあるo　旧施設に保育所がある場合は､幼保一体化施設として集約すること

により､管理職の数が減り､職員数も少しであるが削減､施設の管理費も集約されたこと

により､コストの削減につながった.都市部については､幼保一体化施設と旧幼稚園と旧

保育所の部分が個別に算出されているものが少なかった16ため､分析できない部分も多かっ

た｡

(2)幼保一体化施設と幼稚園･保育所の単体施設との比較

上記で述べた(1)既存の施設の種類による幼保一体化施設開所-の財政の影響は､財

政資料の有無や情報公開の有無により､都市部については､分析ができなかった｡都市部

の幼保一体化施設と他の単体の公立幼稚園と公立保育所の比較は可能であった｡そこで品

川区二葉すこやか園と他の公立の単体の幼稚園と保育所の費用を分析した｡その結果､支

15六合村の場合は､幼稚園教諭の定年退職のため､人件費が低くなった｡

16情報公開されていない｡
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出に占める人件費の割合については､ほとんど変わりがなかった｡しかし､施設全体のこ

ども一人あたりの総コストは65万千円で､公立幼稚園の約65.0%､公立保育所の27.2%

と非常に低い｡

就学前教育･保育の重要性を鑑みれば､まず幼稚園と保育園を管轄している省庁を統合

して､就学前教育･保育の部分を統合して一つの省庁とする｡次に関連する施策を統合整

理して､包括的な施策を構築することが強靭な施策と協力､連携体制と財政支援-の方法

や内容がよりよく吟味され､質の高いサービスが提供できるであろう0

しかし､現行の日本の状況では､ ｢子どもを社会で育てる｣とは名ばかりで､それに関わ

る施策と関連する子どもを取り巻く施策(家族､就労､保育､幼稚園等)や財政支出が包

括的に考えられ､国と地方と住民の間でその協調的で参加型であるとはいいがたい｡

先にOECDの提言で述べたように､OECD諸国では､政治の強いリーダーシップまたは､

政権交代等に伴い､省庁組織の一元化､施設の一体化､補助の一元化等が取り組まれてい

る｡日本では就学前教育･保育の重要性についての理念が薄く､待機児童や女性の就労支

援､財政の効率化のどれかを行うための施策として考えられるケースが多いのが特徴であ

る｡

しかも｢子ども･子育て新システム｣にみられるように､政権が変化しても､以前の政

権の内容(社会保障制度審議会少子化特別部会報告)､を引き継ぎ､しかも消費税増税のた

めに､ ｢子ども･子育て新システム｣を3党合意で修正､ ｢総合こども園｣構想を廃止し､ ｢幼

保連携型認定こども園の拡充｣とした｡ ｢総合こども園｣については､保育所は期限をつけ

て｢総合こども園｣ -移管し､幼稚園は､選択制であったが､ ｢幼保連携型認定こども園｣

については､期限等がなく選択制であり､施設の統合の形は薄れてしまった｡

従来の｢評定こども園｣については､幼保連携型の場合､学校基本法､児童福祉法､認

定こども園法と3つが必要であったが､ ｢幼保連携型評定こども園の拡充｣では､内閣府を

主管として｢課定こども園法｣で根拠法を一本化し､大都市にも軽減を移譲したことにつ

いては､地方に責任を移譲し､整理したといえる｡しかし､前述したように｢新しい幼保

連携型認定こども園｣の移行-の規制がない以上､施設を統合していくには､ほど遠い｡

今回の修正で他に一本化したのは､給付の部分であり､保育所と幼稚園､認定こども園に

給付される｢施設給付｣である.この｢施設給付｣が､今後の幼保一元化政策の契機とな

るかはまだ評価できる段階ではない｡

このような｢子ども･子育て新システム｣の成立､修正における動向は､日本の政党に
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おける政策のちがいがあまりなく､実際の制度にいかされない｡また日本の国と地方の関

係や､協調型よりも集権型であり､財源を分権化せず､責任のみ地方に移譲する典型とい

える｡

しかし､北須磨保育センターのような先行事例をみると､省庁の縦わりと制度が分かれ

ていても､理念と実践方法で､子どもの保育の平等を実現することができることは､既に

証明されている｡それでも幼保一体化施設が構造改革特区法以前まであまり増えなかった

理由を考えると､大阪府と交野市の集権的な上下関係が浮かんでくる｡交野市の開所当時

にあったように､大阪府から､強く施設の分断や､備品等の区別が言われ､施設を幼稚園

と保育所に分断するために防火壁をたて､庭を分断する壁を立てさせる等の省庁の違いに

よりおこったことであった｡

現在では､地方分権改革が行われ､構造改革特別区域法ができ､上記のように施設を壁

で区切ることはなくなった｡両者の共用化がいわれ､運用方法は､縦割りの省庁の制度を

残しつつも､地域の実情に応じた運営方法について､国が認めるものであった｡その後､

幼保一体化関連の特区事項は全国展開され､現在国は､認定こども園制度を普及しようと

している｡評定こども園制度は､構造改革特区で行ったものと比較すると保育料設定と直

接契約が一番の違いであり､あとは分園制度を設けていることである.結局は､縦割りを

残しつつ､直接契約制度を導入し､保育料を決める権限を施設に与え､市町村の役割を弱

体化させ､公的保育制度の維持が危倶される｡

今回取り上げた､幼保一体化施設は構造改革特区時に開所されたものであるが､縦割り

の財政運営と制度が共存しても運営できることが分かった｡ただし､この状況下における

運営には､幼稚園と保育士の処遇の平等等に大きな力点が置かれる｡なぜなら､制度は共

存するため､現場での運営の工夫が広く求められるからである｡

構造改革により､自治体によっては保育所を教育委員会に委任､もしくは､幼稚園を子

ども課等の保育所担当､もしくは子育て支援担当部署が所管となり､幼稚園と保育所の窓

口を一つにするところも増加している｡しかし､幼稚園は文部科学省､保育所は厚生労働

省という国の所管はいまだに変更されていない17｡民主党は､ ｢子ども家庭省(仮称)｣とし

てこどもに関わるものはすべて移管するとしていたが､各関係団体等や縦わりの財政構造

による弊害のため､断念した｡修正後の｢子ども･子育て新システム｣では､ ｢幼保連携型

17評定こども園制度については､文部科学省と厚生労働省の両者からなる｢幼児連携推進

室｣であるが､幼稚園と保育所の所管は別である｡
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評定こども園｣を拡充し､その管轄を内閣府にした点と､ ｢教育基本法｣と｢児童福祉法｣

ではなく､ ｢認定こども国法｣に一本化した点は従来の｢認定こども園制度｣ 18りは､一歩

前に進んだかのように見える.しかし､ ｢新しい幼保連携型評定こども園｣自体に､移行の

義務がなく､既存の幼稚園と保育所(私立)の補助ある以上､評定こども園となる必要性

や財政措置もないため､今後の財政措置等の動向が注視される｡認定こども園の内閣府管

轄は､施設数の圧倒的多い幼稚園と保育所にあまり大きな意味をもたない｡

幼稚園と保育所の一体化は､過疎地域においては､既存の施設の機能を残し新たに別の

機能(幼稚園しかなければ保育所､保育所しかなければ幼稚園)追加し､就学前教育を可

能とした｡さらに子育て支援センターとしての役割を追加して､家庭保育のこどもや家庭

に対してのフォローもできる総合施設としているケースが多いo

過疎地域においては､急速な少子化､点在する施設の充足率の低下による､こどもの集

団生活や異年齢交流の困難さ､施設の老朽化による既存施設の存続等､多くの問題が山積

している｡その中で､構造改革特区が行った､特区制度は過疎地域に新たな可能性を見出

したといってよい｡都市部においては､施設の状態(広さ)や立地条件により､幼保一体

化施設の長所を生かせない可能性もあるため､施設を開所する際には､十分気を配り工夫

する必要がある｡

今後､幼保一体化施設は､成功例や経験値により､増加していくと考えらえる｡その際

は､大きな課題であるが､幼保一元化した諸外国の事例からもみるように､国と地方の協

調関係と財源移譲､地域格差の是正､そして国の乳幼児教育･保育に関する理念の再構築

を行い､関連の省庁の一元化が実現できるように､全ての条件を少しずつ前に進め行く必

要がある｡段階的に制度の再編成を行うことがスムーズな就学前教育･保育を提供するこ

とができる基盤となると考える｡

18従来認定こども園の管轄は文部科学省と厚生労働省の幼保連携推進室であった｡
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